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北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館指定管理者公募要項

北海道（以下「道」という。）及び北海道教育委員会（以下｢教育委員会｣という。）は、道が所管す

る北海道立オホーツク公園（以下「オホーツク公園」という。）及び教育委員会が所管する北海道立北

方民族博物館（以下「北方民族博物館」という。オホーツク公園及び北方民族博物館を併せて以下｢本

施設｣という。）を効果的かつ効率的に管理するため、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続

等に関する条例（平成16年北海道条例第89号。以下｢指定手続条例｣という。）第２条の規定に基づき、

以下のとおり指定管理者（地方自治法(昭和22年法律第67号。以下｢法｣という。）第244条の２第３項に

規定する指定管理者をいう。以下同じ。）の指定を受けようとする法人その他の団体（以下｢団体｣とい

う。）を公募します。

第１ 公募の内容
１ 本施設の概要

本施設の概要は、次のとおりです。

なお、詳細については、別添１｢北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館の概要｣（以

下｢施設概要｣という。）を参照してください。

名 称 オホーツク公園 北方民族博物館

所 在 地 網走市天都山 網走市字潮見３０９番地１

規 模 総面積：107.5ha 敷地面積:4,890㎡、建築面積:2,325.79㎡、

延床面積:3,292.06㎡

設置目的 ゆとりとうるおいのある環境づくりを進め、 北海道における教育、学術及び文化の振興を図

多様な広域レクリェーション需要の充足を図る。 る。

主要施設 修景施設 多目的芝生広場ほか

遊戯施設 （屋内）センターハウス、（屋外）ぼうけんの森、わんぱく広場

オ 休養施設 基幹休憩舎（屋外トイレ付き）ほか

ホ
－

運動施設 パークゴルフ場、多目的スポーツ広場ほか

ツ

ク 便益施設 オートキャンプ場（ロッジ17棟、個別サイト28、フリーテントサイト22）、

公 屋外トイレ（ぼうけんの森、キャンプ場、バーベキューコーナー、パークゴルフ

園 場）、時計台、水飲み場、駐車場ほか

管理施設 センターハウス（管理事務所）、センターロッジ（オートキャンプ場管理棟）、

門扉、柵、園路ほか

北方民族博物館 常設展示室、特別展示室、収蔵庫、講堂ほか

施設沿革 昭和６３年度に策定された「北海道緑のマスター 本道の文化的特質に対する理解を深める上で、北

プラン」（広域公園配置計画）により整備した最 方地域諸国との関連について理解することは極め

初の道立公園であり、道東圏域で地域に根ざした て重要であることから、世界の北方地域の諸民族

公園として、オートキャンプ場をメインとし平成 に関する分野の人文系博物館を道立の博物館とし

２年度から整備が進められている、観光滞在型公 て、平成３年２月に北方民族とゆかりの深い網走

園である。 市に設置した。

２ 管理に当たっての条件

(1) 指定管理者が行う業務の範囲

北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「公園条例」という。）第２条の２第

１号から第４号及び北海道立博物館条例（平成２年北海道条例第５号。以下｢博物館条例｣という。）

第５条第１号から第４号（両条例を併せて以下「設置条例」という。）までに規定する指定管理者
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が行う業務（以下｢指定管理業務｣という。）の具体的な内容及び業務の実施に当たっての道及び教

育委員会と指定管理者の責任の分担は、以下の表に示すとおりです。

なお、教育委員会では、北方民族博物館の教育機関としての機能を円滑に発揮するため、学芸員

（北海道職員）を５名（予定）配置し、調査研究等に関する業務を実施します。

また、道及び教育委員会では、指定管理者が、指定管理業務の遂行に当たり、住民に提供すべき

サービスの水準を確保するため、業務区分毎に具体的な要求水準を定めるとともに、業務の質の向

上に関する｢管理の目標｣を定めています（以下｢要求水準｣と総称する。）。

要求水準の具体的な内容は、別添３｢北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館要求水

準書｣（以下｢要求水準書｣という。）に示すとおりです。

申請に当たっては、業務区分毎にこれらの要求水準を満たすことができる具体的な仕様を検討

し、業務計画書において提案してください。

また、指定管理業務以外に施設の利用者の増加や利便性の向上、管理の目標の達成を図ることを

目的として、負担金の範囲外で、自ら企画し実施する事業（以下「自主企画事業」という。）があ

れば、併せて積極的に提案してください。

◆指定管理業務の内容（道及び教育委員会と指定管理者の責任の分担）

項 目 内 容 道･教育 指 定

委員会 管理者

利用提供業務 利用の受付、承認、制限、取消し、遊具の貸出し等 ◎
警備、苦情対応、安全衛生管理等、利用調整等

利用料金の収受等 利用料金の決定、収受、還付及び減免 ◎

利用促進業務 広報、イベント等の誘致、各種スポーツ団体との利用調整
◎

施 利用者ニーズの把握、情報提供・発信、要覧等発行・頒布等

設 地域住民等との協働業務 地域住民で構成する北方民族博物館施設運営委員会の設置、近隣市町
◎

の 村等との情報交換、ボランティアの育成等

管 北方民族博物館の業務（事業の企画実施等）

理 資料収集・整理・保管等 北方地域の諸民族の歴史や文化（以下「北方文化」という。）に関す ○※１ ◎
運 る資料等の収集・整理・保管

営 資料の展示 常設展示及び特別展示の企画、実施 ○※１ ◎

教育普及事業 北方文化に関する講座・講習会等の企画、実施 ○※１ ◎

博物館等との連携・協力 博物館、教育文化施設等との連携・協力 ○※１ ◎

調査研究に関する事項 北方文化に関する専門的・技術的な調査研究
◎

○

北方文化に関する資料等の保管・展示等に関する技術的な調査研究 成果の公表等

施 植物管理 樹木、草花・芝・草管理 ◎

設 施設・設備等管理 施設・設備等の補修等、衛生管理、法定点検等、除雪等 ○※２ ◎

設 備品等の管理 備品等の維持、管理、更新等 ◎

備 安全管理 巡回、点検、警備、有害虫駆除等 ◎

等 維 施設整備・改修 施設の改修、増築、大規模修繕等 ◎ ○

の 持 法定管理 占有及び行為の許可、損傷の届出等
◎

○

管 受付等

理 屋外施設の管理 噴水、野外ステージ、職員駐車場等野外施設の管理 ◎

事故処理等 事故・災害発生時の応急処置、道と教育委員会及び警察等への連絡 ○ ◎
指示等

その他 上記業務に伴う財務、契約及び記録管理等 ◎

注 「道・教育委員会」と「指定管理者」のそれぞれの欄中「◎」は主に業務を行う者を、「○」は従に業務を

行う者を表す。

※１ 学芸員は、北方文化に関する資料等の収集、保管、展示その他これと関連する事業に関する専門的・技術

的事項について意見を述べるとともに、指定管理業務実施に当たり必要な専門的事項に関する業務を行う。

※２ １件100万円を超える補修は、道又は教育委員会と指定管理者が協議の上、実施する。

◆自主企画事業の例

指定管理者が、施設の利用者の増加や利便性の向上、管理の目標の達成を図ることを目的として、

自ら企画し実施する指定管理業務以外の事業（自らの収入により費用を負担して実施）
区 分 内 容

オホーツク公園 指定管理者自らが企画・運営するスポーツ教室、各種講習会、観察会等利用促進事業

北方民族博物館 利用促進を図るためのイベント等
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※１ 自主企画事業実施の際は、あらかじめ担当課と協議が必要です。

※２ 自主企画事業と指定管理業務との区分が不明確にならないよう留意すること。

◆学芸員が行う専門的技術的事項の例

細 目 専 門 的 技 術 的 事 項

収 集
資料の所在確認、情報収集、資料保有者の意向調査、資料の受入・立会、資料収集選定評価委

員会資料の作成等

保 管
資料の保管状態の日常的な確認、資料の材質に適した保管環境の保持、資料の虫害・劣化防止

のための薫蒸等保存処理、資料の撮影者等への撮影方法等の指示等

展 示 展示方法、展示品運送に係る立会、作品の解説、作品の配列方法、ポスター等のデザインの監

修、資料の活用等

関連事業 資料に関する講演会、講座等の専門的技術的事項に関する解説等

(2) 指定管理者が行う管理の基準

指定管理者は、次に掲げる本施設の利用に係る基本的な条件及び業務運営の基本的事項(以下

｢管理の基準｣という。)に沿って、本施設を適正に管理するものとします。

管理の基準は、関係法令等(条例、規則を含む。以下同じ。)の規定に基づき、その細目的事項

について道及び教育委員会と指定管理者が協議して協定で定めます。詳細については、関係法令

等及び別添５｢北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館の管理に関する協定書（案）｣

（以下｢協定書案｣という。）を参照してください。

ア 管理運営の基本方針等

① 基本方針

【オホーツク公園】

ａ 良質な緑地を保全し、道民の憩いの場にふさわしいゆとりとうるおいのある環境を提供す

る。

ｂ 環境育成型の広域レクリエーション施設として、多様な住民ニーズの充足を図る。

【北方民族博物館】

ａ 北方文化に関する調査研究に基づいた展示の実施や教育普及事業等の充実及び資料の収集

・保管に努めるとともに、それら資料の情報センターとしての役割を果たす。

ｂ 生涯学習の振興の観点から、家庭、学校、地域など各分野の広範な教育・学習の場として

の役割を担う。

ｃ 学芸員と協働・連携し、本施設の機能を発揮する。

② 運営方針

【オホーツク公園】

ａ 利用者が楽しみながら環境に対する認識を深めることができるよう、住民参加型の公園づ

くりを推進する。

ｂ 利用者ニーズを踏まえた各種イベントの誘致等を積極的に行い、もって利用促進を図る。

【北方民族博物館】

ａ 資料に関する専門的技術的研究及び保管・展示等に関する技術的研究を行い、資料の収集

・保管・展示・閲覧などの事業の充実を図る。

ｂ 北方文化に関する講演会等を開催し、北方文化に関する知識の普及と理解を深めることの

できる施設づくりを推進する。

ｃ 道内外の博物館等と連携・協力を行うとともに、地域の教育文化施設等が行う文化活動を

援助し、文化の振興を図る。

ｄ 利用者に対し、親切・丁寧を心がけるとともに、利用者の意見や要望を管理運営に反映さ

せる。

③維持管理方針

【オホーツク公園、北方民族博物館共通】

ａ 利用者が常に快適に利用できるよう、適切な維持管理を行う。

ｂ オホーツク公園と北方民族博物館の業務を一体的に管理することにより効率的な管理運営

を行う。

ｃ 公園の利用状況を常に把握し、効率的な保守・点検及び警備等を実施し、事故、災害、犯

罪等を未然に防止する。

イ 施設の開館時間等

【オホーツク公園】
施 設 名 利用の期間 利 用 の 時 間

キャンピングカーサイト ４月２９日から 午後１時から翌日の午前１１時まで
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プライベートサイト
９月３０日まで （２泊以上の場合は、

午後１時から最終日の午前１１時まで）

オ デイキャンプ 午前１０時から午後４時まで

ー

フリーテン 午後１時から翌日の午前１１時まで

ト トサイト 宿泊キャンプ （２泊以上の場合は、

キ 午後１時から最終日の午前１１時まで）

ャ 午後３時から翌日の午前１１時まで

ン ロッジ （２泊以上の場合は、

プ 午後３時から最終日の午前１１時まで）

場 午前８時から午後９時まで

センターロッジ （多目的ホール及びプレイルームは

午前１０時から午後９時まで）

バーベキューコーナー 午前１０時から午後７時まで

洗濯機・乾燥機 午前８時から午後９時まで

パークゴルフ場 ４月２９日から 午前６時から午後６時まで
１０月３１日まで

管理棟（センターハウス）
１月 ４日から 午前９時から午後５時まで

１２月２８日まで

(注１)指定管理者は、特に必要があると認めるときは、知事の承認を得て、上記の利用の期間及び時間を変更

することができます。（公園条例第２条の３関係）

(注２)上記を除く施設(門扉の開閉、屋外トイレなど)に係る利用の期間及び時間は、天候の状況等を考慮して

指定管理者が知事と協議して定めるものとします。（北海道立オホーツク公園管理規則（平成６年北海道

規則第70号。以下「公園規則」という。）第３条関係）

（注３）毎年７月17日（北海道みんなの日条例（平成29年３月31日北海道条例第39号）（以下「道みんの日条

例という。）第１条第２項に規定する北海道みんなの日（以下「道みんの日」という。））は、上記の規定

にかかわらず開園日とする。

なお、代替休館日を設定する場合は、知事の承認を得ること。

【北方民族博物館】

開 館 時 間 休 館 日

・月曜日

午前９時３０分から （当該日が国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たるとき

午後４時３０分まで は、休日に該当しない当該日の直後の日）

・１２月２９日から翌年の１月３日まで
※ただし、特に必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て、臨時に開館時間を変更し、また、休

館日に開館し、又は臨時に休館することができます。

※毎年７月１７日（北海道みんなの日条例（平成29年３月31日北海道条例第39号）（以下「道みんの日条例」

という。）第１条第２項に規定する北海道みんなの日（以下「道みんの日」という。））は、上記の規定に

かかわらず開館日とする。

なお、代替休館日を設定する場合は、教育委員会の承認を得ること。

ウ 利用の承認等

設置条例に定める基準に基づき、利用の承認等の業務を適切に実施し、住民の平等な利用を確

保する。

エ 個人情報の取扱い

北海道個人情報保護条例(平成６年北海道条例第２号)に定める指定管理者の義務を適切に履行

するとともに、住民からの情報開示の申し出に対し適切に対応する。

オ 情報公開の取扱い

① 北海道情報公開条例(平成10年北海道条例第28号)に基づき、公の施設の管理に関して保有す

る文書の公開に努めるとともに、住民からの情報開示の申し出に対し適切に対応する。

② 利用料金等の設定に関する情報公開に協力すること。

カ 秘密の保持

指定管理者の役員等は本施設の管理に係る業務に関し知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益

のために使用してはならない。
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キ 著作権の取扱い

指定管理業務の処理に伴い著作権その他の知的財産に関する権利が生じたときは、道又は教育

委員会に移転しなければならない。

ク 再委託等

指定管理業務を全部又は大部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

(3) 指定期間

指定期間は、令和４年（2022年）４月１日から令和９年（2027年）３月31日までの５年間を予

定しています。

この指定期間は、令和４年（2022年）第１回北海道議会定例会(令和４年（2022年）２月開会

予定)の議決を経て正式に決定します。

ただし、協定に違反したとき、その他知事又は教育長が管理を継続することが適当でないと認

めたときは、指定期間中であっても、法第244条の２第11項及び指定手続条例第12条第２項の規

定に基づき、指定の取消し、又は管理の業務の全部又は一部の停止を命じることがあります。

(4) 指定管理者の収入及び業務に必要な経費

指定管理業務に必要な経費は、道及び教育委員会が指定管理者に支払う負担金及び指定管理者

が収受する利用料金等により賄います。

ア 道及び教育委員会が指定管理者に支払う負担金

① 道及び教育委員会は、指定管理業務に係る経費のうち、利用料金収入見込額を差し引いた額

を、指定期間にわたり、負担金として指定管理者に支払います。

② 負担金の額は、第２の１の(3)に定める上限額の範囲内で、指定管理者が申請時に提案した額

を基本として、その支払方法等を含め、協定に定めます。

③ 協定に定める負担金の額は、利用料金の見直しがあった場合及びその他の事情の変更により

著しく不適当となった場合を除き、変更しません。（イ 利用料金参照）

イ 利用料金

利用者が納付する利用料金は、指定管理者が収受し、利用料金の額は、設置条例で定める範囲

内において、道及び教育委員会の承認を受けて指定管理者が定めます。

ただし、次の理由により利用料金の上限額の見直し及び負担金上限額が変更される場合があり

ます。

① 指定管理者は、指定管理期間中に設置条例別表に定める利用料金の上限額の全部又は一部が

改正されたときは、利用料金の額の見直しを行うものとします。

【道及び教育委員会では、４年に一度、利用料金の上限額を見直し、必要な改正を行っていま

す。（直近の改正年度は令和２年度(2020年度)）】

② 改正があった場合、道及び教育委員会が算出した改正後の利用料金の上限額を基準とした利

用料金収入見込額の結果に基づいて、改正後の利用料金の上限額が適用される日以降の期間に

係る負担金の増額又は減額について協議するものとします。

なお、消費税率の引上げに伴う上限額改正に係る負担金の増減の取扱いについては、第２の

１の(3)を参照してください。

③ 道みんの日においては、道みんの日条例施行規則で規定する次の使用料等については、その

納付を免除するものとします。

(a) 公園条例第12条の２に規定する利用料金（同条例別表第５の１の事項(1)並びに３の事項

(1)に係るもの（同表第５の１の事項(1)に係るものにあっては、デイキャンプの区分に係る

ものに限る。）

(b) 博物館条例第12条第１項に規定する利用料金（同条例別表第１の１(1)の場合に係るものに

限る。）

④ 指定管理者は、公園規則第６条及び北海道立北方民族博物館利用規則（平成２年北海道教育

委員会規則第８号）第８条に規定する減免の基準に該当する者から減免の申請があったときは、

利用料金を減免するものとします。

なお、利用料金の額、過去の利用料金収入の実績、減免の基準、過去の減免の実績等につい

ては、別添１「施設概要｣を参照してください。

ウ 区分経理

指定管理業務に係る資金の収支は、オホーツク公園及び北方民族博物館を別個にして、他の会

計と区分し、独立した帳簿及び預金口座により管理しなければなりません。
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(5) リスクの分担

道及び教育委員会と指定管理者のリスク分担は、別添２｢リスク分担表｣のとおりとします。

ただし、別添２の表に定める事項で疑義がある場合又は別添２に定めのないリスクが生じた場

合は、道又は教育委員会と指定管理者が協議の上リスク分担を決定します。

(6) 館長の配置

北方民族博物館には、博物館法（昭和26年法律第285号）に基づき館長を配置してください。

(7) その他

ア 都市公園法による設置許可等

オホーツク公園内の自動販売機（清涼飲料水等）や公衆電話などは、公園管理者以外の第三者

が設置又は管理する公園施設として、必要に応じて第三者に対し、道が都市公園法（昭和31年法

律第79号）第５条第１項に規定する設置又は管理の許可をしています。

北方民族博物館内の売店は、第三者が設置又は管理する施設として、必要に応じて第三者に対

し、教育委員会が北海道教育財産規則（昭和47年北海道教育委員会規則第11号。以下「教育財産

規則」という。）第10条第１項第１号に規定する使用の許可をしています。

なお、指定管理者として指定された団体が、別途、都市公園法第５条第１項又は教育財産規則

第11条による申請手続を行い、道又は教育委員会が許可した場合は、自らの費用及び責任におい

て、これらの便益施設を第三者の立場で設置・管理等することが可能です。

イ 教育財産の貸付け

北方民族博物館の自動販売機（清涼飲料水等）は、教育委員会が教育財産規則第15条の２に規

定する貸付けをしています。

ウ 本施設における現在の許可等の状況

別添１｢施設概要｣を参照してください。

第２ 申請の条件等
１ 申請の要件

(1) 申請資格

申請者は、次に掲げる要件のいずれも満たしていることが必要です。（団体を構成員とする連

合体（以下「コンソーシアム」という。）にあっては、全ての構成員がいずれの要件も満たして

いることが必要です。）

なお、申請資格の確認基準日は、当該申請の日とします。

① 道内に事業所又は事務所を有する法人その他の団体であること

② 道立施設の管理を目的として、道から基本財産又は資本金等に出資又は出捐を受けていな

いこと

(2) 欠格事項

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成16年北海道規則

第125号。以下「指定手続条例施行規則」という。）第５条各号のいずれかに該当する団体(コン

ソーシアムの場合は、構成員のいずれかが次の各号のいずれかに該当するもの)は、選定又は指

定の対象外とします。

なお、欠格事項の確認基準日は、申請期間終了後、北海道立オホーツク公園及び北海道立北方

民族博物館指定管理者候補者選定委員会(以下｢選定委員会｣という。)において申請資格等審査

（申請の形式的な要件に係る審査）を行う日とします。

＜指定手続条例施行規則＞

（欠格事項）

第５条 知事は、条例第４条に規定する申請者が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該申請者を指

定管理者の候補者として選定し、又は指定管理者として指定してはならない。

(1) 当該団体の責めに帰すべき事由により道又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、

その取消しの日から４年を経過しない団体

(2) 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに該当する者

がある団体
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ア 公の施設の管理を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しない者

イ 破産手続きの決定を受けて復権を得ない者

ウ 道における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得るため

に連合した者

(3) 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人

(4) 次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にある法人

ア 道の知事

イ 道議会の議員

※なお、「北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の施行に関する教育委員会規則」に

おいては、上記条項の内、「知事」を「教育委員会」とし、（4）に「ウ 教育委員会の委員」の項を加えて

います。したがって、欠格事項には、「ウ 教育委員会の委員」も含まれます。

(3) 負担金限度額

道及び教育委員会が、指定期間における本施設の指定管理業務に係る費用を負担するため、指

定管理者に支払う負担金は、総額で878,540,000 円（オホーツク公園 310,145,000円、北方民族

博物館 568,395,000円）を限度とします。

申請者は、申請書に添付する収支計画書において、所定の欄に、施設毎に上記の額の範囲内で、

道及び教育委員会が支払う負担金収入の総額を記載してください。

また、今後、公の施設に関する減免基準の見直しに伴う規則等の改正が行われた場合には、指

定から協定の締結までの間であっても、提案のあった負担金の額について協議し、減額する場合

があります。

◆負担金限度額の積算内訳

【オホーツク公園】

項 目 総額（千円）
単年度あたり（平均）

金額（千円） 主な内訳・数量

負担金限度額【Ａ】（Ｂ－Ｉ＋Ｊ） 310,145 62,029

指定管理業務費【Ｂ】（Ｃ＋Ｈ）※税抜 400,090 80,018

業務原価【Ｃ】（Ｄ＋Ｇ） 317,155 63,431

直接業務費【Ｄ】（Ｅ＋Ｆ） 314,415 62,883

直接人件費【Ｅ】 201,245 40,249 事務、労務(清掃、警備、芝生・樹木

管理、軽作業)

直接物品費等【Ｆ】 113,170 22,634

光熱水費 22,370 4,474 燃料費、光熱水費

電気料金は北電単価にて積算

借料損料 22,010 4,402 複写機等借上

外部委託費(修繕費含む) 40,715 8,143 塵芥処理、除雪、修繕費など

その他 28,075 5,615 消耗品、芝刈り物品等の原材料など

業務管理費【Ｇ】(Ｅ＋Ｆ)×1％） 2,740 548 外部委託費を除く

一般管理費等【Ｈ】（Ｃ×35％） 82,935 16,587 外部委託費を除く

利用料金収入見込額 【Ｉ】※税抜 118,140 23,628

消費税額 【Ｊ】（（Ｂ－Ｉ）×消費税率） 28,195 5,639

【北方民族博物館】

項 目 総額（千円） 単年度あたり（平均）

金額（千円） 主な内訳・数量

負担金限度額【Ａ】（Ｂ－Ｉ＋Ｊ） 568,395 113,679

指定管理業務費【Ｂ】（Ｃ＋Ｈ）※税抜 573,830 114,766

業務原価【Ｃ】（Ｄ＋Ｇ） 502,430 100,486

直接業務費【Ｄ】（Ｅ＋Ｆ） 500,075 100,015

直接人件費【Ｅ】 104,585 20,917 常勤職員5名、非常勤職員2名等

直接物品費等【Ｆ】 395,490 79,098

維持管理費 345,830 69,166

光熱水費 64,070 12,814 重油、電気（新料金適用）、水道など

修繕費 8,725 1,745 庁舎修繕など

消耗品費 8,470 1,694 フィルター交換など

その他 5,275 1,055 旅費、手数料、報償費など

外部委託費 259,290 51,858 清掃、警備、保守管理など

展覧会事業費 49,660 9,932 展覧会、普及事業、資料収集など

役務費、消耗品費等 44,535 8,907 借用資料運搬費、看板・パネルなど
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外部委託費 5,125 1,025 薫蒸費など

業務管理費【Ｇ】（Ｄ×1％） 2,355 471 外部委託費を除く

一般管理費等【Ｈ】（Ｃ×30％） 71,400 14,280 外部委託費を除く

利用料金収入見込額 【Ｉ】※税抜 57,105 11,421

消費税額 【Ｊ】（（Ｂ－Ｉ）×消費税率） 51,670 10,334

負担金限度額を構成する経費の内容

経費の名称 経 費 の 内 容 備 考

Ｂ 指定管理業務費 Ｃ 業務原価 ＋ Ｈ 一般管理費等

Ｃ 業務原価 Ｄ 直接業務費 ＋ Ｇ 業務管理費

Ｄ 直接業務費 Ｅ 直接人件費 ＋ Ｆ 直接物品費等

Ｅ 直接人件費 公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等（臨時雇 単価に必要数量を乗じ

用を含む。）が、その労働力を消費することによって発生する費用で、 て積算

当該従業員等の給料手当、賞与、賃金等に相当するもの

Ｆ 直接物品費等 公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等が、当該 単価に必要数量を乗じ

業務を行うのに必要な物品等を消費し、又は使用することによって発 て積算

生する費用で、次に掲げるもの

①光熱水費等 ②消耗品費 ③借料損料 ④通信交通費 ⑤修繕費

⑥外部委託費 ⑦備品購入費 ⑧その他

Ｇ 業務管理費 指定管理者が、公の施設の現場において業務を管理するために必要 直接業務費（外部委託

な直接業務費以外の費用で、次に掲げるもの 費を除く。）に業務管

①総合調整費 ②福利厚生費 ③通信交通費 ④安全管理費 理費率を乗じて積算

⑤技術管理費 ⑥その他

Ｈ 一般管理費等 指定管理者が法人等を継続的に維持運営するのに必要な直接業務費 業務原価（外部委託費

及び業務管理費以外の費用で、一般管理費（営業費を含む）及び営業 等を除く。）に一般管

利益に相当する次に掲げる費用 理費等率を乗じて積算

①役員報酬 ②従業員給料手当 ③退職金 ④法定福利費

⑤福利厚生費 ⑥修繕維持費 ⑦事務用品費 ⑧通信交通費

⑨光熱水費 ⑩調査研究費 ⑪広告宣伝費 ⑫交際費

⑬寄付金 ⑭地代家賃 ⑮減価償却費 ⑯租税公課

⑰保険料 ⑱雑費

注１ 直接人件費及び直接物品費等の単価は、市場価格を参考として公の施設ごとに定めています。

注２ 業務管理費率は指定管理者の業務内容等を勘案して、一般管理費等率は業務原価の規模等に応じて、それぞれ公

の施設ごとに定めています。

(4) その他の要件

ア 本施設について複数の申請をすることはできません。

なお、単独で申請した団体が、他のコンソーシアムの構成員として申請した場合や、コンソー

シアムとして申請した構成員が、単独で、又は他のコンソーシアムの構成員として申請した場合

も、本施設について複数の申請をしたものとみなします。

イ 申請後に、コンソーシアムの代表団体を変更し、若しくは構成員の全部又は一部を変更するこ

と（特定の構成員を除外し、又は新たな構成員を追加する場合を含む。)は、原則として認めま

せん。ただし、構成員の一部が欠格事項に該当することとなった場合など、特別な事情により、

道及び教育委員会がやむを得ないと認めた場合は、道及び教育委員会が指示する申請書及び添付

書類(以下｢申請書類｣という。)の補正等を申請期間内に行った場合に限り、変更することができ

るものとします。

ウ 申請その他の指定手続(協定の締結を除く。)は、申請者である団体の代表者又は代表者から権

限の委任を受けた当該団体の職員等が自ら行うものとします。

エ 申請書類は、次に掲げる要件のいずれも満たしていることが必要です。

① 本公募要項に定める申請期間、提出先及び提出方法に適合していること

② 記載事項に不備がないこと

ａ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合していること

ｂ 記載すべき事項が全て記載されていること

ｃ 虚偽の内容が記載されていないこと

２ 申請期間

申請を受け付ける期間及び時間は次に掲げるとおりです。
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申請期間：令和３年（2021年）10月18日（月) ～ 令和３年（2021年）12月６日(月)

受付時間：土・日曜日及び祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで

３ 申請書類

(1) 申請書類の内容

申請に当たっては、団体の区分ごとに、申請書類一覧表(９～１１ぺージ)の○印該当欄の申請

書類を提出してください。

なお、道及び教育委員会が必要と認めた場合は、追加資料の提出を求めることがあります。

(2) 提出部数

申請書類は、紙で提出する場合は、原本１部、副本７部、電磁的記録で提出する場合は、原本

１部を提出してください。

(3) 提出方法

申請書類の提出方法は、持参、郵送（書留郵便に限る。）または電子メールとします。

持参する場合は、受付時間内に下記提出先に持参してください。

郵送及び電子メールの場合は、申請期間の終了日の受付時間内必着とします。

提出先：北海道教育庁 生涯学習推進局 文化財・博物館課 博物館係

住 所：〒060-8544 札幌市中央区北３条西７丁目 道庁別館７階

E-mail：kyoiku.bunka2@pref.hokkaido.lg.jp

(4) 申請書類の取扱い

ア 申請者は、提出した一切の申請書類の書き換え、引替え、又は撤回することができません。

ただし、申請資格を失ったとき、欠格事項に該当することとなったとき、その他申請書類の記

載事実(事務所の所在地等)に変更があったときは、速やかに、別紙様式10｢申請書記載事実変更

届｣により届け出てください。

イ 申請書類に記載された個人情報は、指定管理者の候補者の選定、審査その他の指定管理者の指

定手続を実施する目的以外に、申請者に無断で使用することはありません。

ウ 道及び教育委員会は、選定委員会に対し、その所掌事務を遂行するために必要な範囲内で、申

請書類の全部又は一部(個人情報を含む。)を提供します。

エ 提出された申請書類は、理由の如何を問わず返却しません。

オ 道及び教育委員会が提示する公募要項等の著作権は道、教育委員会及び作成者に帰属し、申請

者が提出した業務計画書等の著作権は、それぞれの申請者に帰属します。

カ 道及び教育委員会は、指定手続に係る事務の遂行上必要な範囲において申請書類の複製を作成

することができるものとします。また、指定手続の経過及び指定結果の公表等のため必要と認め

たときは、申請者の承諾を得て、業務計画書等の全部又は一部を無償で使用できるものとしま

す。

キ 申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき

保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手法等を用いた結果生じた事象

に係る責任は、すべて申請者が負うものとします。

◆申請書類一覧表
団 体 の 区 分

種 類 単独の団体
コンソーシアム

備 考
コンソーシ 構成員

法人 その他 アム 法人 その他

指定管理者指定申請書 ○ ○ ○ 様式１

申請資格を有することを証

する書類

団体概要書 ○ ○ ○ ○ 様式２

※設立趣旨、事業内容のパンフレット

等団体の概要がわかる資料があれば、

併せて提出する。
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コンソーシアム構成表 ○ 様式３

委任状 ○ ○ 様式４

定款・寄附行為 ○ ○

コンソーシアム協定書 ○ ※別添６「コンソーシアム協定書（案）」

参照

規約その他団体の目的、 ○ ○ ○ ※規約その他団体の目的、組織及び運

組織及び運営の方法を 営の方法（事務所、資産に関する規

明らかにする書類 定、代表者の任免に関する規定等）

を記載した書類

代表者の身分証明書及 ○ ○ ○ ○ ○ ※代表者が外国人である場合にあって

び住民票の写し は、在留カード（外国人登録証明書）

の写し

※住民票の写しに個人番号（マイナン

バー）は記載しないこと。

法人の登記事項証明書 ○ ○ ※申請日前３ヶ月以内に取得したもの

団体の名称及び本店又 ○ ○ ○ ○ ○ ※法人が登記事項証明書により証明で

は主たる事業所の所在 きる場合は不要

地を証明する書類 ※法人以外の団体が規約等により確認

できる場合は不要

役員名簿 ○ ○ ○ ○ ○ ※役職、氏名、現住所及び生年月日を

記載したもの

印鑑証明 ○ (○) ○ ○ (○) ※申請日前３ヶ月以内に取得したもの

施設の管理運営を行う ○ ○ ○ ○ ○ ※様式任意。資格を有する場合はその

上で必要な資格への対 写し

応を記載した書面

誓約書 ○ ○ ○ 様式５

構成員の連名

団体の財務の状況等に関す

る次の書類

事業報告書、収支計算 ○ ○ ○ ○ ※申請日の属する事業年度の前々及び

書(損益計算書)、貸借 前事業年度分

対照表、財産目録その ※新たに設立する法人又は設立初年度

他財務の状況を明らか の法人にあっては収支予算書又はこ

にする書類 れに準ずる書類

道税に滞納がないこと ○ ○ ○ ○ ※新たに設立する法人又は設立初年度

の証明書 の法人にあっては添付不要

※道に納税義務がない場合は本店等が

消費税及び地方消費税 ○ ○ ○ ○ 所在する都府県の事業税に滞納がな

に未納がないことの証 いことの証明書を添付する。

明書(国税通則法施行規 ※納税義務がないため、納税証明書が

則別紙第８号書式その 発行されない場合は、誓約書にその

３) 旨を記載すること。

健康保険・厚生年金保 ○ ○ ○ ○ ①納入告知書

険の届出義務を履行し ②資格取得確認書及び標準報酬

ている事実を証明する 月額決定通知書

書面（写し可） ③適用通知書

など加入状況が確認できる書類

雇用保険の届出義務を ○ ○ ○ ○ ①保険関係成立届

履行している事実を証 ②領収済通知書

する書面（写し可） ③概算・確定保険料申告書（控）

など加入状況が確認できる書類

社会保険等適用除外 ○ ○ ○ ○ 様式１２
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申出書 ※健康保険・厚生年金保険、雇用

保険の加入義務が無い場合

業務計画書 ○ ○ ○ 様式６

収支計画書 ○ ○ ○ 様式７

第３ 指定手続のスケジュール
１ 指定手続のスケジュール

公募から協定の締結までの指定手続のスケジュールは、概ね下表のとおりです。

◆指定手続のスケジュール

内 容 日 程

公募要項の配布期間 令和３年（2021年）10月18日（月) ～

申請期間 令和３年（2021年）12月６日(月)

※土・日及び祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで

現地説明会の開催 令和３年（2021年）10月22(金)

公募要項に関する質問の受付 令和３年（2021年）10月18日(月) ～

令和３年（2021年）11月１日(月)

質問の回答 令和３年（2021年）11月８日（月）頃

申請期間の終了 令和３年（2021年）12月６日(月) 午後５時まで

申請資格等事前審査

※申請の形式的要件に係る審査及び選定委員会への報告

選定委員会の開催

①申請資格等審査(形式的要件に係る審査)

②必須項目審査
ヒアリング等の実施

令和３年（2021年）12月中（予定）

③加点項目審査

④最適な候補者の選定・道と教育長への報告

指定管理者の候補者の決定

申請者へ選定結果の連絡

指定議案の提案 令和４年（2022年）２月中旬頃（予定）

指定の議決

指定の指令及び指定結果の通知 令和４年（2022年）３月下旬頃（予定）

協定の締結及び業務引継

指定管理者による管理の開始 令和４年（2022年）４月１日（金）

※選定結果の連絡後は、被選定者に対し、選定後の指定手続に係る説明等を行うため、あらかじめ日

時を指定して来庁を要請する場合があります。

２ 現地説明会及び質問の受付等

(1) 現地説明会の開催

日 時：令和３年（2021年）10月22(金) 午後13時30分から

場 所：北方民族博物館 講堂

参加申込：別紙様式８に必要事項を記入の上、郵送、ＦＡＸ又は電子メールにより北海道教育

庁生涯学習推進局文化財・博物館課あてにお送りください。

申込締切：令和３年（2021年）10月20日(水）午後５時【必着】

◆なお、事前申込制とし、申込のない場合は実施しません。

※参加人数については、１申請者につき２名までとしてください。

※当日配布する資料について、現地説明会に出席できない方には、説明会の翌日以

降、北海道教育庁生涯学習推進局文化財・博物館課で配布します。

(2) 募集内容等に関する質問の受付

受付期間：令和３年（2021年）10月18日(月)～11月１日（月)

質問方法：別紙様式９により、持参、郵送、ＦＡＸ又は電子メールで北海道教育庁生涯学習推

進局文化財・博物館課あてお送りください。

※持参する場合は、土・日及び祝日を除く午前９時から午後５時までとします。

回答方法：受け付けた質問に対する回答については、令和３年（2021年）11月８日(月)頃まで

に、教育委員会のホームページにて公表します。
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第４ 審査及び選定に関する事項
１ 選定委員会の設置

教育委員会では、指定手続条例第５条の規定に基づき、公の施設ごとに定める申請資格及び選定

基準等の決定並びに指定管理者の候補者の選定について意見の聴取を行うため、あらかじめ、選定

委員会を設置しています。

選定委員会は、別添４｢北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館指定管理者候補者決定

基準」(以下｢決定基準」という。)に基づく申請者の審査を経て、指定管理者の候補者として最適と

認める団体を決定し、その結果について審査の経過とともに教育委員会に報告します。

道及び教育委員会は、選定委員会の報告を踏まえ、指定管理者の候補者として最適な団体を選定

します。

なお、申請期間以降、本施設の指定管理者の指定までの間に、申請者又はそれと同一と判断され

る団体等が、選定委員会委員に面談を求めたり、申請者のＰＲ資料等を提出することにより、自ら

を有利に、または他の団体を不利にするように働きかけることを禁じます。

◆北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館指定管理者候補者選定委員会の構成

委 員 大 野 素 良 一般社団法人 中小企業診断協会北海道 診断士

委 員 加 賀 学 池田町教育委員会 教育長

委 員 川 上 淳 札幌大学地域共創学群 教授

委 員 佐々木 邦 子 北翔大学教育文化学部 元教授
※ 選定委員会の委員は、申請者との間に利害関係を有することが判明した場合その他の事情により、変更

することがあります。

２ 選定基準

指定管理者制度を導入する道及び教育委員会の公の施設に係る指定管理者の候補者の選定基準

は、指定手続条例第４条各号に規定するとおりです。また、同条第５号の規定に基づき、本施設の

性質又は目的に応じて定める基準は、次のとおりです。

【オホーツク公園】

◆道民の健康増進、文化の振興及び余暇需要の充足が図られるものであること。

【北方民族博物館】

◆博物館としての必要な事業が実施され、北方文化の普及・振興が図られるものであること。

＜指定手続条例＞

（選定）

第４条 知事等は、前条の規定による申請があったときは、当該団体(申請資格を有するものに限る。以下｢申

請者｣ という。)について、次に掲げる選定の基準に照らして総合的に審査し、最も適当と認める団体を

指定管理者の候補者として選定するものとする。

(1) 正当な理由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民が施設を利用する

ことにいて不当な差別的取扱いをしないものであること。

(2) 業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。

(3) 業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること。

(4) 収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。

(5) 前各号に掲げるもののほか、知事等が施設の性質又は目的に応じて定める基準

３ 審査及び選定の方法

審査及び選定は、別添４の｢決定基準｣に基づき、次の方法により実施します。

なお、審査及び選定の時期は、令和３年（2021年）１２月頃の予定です。

(1) 審査の方法

選定委員会の審査は、次の方法により実施します。

ア 申請資格等審査(申請の形式的要件に係る審査)

申請書類を受理した全ての団体を対象として、本公募要項第２の１の(1)から(4)までに定め

る申請資格等の要件(以下｢申請の形式的要件｣という。)に適合しているかどうかについて、申請

書類の審査を行います。
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審査の結果、申請の形式的要件に適合しないと判断された団体は、失格となります。

イ 必須項目審査

失格者を除く全ての申請者を対象として、指定管理者の候補者として必要最低限の水準に達し

ているかどうかを審査するため、決定基準のⅢの(2)の｢必須審査項目｣ごとに適合状況を審査し

ます。

必須審査項目の一つでも満たしていないと判断された申請者は、選定対象外となります。

ウ 加点項目審査

イの必須項目審査の結果、選定対象とされた申請者を対象として、業務計画等の達成水準を相

対的に評価するため、決定基準のⅢの(3)の｢加点項目審査｣に基づき審査し、得点化します。

エ 選定委員会

選定委員会は、申請資格等審査、必須項目審査及び加点項目審査を行った上で、選定委員会運

営要領第５条に定める方法により最適な候補者を決定します。

＜選定委員会運営要領＞

（審査及び選定方法）

第５条 選定委員会は、公募要項又は申請要項に定める方法によって申請資格等審査、必須項目審査及び加

点項目審査を行った上で、加点項目審査において、最高得点をつけた委員数が最も多い申請者を最適な候

補者として決定する。

２ 第１項の委員数が同数の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって最適な候補者を選定しが

たいと認めた場合は、同項の委員数が最も多い申請者のうち、加点項目審査の合計得点が最も高い申請者

を最適な補者として決定する。

３ 第２項の合計得点が同点の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって最適な候補者を選定し

がたいと認めた場合は、同項の合計得点が最も高い申請者のうち、加点項目審査における価格点の得点が

最も高い申請者を最適な候補者として決定する。

４ 第３項の価格点の得点が同点の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって最適な候補者を選

定しがたいと認めた場合は、同項の価格点の得点が最も高い申請者のうちから、抽選により最適な候補者

を決定する。なお、抽選の方法等については、選定委員会において別途決定する。

オ ヒアリング等

選定委員会は、必須項目審査及び加点項目審査を行うに当たり、失格者を除く申請者に対し、

ヒアリング等を実施します。ヒアリング等の日程及び実施方法については、対象者に別途連絡し

ます。

(2) 選定の方法

ア 教育長への報告

選定委員会は、最適な候補者を決定したときは、その結果について、審査の経過とともに教育

長に報告します。

イ 知事への報告

教育長は、アによる報告を受けたときは、その内容を知事に報告します。

ウ 指定管理者の候補者の選定

知事及び教育委員会は、選定委員会による審査結果の報告を踏まえて最適な指定管理者の候補

者を選定します。選定の決定をしたときは、その結果を全ての申請者に連絡します。

第５ 指定及び協定の締結に関する事項
指定管理者の候補者として選定された団体は、道議会の議決を経て、指定管理者として指定され

ます。なお、指定の議案は、令和４年（2022年）第１回北海道議会定例会(令和４年（2022年）２月

開催予定)に提出することとしています。

指定管理者の指定をしたときは、その結果について通知するとともに、審査の経過及び選定の結

果とともに道及び教育委員会のホームページで公表します。

道及び教育委員会と指定管理者は、指定管理業務の実施に必要な事項のうち、条例又は規則に定

めのない細目的事項について協議し、協定を締結します。なお、協定を締結しようとする事項の具
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体的な内容については、別添５｢協定書案｣を参照してください。

第６ 申請に当たっての留意事項
１ 選定又は指定の対象からの除外

申請者が次に掲げる場合に該当したときは、その者を選定又は指定の対象から除外し、若しくは

選定又は指定を取り消す場合があります。

ア 選定委員会の委員又は指定手続に係る業務に従事する道職員若しくは関係者に対し、本件申請

について不正に接触する行為、その他の公正な手続を妨げる行為の事実が判明した場合

イ 本件申請について不正な利益を得るために連合した場合

ウ 申請書類に虚偽の記載があった場合

エ 複数の業務計画書又は収支計画書を提出した場合

オ その他指定の手続において不正な行為があったと道と教育委員会が認めた場合

カ 申請資格を満たしていないこと又は欠格事項に該当することが判明した場合

キ 申請者による業務遂行が困難であると判断される事実が判明した場合

ク 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として業務を行うことについて

相応しくないと道及び教育委員会が認めた場合

２ 不正行為情報への対応

指定手続における公正な手続を妨げる行為又は不正の利益を得るために連合する行為についての

情報があった場合は、指定手続の執行を延期し、又は事情聴取を行うことがあります。

また、道又は教育委員会が必要と認めたときは、指定手続を延期し、中止し、又は取り消すこと

があります。

３ その他

(1) 申請の辞退

申請書類を提出した後に辞退する際には、別紙様式11「指定管理者申請辞退届」を提出してく

ださい。

(2) 費用の負担

指定の手続に関して申請者が要する費用は、それぞれ申請者の負担とします。

(3) 使用言語、単位及び通貨

申請書類及びその他の指定の手続に際して使用する言語は日本語、単位はSI単位、通貨単位は

円を使用することとします。

第７ 事業実施状況の監視等
１ モニタリング

道、教育委員会及び指定管理者は、指定期間中に指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理

状況を確保するため、次のとおりモニタリングを実施します。

指定管理者が管理の基準及び業務計画に従って業務を遂行していない場合、業務の全部又は一部

について要求水準を満たしていないと判断した場合、道及び教育委員会は改善措置を講ずる等の指

導を行います。

さらに必要な場合は、業務の停止や指定の取消しを行うことがあります。

なお、大幅な業務の改善を要する場合等にあっては、負担金を減額することがあります。

(1) 定期報告

指定管理者は、事業報告書、月例業務報告書及び四半期業務報告書を作成し、道及び教育委員

会に提出していただきます。

(2) 状況確認及び意見交換

道及び教育委員会は、定期又は随時に、指定管理業務の実施状況について、現地での確認及び

意見交換等を行います。

(3) 利用者満足度調査の実施

道、教育委員会及び指定管理者はそれぞれ、施設利用者の利便性の向上等の観点から、指定期

間中にアンケート等による｢利用者満足度調査｣を実施し、施設利用者の満足度や意見・苦情等を
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聴取します。なお、道及び教育委員会が実施した結果は指定管理者に通知し、必要に応じ業務改

善等の指示を行います。

２ 帳簿書類等の提出要求

監査委員等が指定管理業務に係る出納関連の事務を監査するために必要があると認める場合、指

定管理者は帳簿書類その他の記録を提出しなくてはなりません。

第８ その他の事項
１ 業務の継続が困難になった場合等の措置

指定管理者は、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに道及び

教育委員会に報告しなければなりません。その場合の措置については、次のとおりです。

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、又はそのおそれが

生じた場合には、道及び教育委員会は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定め

て改善策の提出及び実施を求めることができます。また、指定管理者がその期間内に改善するこ

とができなかった場合等には、道及び教育委員会は指定管理者の指定を取消し、又は業務の全部

又は一部の停止を命じることができるものとします。

(2) 指定が取り消された場合等の賠償

上記(1)により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止された場

合、指定管理者は、道及び教育委員会に生じた損害を賠償しなければなりません。

(3) 不可抗力等による場合

不可抗力その他道及び教育委員会又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、

業務の継続が困難となった場合、道及び教育委員会と指定管理者は、業務継続の可否等について

協議を行い、継続が困難と判断した場合、道及び教育委員会は指定管理者の指定の取消し、又は

業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとします。

２ 改修工事について

本施設については、｢指定の期間｣内に大規模な改修工事を行う可能性があります。改修工事が行

われた場合、工事の内容にもよりますが、一定の期間、施設の全部又は一部を閉鎖することが想定

されます。閉鎖による損害を最小限とするための対応や、指定管理業務の縮小に伴う負担金の減額

等については、別途協議いたしますので、あらかじめご了承願います。

なお、改修工事の規模や時期等については、今後の検討状況に応じて、指定管理者に情報提供を

いたします。

３ 民間企業とのタイアップ事業について

施設の価値や魅力向上を図るために、自主事業として民間企業とのタイアップ事業を実施するこ

とが可能です。（例：集客増を目的とした共同イベント開催など）

４ 公租公課

指定管理者は、法人税や事業所税など課税される場合がありますので、必要に応じ、管轄の市町

村、税務署等の関係機関に確認してください。

５ その他の協議すべき事項

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、道、教育委員会及び指定管理者双方が誠意を

持って協議するものとします。

６ 業務の引継ぎについて

指定期間の終了若しくは指定の取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ場合は円滑な引

継ぎに協力していただきます。
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７ 問い合わせ先

住 所：〒060-8544 札幌市中央区北３条西７丁目 道庁別館７階

北海道教育庁 生涯学習推進局 文化財・博物館課 博物館係

電 話：011-231-4111(内線35-612) (直通)011-204-5747

F A X：011-232-1076

E-mail：kyoiku.bunka2@pref.hokkaido.lg.jp



種　別 名　　　　称 規模・面積 数量 構造・種類

土地 敷地 1,074,582㎡

建物 センターハウス 817.10㎡ 鉄骨造  

センターロッジ 569.25㎡ 鉄骨造   

基幹休憩舎 139.38㎡ 鉄骨造 

建物 Aロッジ 83.27㎡ 1棟 木造

Aロッジ 69.53㎡ 10棟 木造

Bロッジ 49.04㎡ 6棟 木造

炊事棟A 24.30㎡ 木造

炊事棟B 24.30㎡ 木造 

バーベキューハウス 36.45㎡ 木造

バーベキューハウス 115.38㎡ 鉄骨造

屋外トイレ 23.76㎡ 木造

便所A 27.41㎡ コンクリートブロック造

便所B 33.17㎡ コンクリートブロック造

便所D 17.10㎡ 鉄筋コンクリート造 

パークゴルフ場休憩舎 29.00㎡ 木造

パークゴルフ場便所 24.60㎡ 木造

北駐車場便所 40.96㎡ 鉄筋コンクリート造

工作物 パークゴルフ場 26,200㎡ 36ホール 36ホール

パークゴルフ場 6,800㎡ 9ホール 9ホール

イベント広場 1,734㎡ 石造

園路広場 1式 アスファルト舗装

ミストリーフ 3基 鉄、石

ゴムチップ築山 1基 コンクリート、ゴム

キノコステップ 16基 鉄、ゴム

コンビネーション遊具 1基 樹脂、鉄

ネット遊具 1基 鉄、樹脂

ハンモック 1基 鉄、樹脂

らくがきコーナー 1式 鉄、樹脂

円形ブランコ 1基 鉄、樹脂

回転遊具（小） 1基 鉄、樹脂

回転遊具（大） 1基 樹脂、鉄

球形ステップ 1基 ゴム、鉄

球形ハウス 1基 鉄、樹脂

固定ハウス 1基 樹脂、鉄

親子のスツール 1式 樹脂

スプリング遊具 1基 鉄、樹脂

足つぼマッサージ 1基 コンクリート、鉄

リズムボード 1基 合成木材、鉄

開脚 1基 合成木材、鉄

前屈台 1基 合成木材、鉄

背伸ばしベンチ 1基 合成木材、鉄

ツイスト 1基 鉄、コンクリート

時計台 1基 鉄

水飲み場 2基 コンクリート

ベンチ（背付き） 4台 合成木材、鉄

ベンチ（背無し） 18台 合成木材、鉄

階段 1式 コンクリートブロック 屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

「天都の杜」

「てんとの丘」

施設の概要～別紙２－１　

北海道立オホーツク公園建物・工作物一覧

備　　　考

屋外遊具広場

屋外遊具広場

A棟

キャンプ場

キャンプ場

バーベキューコーナー

C棟

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場



種　別 名　　　　称 規模・面積 数量 構造・種類 備　　　考

四阿 5棟 合成木材、鉄

四阿 3棟 木造

キャンパーズシアター 1式 ステージ、椅子

バーベキューハウス 36.45㎡ 1棟 木造 B棟

炊事遠足広場 250㎡ 1式

ファイアーサークル 490㎡ 1式

遊具 9基

中央駐車場 7,291㎡ アスファルト造 

テニスコート 2,280㎡ 3面 アスファルト造

防災調整池施設 1式

門扉 1式 鋼鉄造

案内標識 1式

ゴミステーション 1基 木造

オートキャンプ場管理ゲート 1式

園路 1式 アスファルト造外 

多目的スポーツ広場 6,825㎡

南駐車場 6,952㎡ アスファルト造

北駐車場 4,592㎡ アスファルト造

壁泉 86.2㎡ コンクリート造 

徒歩池 170㎡ 石造

立木竹 樹木 27,620.27㎡

樹木 2本 マユミ

樹木 12本 カラマツ

樹木 2本 テマリカンボク

樹木 31本 ニオイヒバ（ピラミダリスコンパクタ）

樹木 2本 ジュニペルス（リン）

樹木 3本 カナダトウヒ（コニカ）

樹木 281本 ニシキギ

樹木 24株 ガクアジサイ

樹木 14株 ニオイヒバ（ラインゴールド）

樹木 4株 プンゲンストウヒ（グロボーザ）

樹木 86株 ニオイヒバ（ゴールデングローブ）

樹木 10株 ニオイヒバ（ウッドワーディー）

樹木 12株 ジュニペルス（ミントジュレップ）

雑木林

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

幼児遊具広場6,920㎡

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

屋外遊具広場

バーベキューコーナー



品　　　　名 数　量 メーカー 型番 備　　考

両袖机 2台 ライオン CD-618

事務用机 4台 ライオン CD-170 片袖

片袖机 5台 ライオン CD-107

会議用テーブル 50台 アイチ CTS-600LB

事務用机 1台 ライオン DP-75P 片袖

ロビーテーブル 6台 ライオン No.6566

事務用机 3台 ライオン CD-107

脇机 1台 ライオン CD-047A

ロビーテーブル 2台 ライオン T-240S 1100*600

センターテーブル 1台 ライオン T-214S

サイドテーブル 2台 ライオン T-214C

ロビーテーブル 6台 ライオン No.6566

事務用椅子 5脚 コクヨ CRS-A21

テーブルベンチ 12台

スツール 4脚 オカムラ L404AB

椅子 1脚 コクヨ CR-27W

ロビーチェアー 8脚 ライオン No.131 1800*470

事務用椅子 1脚 コクヨ CD-27

ソファーベッド １台 ライオン F540

ロビーチェアー 1脚 アイチ TRC-342F

ロビーチェアー 2脚 アイチ TRC-3A(F)

ロビーチェアー 2脚 アイチ TRC-1A(F)

コートベンチ 8台 三和体育 K-180

ベンチ 4台 TOEILIGFTB3120

応接セット 1セット オカムラ コクヨ　CR-27

ガーデンテーブルセット 2セット オカムラ

コインロッカー 5台 アルファー NS-1684W

鍵付きロッカー 4台 840*515*700

データーファイル引き違い書庫 1台 ウチダ ガラス戸　0.88*0.4*0.88

データーファイル引き違い書庫 1台 ウチダ 鋼製　0.88*0.4*0.88

ファイリングキャビネット 2台 コクヨ 4428TZ-M93

食器棚 1台 オカムラ 4694ZZ-Z21

耐火金庫 1台 オカムラ 4443SC-Z13

ロッカー 1台 ライオン N072N

ロッカー 1台 ライオン N072N

スチール書庫 4台 ライオン 560N

ファイリングキャビネット 3台 ライオン B4-277N

ロッカー 2本 ライオン No,73N　3人用

ロッカー 4本 ライオン No,72N　2人用

ロッカー 1本 ライオン No,71N　1人用

食器棚 2台 ライオン No.360N

両開書庫 1台 ライオン No.360N

ショーケース 2台 オカムラ B252FCP

冷蔵庫 11台 東芝 GR-47

多段式冷蔵オープンケース 1台 サンヨー SAR-590A

北海道立オホーツク公園備品等一覧

施設の概要～別紙２－１　



品　　　　名 数　量 メーカー 型番 備　　考

多段式冷蔵オープンケース 1台 サンヨー SRL-4065

電気冷蔵庫 １台 サンヨー SR-38K

冷蔵庫 １台 サンヨー SR-11NH

ガスコンロ 17台 リンナイ RTS-338NHTS

冷蔵庫 6台 シャープ SJ-D14A

パーテ－ション 1台 コクヨ SN-PS503B3

コートハンガー 1台 オカムラ 4327EZ0-B722

新聞掛け 1台 オカムラ 6895AZ-T01

ワゴン 1台 オカムラ WT型　35-125

移動式コートハンガー 6台 コクヨ CH-9

パンフレットスタンド 1台 コクヨ

新聞掛け 1台 ライオン MG-2N

ごみ箱 5台 EX-34227

ごみ箱 10台 EX-34226

パンフレットスタンド 11 コクヨ ZR-PS10

ランドリーセット 4台

パーティーション 1台

掃除機 6台 パナソニック MC-M9W-H

ダイレクトプロジェクター 1台 プラス DP-060M

ガス圧上下昇降OHP台 1台 プラス EV601PLL

強力パンチ 1台 ライオン No.300

全自動印刷機 1台 Duplo 33-S

レジスター 1台 カシオ 230ER

コインカウンター 1台 ナカバヤシ NC-701

電気炉 1台 岩田 ESK-15KW TE-2D

手動タタラ機 1台 グッド TS-24

電動ロクロ 5台 グッド TP-250

常圧土練機 1台 グッド T-400

巻き尺 1個 TOEI　LIGIIT G948

電気メガホン 1式 ニシ

ハンドマイク 1式 ニシ

オーディオセット 1台

テレビセット（テレビ、テレビ台） 1式 ナショナル

パラボラアンテナ 1式 マスプロ

液晶カラーテレビ 17台 シャープ LC-20D50

液晶カラーテレビ 4台 シャープ LC-26D50

カメラ 1台 キャノン オートボーイエースXL

カメラ 1台 ミノルタ α101Si

レンズ 1台 ミノルタ AFズーム　24-85mm

フィールドスコープ 2台 ニコンⅡ 接眼レンズ付き

組立式移動ハウス 1台 ヨド YSOU-5836

パネル 2台 山下総業 1200*1800

パネル 9台 山下総業 900*1800

掲示板 1台 ライオン GP-43B

ホワイトボード 1台 オカムラ 4380FA

椅子台車 6台 ライオン No.7

パネル 2台 山下総業 1200*1800

洗剤自動販売機 1台 サンヨー SVS-50VE



品　　　　名 数　量 メーカー 型番 備　　考

ホワイトボード 2台 両面型

ホワイトボード 2台 オカムラ 4380AE

掲示板 1台 オカムラ 4390AP-H15

ホワイトボード（出勤表） 1台 ライオン

行事用黒板 2台 ライオン A-12S

スクーター 1台 ヤマハ F50ED 網走市9069

スノーモービル 1台 ヤマハ Venture MP

乗用草刈機 1台 ヤマハ GT240TJ-M

スクーター 1台 ヤマハ T50ED

サッカーゴール運搬車 1組 TOEI　LIGIIT B-4375

椅子台車 1台 オカムラ 815CS-Z15

会議用椅子収納ドーリ－ 1台 鉄製 30脚用

台車 1台 オカムラ 6920BSP-G207

車いす 1台 トヨタ TR-2420

車いす 1台 イトーキ HKK-310

スコアーボード 2台 三和体育 S-4113

ライン引き 1個 TOEI　LIGIIT SP200

ラケットキャリー 2台 三和体育 S-202B

テニス用審判台 3台 KAWAI JS-206T

バレーポスト 1台 φ76.3　H1.9～2.4

バトミントン、ミニバレー兼用ポスト 2台 ツムラ B123

スキースタンド 2台 トヨタ 6052-0121

サッカーゴール 1組 TOEI　LIGIIT B-685

サッカーゴール 2組 ニシ F2201 アルミ合金製

バッドスタンド 1台 ミズノ ZZA-650

決裁箱 1個 オカムラ

ミーティングテーブル 1台 オカムラ

手提金庫 1台 オカムラ

椅子 1脚 コクヨ

卓球台 1台
日本卓球協会検定
品

テーブル 1台

マット 2枚 テラモト

パイプ 13本 山下総業

パネルグリップ 26個 山下総業

エンドキャップ 13個 山下総業

ベース 13台 山下総業

パーテ－ション 1台

パーテ－ション棚 3個

ごみ箱 2個 コクヨ

折畳み椅子 100脚 ライオン

カーテンレール 2本 アルミ

カーテンレール 2本 アルミ

カーテン房掛け 8本 金具付き

スライド映写機 1台 キャビン

エアトラック 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設

ボールプール 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設

ウレタン山 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設

ボール投げ的 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設



品　　　　名 数　量 メーカー 型番 備　　考

ベーシックプレイタワー 1基 ボーネルンド 屋内遊具施設

クライミングウォール 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設

ウネウネマット 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設

プレイシップ 1基 ボーネルンド 屋内遊具施設

スーパーノヴァ 1基 ボーネルンド 屋内遊具施設

ハウス 1基 ボーネルンド 屋内遊具施設

ジオラマテーブル 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設

木製プレイハウス 1基 ボーネルンド 屋内遊具施設

プレイウォールハウス 1基 ボーネルンド 屋内遊具施設

キッチンプレイハウス 1基 ボーネルンド 屋内遊具施設

テクニコやぐら 1基 ボーネルンド 屋内遊具施設

ミラートンネル 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設

ベビーボールプール 1式 ボーネルンド 屋内遊具施設

カウンターテーブル 1式 屋内遊具施設

ソファーベンチ 1式 屋内遊具施設

ベビーベンチ 1式 屋内遊具施設

ウレタンベンチ 1式 屋内遊具施設



施設の概要～別紙２－２

区　分 名　　　称  数 量 構　　　　造 導入年月 修繕履歴 備　考

1 土地 敷地 4,890㎡ H3.2

2 建物 博物館
  2,501.51㎡

2,699.99㎡
鉄筋コンクリート造 H3.2

3 工作物 縁石 １箇 コンクリート造 H3.2

4 池 １箇 鉄筋コンクリート造 H3.2

5 街灯 ２箇 アルミ製 H3.2

6 ハンドホール（電力設備） ４箇 H3.2

7 ハンドホール（通信設備） ２箇 H3.2

8 屋外給水 １箇 コンクリート造 H3.2

9 屋外排水 １箇 コンクリート造 H3.2

10 車　道 １箇 アスファルト H3.2

11 車　道 １箇 ブロック H3.2

12 歩　道 １箇 ブロック H3.2

13 屋外排水 １箇 コンクリート造 H3.2

14 身障者用標識 １箇 鋼鉄造 H3.2

15 路端表示板 １１箇 鋼鉄造 H3.2

16 国旗掲揚塔 １箇 H3.2

17 館名碑 １箇 H3.2

18 案内板 １箇 H3.2

19 モニュメント １箇 H3.2

北海道立北方民族博物館建物・工作物一覧



 数 量 メーカー・型番 導入年月 修繕履歴 備　考

1  　１台  消火器用､ｽﾁ-ﾙ製､2本入 W550*D250*H750 H18.4
2  １２台  アイチ CTN-600LB W1800*D600*H700 H18.4
3  　４台  アイチ CTS-600RB 内円600R*D600*H700 H18.4
4  ２４脚  アイチ CR-G283ZK F590 W565*D460*H1205 H18.4
5  　１台  オカムラ 4311 ZZ W950*D530*H1080 H18.4
6  　５台  コトブキ FC50110 51㎏ W1600*D450*380 H18.4
7  １５台  コトブキ FRP935D 一辺500*H390 H18.4
8  　２台  コトブキ RT-38 φ900*H600 H18.4
9  　８台  オカムラ 2872XW W520*D550*H430 H18.4

10  　２台  コクヨ LT-13M W900*D900*H700 H18.4
11  　６脚  コクヨ CK-610KB W470*D545*H830 H18.4
12  　２脚  コクヨ CRS6280 W565*D680*H1025 H18.4
13  　１台  ウチダ MR-168型 W1600*D800*H650 H18.4
14  　１ｾｯﾄ  Aprica SC-339-BL（８台） H18.4
15  　１台  TOA（東亜）D-2 3.8㎏ W450*D400*H110 H18.4
16  　１台  ソニー DTC-77ES 11㎏ W470*D350*H135 H18.4
17  　１台  パナソニック NV-W1 全世界対応 W460*D380*H120 H18.4
18  　３台  ウチダ ＤＭ－８０ H18.4
19  　２台  ウチダ Ｂ２７９ＧＲニュ－セミコン H18.4
20  　２台  ２列５段 和光工業 SC-251083㎏ W840*D455*H1790 H18.4
21  　１台  ２列５段 HP-BC4E W450*D408*H740 H18.4
22  　１台  マスセット W104*D66*H89 H18.4
23  　１台  コクヨ US-GPL45 W1305*D410*H790 H18.4
24  　１台  コクヨ GB-S8 φ360*H1100 H18.4
25  １３台  コクヨ GBｰPS9 φ300*H900 H18.4
26  　１台  コクヨ SN-C653Y W1356*H1805 H18.4
27  　２台  コクヨ SS-Y50M φ250*H600 H18.4
28  　１台  ウチダ Cｰ3型243ｰ8001NG W400*D600*H600 H18.4
29  　１台  コクヨ S-D4355GAY ｶﾞﾗｽ戸 W1200*D515*H880 H18.4
30  　１台  コクヨ ZR-PS90 w742*D400*H1425 H18.4
31  　２台  日本ファイリング BTS-15MB W958*D271*H1640 H18.4
32  　１台  日本ファイリング BDO-16L W935*D330*H1908 H18.4
33  　３台  プラス KB-230T W1200*D18*H900 H18.4
34  　６台  コクヨ CR-GP150KB3 W555*D510*H765 H18.4
35  　７台  キャスター付 2400×750×2400 H18.4
36  　４台  キャスター付 1100×1100×1800 H18.4
37  ２８台  木製 H18.4
38  ３８台  ザスパイス MALアームストッパー付 H18.4
39  　１台  パナソニック 27型 H18.4
40  　１台  パナソニック SXｰ10 H18.4
41  　１台  ウチダ 1350 H18.4
42  　５台  ２列２段　和光工業 SCｰ224 H18.4
43  　１個  ハクバ ＮＸ－81 H18.4
44  　１ｾｯﾄ  ソニー ２チャンネルアンプ外（全１０種） H18.4
45  　１ｾｯﾄ  展示室受付用（１１台） H18.4
46  　４台  ローケース用（蛍光灯及びルーバー） H18.4
47  　３台  コクヨ ＴＴ－８０Ｍ H18.4
48  　１台  ウチダ ＡＦ－５Ｈ H18.4
49    ７個  チヨダ ディステム・ギャラリー用 H18.4
50    １台  ステンレス製・キャスター付き H18.4
51  　１ｾｯﾄ  ＴＩＹＯＤＡギャラリ－パネル（５台） H18.4
52  　１台  ウチダ Ｆ－４５Ａ H18.4
53  　１台  日進医療機器㈱製 NAH-101 H18.4
54  　１台  ウチダ Ｍ型 880*515*1790 H18.4
55  　１台  ウチダ ITH-40E 325*145*282 H18.4
56  　１個  水晶発信時計附属品一式（鍵15本） H18.4
57  　１台  コクヨ SD-S2D33（副館長用） H18.4
58  　２台  SONY KV25FX1 ２５インチカラ－専用台付 H18.4
59  　２台  SONY KV14GV1 １４インチカラ－ H18.4
60  　１台  三菱 Ｆ83 H18.4
61  　１台  日立 R227A 有効内容量 215 H18.4
62  　３個  コクヨ S-D3655 スチ－ル製 W880*D515*H1790 H18.4
63  　１個  コクヨ S-D3355 スチ－ル製 W880*D515*H880 H18.4

64  　２組

 コクヨ S-D6355 スチ－ル製
W1790*D515*H880
 コクヨ S-D6355G スチ－ル製
W1790*D515*H880
 コクヨ S-315B スチ－ル製 W1790*D515

H18.4

65  　８個  コクヨ S-D3155 スチ－ル製 W880*D515*H400 H18.4
66  １０個  コクヨ B4-02N スチ－ル製 W458*D620*H700 H18.4
67  　１個  オカムラ 4571GA スチ－ル製 W455*D515*H1790 H18.4

北 海 道 立 北 方 民 族 博 物 館 備 品 等 一 覧

品　　　　　名

 消火器格納箱

 会議用テ－ブル

 会議用テーブル

 会議用イス

 演　台

 ロビ－チェア－

 スツ－ル

 ラウンジテ－ブル

 ミーティングチェア

 テ－ブル

 会議用椅子

 椅子（肘付）

 ミ－ティングテ－ブル

 レコ－ドプレイヤ－

 ミュージックミキサー

 ＤＡＴ録音機（音声デジタル記録再生機）

 ビデオデッキ

 車椅子

 ベビ－カ－

 コインロッカ－

 床頭台

 ベッド型おむつ交換台

 傘立て

 サインスタンド

 パーテーションスタンド

 アコ－デオンスクリ－ン

 スモ－キングスタンド

 ワゴン

 スチール書庫

 パンフレットスタンド

 書　架

 雑誌架

 掲示板

 事務用回転椅子

 展示ケース

 展示ケース

 展示台

 パ－テ－ション

 モニターテレビ

 ビデオデッキ

 ラック

 ロッカー

 カメラバック

 音響システム

 カウンター

 照明器具

 電話台

 紙折機

 ハロゲンランプ

 休館案内表示板

 パ－テ－ション

 紙折機

 車椅子

 キャビネット

 温湿度計

 巡回時計

 事務用両袖机

 テレビ

 テレビ

 ビデオデッキ

 冷蔵庫

 引戸式保管庫（深型）

 引戸式保管庫（深型）

 引戸式保管庫（深型）

 引戸式保管庫（深型）

 キャビネット

 ロッカ－（１連）



 数 量 メーカー・型番 導入年月 修繕履歴 備　考

68  　６個  オカムラ 4574C スチ－ル製 W900*D515*H1790 H18.4
69  　１個  コクヨ HS140 480㎏ W1280*D740*H720 H18.4
70  　１個  コクヨ MG105SIN 木製 W1600*D700*H445 H18.4
71  　１台  コクヨ BK-3 スチ－ル製 W900*D450*H1790 H18.4
72  　３台  コクヨ BK-W12スチ－ル製 W600*D420*H1800 H18.4
73  　３台  ステンレス製 支柱･フック φ460*H1700 H18.4
74  　１卓  オカムラ D203DZ 木製 W1800*D850*H700 H18.4
75  　３卓  オカムラ 3807DA スチ－ル製 W1525*D760*H740 H18.4
76  　９卓  オカムラ 3817DE スチ－ル製 W1060*D730*H740 H18.4
77  　３卓  オカムラ 3862ZA スチ－ル製 W1525*D760*H740 H18.4
78  　１脚  オカムラ 2108YA 革張 W800*D705*H435/485 H18.4
79  　１組  オカムラ 233-A 安楽椅子２個、長椅子１脚 H18.4
80  　１組  オカムラ 8310 安楽椅子２個、長椅子１脚 H18.4
81  １３庫  コクヨ S-D3625 スチ－ル製 W880*D515*H1790 H18.4
82  　２台  オカムラ 8179GZ W1800*D750*H700 H18.4
83  　２台  オカムラ 8179PZ W1500*D930*H700 H18.4
84  　１台  オカムラ 2691TA W2400*D1200*H700 H18.4
85  １２台  コクヨ CR-G283ZKF590 W565*D460*H1205 H18.4
86  　１台  コクヨ CO-FN8 W1803*D550*H950 H18.4
87  　１台  コクヨ CO-FAO W600*D600*H950 H18.4
88  　１台  コクヨ CO-FN2 W1203*D550*H950 H18.4
89  　９台  コクヨ CR-FG20KM-V W535*D420*H820 H18.4
90  　１台  コクヨ ECT-R118FC W1100*D750*H680 H18.4
91  　１台  ソニー TCM-27(B) W91*D39*H119 H18.4
92  　１個  ニコン 8X30D ６４０ｇ H18.4
93  　１台  エルモ MD-4000AF W420*D350*H160 H18.4
94  　１台  ウチダ オ－トキャビンⅡ H18.4
95  　１台  マミヤ RZ 67 2400ｇ W104*D133*H 211 H18.4
96  　１本  マミヤ 65㎜ Ｆ４ H18.4
97  　１本  マミヤ 110㎜ Ｆ２．８ H18.4
98  　１本  マミヤ マクロ140 ㎜ Ｆ２．８ H18.4
99  　２本  マミヤ 120ロ－ルフイルム RZ 120ロ－ル H18.4

100  　１本  マミヤ ポラロイド用 H18.4
101  　１台  ニコン Ｆ３ﾊｲｱｲﾎﾟｲﾝﾄ760ｇ W148*D69*H101 H18.4
102  　１本  ニコン マイクロ55㎜ Ｆ２．８ H18.4
103  　１本  ニコン 広角28㎜ Ｆ２．８ H18.4
104  　１台  ニコン SB-16A H18.4
105  　１本  スリックマスタ－ 2.69㎏ L65*H1650 H18.4
106  　１台  キャノン ｽ-ﾊﾟ-ｵ-ﾄﾎﾞ-ｲ 640ｇ W153*D68*H92.5 H18.4
107  　２個  ハクバ FX-420 3.2㎏ W1375*D270*H160 H18.4
108  　１個  コメット CB1200セット W207*D112*H270 H18.4
109  　１台  ハーレ ﾊﾝﾄﾞﾙ式移動ｽﾀﾝ W1.5～3.1ｍ*H1.5～2.8ｍ H18.4
110  　１台  ハ－レ ２型アクリル板寸法 1200㎜～1800㎜ H18.4
111  　１台  ミノルタ ﾌﾗｯｼｭﾒ-ﾀ-4 200ｇ W153*D28*H68 H18.4
112  　２台  コメット 0122056 アルミ製 キャスタ－付 H18.4
113  　１台  弥生工業 VS-15B VS15-B支柱 1700㎜ 38㎏ H18.4
114  　１台  フジ ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ SD690N W480*D600*H1200 H18.4
115  　１本  フジノン ＥＸ50㎜ 最大口径比1:2.8 H18.4
116  　１本  フジノン ＥＸ105㎜ 最大口径比1:5.6 H18.4
117  　２本  ウチダ 1K 2PB H18.4
118  　１台  ウチダ UOG-8000 10㎏ W190*D342*H95 H18.4
119  　１台  ウチダ 103-2062 φ153㎜ H18.4
120  　１式  DRAPAS 田村式 S-8 継三脚大測板 W500*D600*H20 H18.4
121  　１台  DRAPAS オ－トレベルAT-F5 全長200㎜ H18.4
122  　１式  マキタ電動工具 MDR-10-11S １１点セット H18.4
123  　１台  コクヨ FW-SMR4 W600*D400*H900 H18.4
124  　２張  ウチダ BS-2-8ﾎﾞ-ｲｽｶｳﾄ W1820*D2730*H1660 H18.4
125  　 1脚  コクヨ SP-34N W531*D814*H1163 H18.4
126  　 2脚  コクヨ SP-37N W687*D1276*H2025 H18.4
127  　 1脚  コクヨ SP-43 W440*D650*H1165 H18.4
128  　 1台  コクヨ BB VR34W W1482*D520*H1855 H18.4
129  　 1台  コクヨ TR-TS4 W691*D538*H210 H18.4
130  　 1台  コクヨ TK-40 W790*D1260*H800 H18.4
131  　 1台  コクヨ TK-11 W790*D820*H830 H18.4
132  　３台  コクヨ TT80W W450*D450*H700 H18.4
133  　１台  ウチダ C-CS168型 W1600*D800*H700 H18.4
134  　１台  オカムラ 4192BZ W730*D600*H620 H18.4
135  　１台  コクヨ FW-KTB703N W1800*D900*H740 H18.4
136  　３台  コクヨ SDｰMXM46CV3M W400*D600*H600 H18.4
137  　１台  コクヨ S-335C W880*D400*H880 H18.4
138  　１台  ウチダ S-D4355GAY ｶﾞﾗｽ戸 W1200*D515*H880 H18.4
139  　１台  ウチダ S-D4355AY W1200*D515*H880 H18.4

 ロッカ－（４連）

 金庫

 サイドボ－ド

 食器戸棚

 食器戸棚

 コ－トハンガ－

 両袖机

 両袖机

 事務用机

 事務用机

 事務用回転椅子

 応接セット

 応接セット

 両開き保管庫（深型）

 会議用テーブル

 会議用テーブル

 会議用テーブル

 椅子

 カウンタ－

 カウンタ－

 カウンタ－

 椅子

 デ－タテ－ブル

 カセットテ－プレコ－ダ－

 双眼鏡

 スライドプロジェクタ－

 スライドプロジェクタ－

 カメラ

 レンズ

 レンズ

 レンズ

 フイルムパック

 フイルムパック

 カメラ

 レンズ

 レンズ

 ストロボ

 写真用三脚

 カメラ

 カメラケ－ス

 ストロボ

 ポ－ル

 撮影台

 ストロボメ－タ－

 ストロボスタンド

 カメラスタンド

 写真引伸機

 写真引伸機用レンズ

 写真引伸機用レンズ

 温湿度計

 電子上皿天秤

 ばねばかり

 平板測量器

 水準器

 大工セット

 工具用ワゴン

 テント

 脚立

 脚立

 脚立

 ホワイトボ－ド

 トレ－ス台

 手押車

 手押車

 電話台

 パソコン台

 コピ－台

 作業台

 ワゴン

 保管庫

 スチール書庫

 スチール書庫

品　　　　　名



 数 量 メーカー・型番 導入年月 修繕履歴 備　考

140  　７台  ウチダ A4-04AY W388*D620*H1335 H18.4
141  　６台  脚 H468、ベ－ス W1375*D990*H407 H18.4
142  　１台  ト－リハン TDC-280 W880*D450*H978 H18.4
143  　２台  テラオカ PC-72 W492*D240*H880 H18.4
144  　１台  コクヨ S-D3305AY W880*D515*H880 H18.4
145  　１台  コクヨ CLK-65AY W880*D515*H1790 H18.4
146  　６台  コクヨ RF-17N W945*D260*H2160 H18.4
147  　９台  コクヨ RF-C17N W945*D260*H2160 H18.4
148  　３台  コクヨ RF-67N W945*D475*H2160 H18.4
149  　３台  コクヨ RF-C67N W945*D475*H2160 H18.4
150  　１台  コクヨ RF-26N W945*D345*H2160 H18.4
151  　１台  コクヨ RF-C26N W945*D345*H2160 H18.4
152  　２台  コクヨ RF-76N W945*D625*H2160 H18.4
153  　２台  コクヨ RF-C76N W945*D475*H2160 H18.4
154  　１台  コクヨ RF-36N W945*D445*H2160 H18.4
155  　１台  コクヨ RF-C36N W945*D445*H2160 H18.4
156  　５台  コクヨ MM-WO6624G W1850*D600*H1800 H18.4
157  　８台  コクヨ MM-CWO6624G W1850*D600*H1800 H18.4
158  　１台  コクヨ MM-WO6634G W1850*D870*H1800 H18.4
159  　２台  コクヨ MM-CWO6634G W1850*D870*H1800 H18.4
160  　４台  コクヨ SE-A4524 W1513*D613*H1200 H18.4
161  　５台  コクヨ SE-A4624 W1513*D613*H1200 H18.4
162  　４台  コクヨ MM-O6624G W1850*D600*H1800 H18.4
163  　４台  コクヨ MM-CO6624G W1850*D600*H1800 H18.4
164  　１台  コクヨ DN-1 W373*D638*H81 H18.4
165  　１台  リヒト No.1014 W600*D415*H590 H18.4
166  　１台  ニコン X2F-15 4.2㎏ W180*D220*H390 H18.4
167  　１台  ニコン X2F ON SMZ-10-3 3.45㎏ W180*D220*H390 H18.4
168  　１台  ニコン XSF NE-20C 片読20秒読取 三脚付き 金属製ＢＭＣ付 H18.4
169  　１台  ニコン AFX-DX-15 自動露出電子ｼｬｯﾀ- 内臓ﾚﾌﾚｯｸｽ型 H18.4
170  　１台  ﾎﾟﾗﾛｲﾄﾞｽﾍﾟｸﾄﾗｼｽﾃﾑｶﾒﾗ 品 W160*D142*H76 H18.4
171  　１台  パナソニック TH-27VS10 39㎏ W675*D475*H541 H18.4
172  　１台  パナソニック NV-FS800 7.2㎏ W430*D397*H109 H18.4
173  　１台  ウチダ 1350型 W796*D600*H1485 H18.4
174  １０台  コクヨ ＧＰーＰＳ９ 300*H900 H18.4

175  　１組

 ウチダ 752-7012 天板４枚１組
W1520*D610
 ウチダ 752-7304ポ－ル４枚１組 L1900
 ウチダ 752-7252ド－リ W1520*D610

H18.4

176  　１台  コクヨ CLK-65AY W880*D515*H1790 H18.4
177  　３台  コクヨ MC-DA1M W1375*D990*H408 H18.4
178  　２台  コクヨ ＦＨ９－ＣＯ、ＦＡＯ－ＣＯ H18.4
179  　１台  ライオン Ｆ540 H18.4
180  　３台  ヤマザキ ＹＳ－21Ｌ－１Ｄ H18.4
181  １０台 H18.4
182  　１台  ニコン Ｆ４ H18.4
183  　１本  ニコン ＡＦ28～70㎜ H18.4
184  　１台  ナカオ ＡＳ320 H18.4
185  　１台  第一社 H18.4
186  　１台  トプコン社 H18.4
187  　１台  ソニー ＴＣＳ8000 H18.4
188  　１ｾｯﾄ  ウチダ 702-041000（４台） H18.4
189  　１ｾｯﾄ  ウチダ 702-079347（４台） H18.4
190  　１台  プラス Ｍ300 H18.4
191  　６台  コクヨ ＲＦ－26Ｙ H18.4
192  　１台  コクヨ ＲＦ－Ｃ26Ｙ H18.4
193  　３台  コクヨ ＲＦ－76Ｙ H18.4
194  　３台  コクヨ ＲＦ－Ｃ76Ｙ H18.4
195    １台  ソニー CCD-TR3000 H18.4
196    １台  セントラル MC-425 AP H18.4
197    １台  理想 ほ-480 H18.4
198    １台  理想 ほ-361 H18.4
199    １台  マキタ SJ500 H18.4
200    １台  ソニー TCD-D8 H18.4
201    １個  ニコン AFマイクロニッコロール H18.4
202  　４台  コクヨ ＳＥ－Ａ４６２４ H18.4
203  　１台  コクヨ ＲＦ－６６ＹＮ、ＲＦ－Ｃ６６ＹＮ H18.4
204  　１台  ニコン ＡＩズ－ムニッコ－ル100-300 ＭＭ H18.4
205  　１組  コクヨ ＲＦ－２６ＹＮ、ＲＦ－Ｃ２６ＹＮ H18.4
206  　２組  コクヨ ＲＦ－６６ＹＮ、ＲＦ－Ｃ６６ＹＮ H18.4
207  　１台  コクヨ W1212*D650*H930 H18.4
208  　１台  エプソン ＣＳＣＢＮ３ H18.4

 ファイリングキャビネット

 マップケ－ス

 ビデオテ－プ保管庫

 ピックケ－ス

 保管庫

 クリ－ンロッカ－

 スリックラック

 スリックラック

 スリックラック

 スリックラック

 スリックラック

 スリックラック

 スリックラック

 スリックラック

 スリックラック

 スリックラック

 収納ラック

 収納ラック

 収納ラック

 収納ラック

 収納ラック

 収納ラック

 収納ラック

 収納ラック

 ペ－パ－カッタ－

 穿孔機

 生物顕微鏡

 実体顕微鏡

 電子セオドライト

 カメラ

 ポラロイド

 カラーテレビ

 ビデオデッキ

 テレビ台

 パーテ－ションスタンド

 クリスタルシェフ

 クリ－ンロッカ－

 マップケ－ス

 カウンター

 ソファベット

 スモーキングスタンド

 パネル

 カメラ

 レンズ

 脚立

 温湿度計

 照度計

 カセットコーダ

 オーバーヘッドプロジェクター

 オーバーヘッドプロジェクタースクリーン

 ビデオ収納ラック

 複柱書架

 複柱書架

 複柱書架

 複柱書架

 ビデオカメラ

 断裁機

 簡易スクリーン製版機

 簡易スクリーン製版機

 糸ノコ盤

 デジタルオーディオテープレコーダー

 カメラレンズ

 棚

 書架

 カメラレンズ

 書架

 書架

 ホワイトボ－ド

 コピ－ステ－ション用台

品　　　　　名



 数 量 メーカー・型番 導入年月 修繕履歴 備　考

209  　１台  ナショナル ＮＶ－ＤＳ５９ H18.4
210  　３台  チヨダ DISTEM 11361-236A H18.4
211  　３台  チヨダ DISTEM 11404-236A H18.4
212  　２台  チヨダ DISTEM 11415-230A H18.4
213  　１本  ハ－レ－ H18.4
214  　５台  ウチダ 5-300-1808 H18.4
215  　１台  コクヨ セキ-GTS1500 H18.4
216  　１台  ソニー VZ-S9108B H18.4
217  　１台  ソニー KL-43HDF8 H18.4
218  　１台  NACOM PC-KM-360 H18.4
219  　１台  KING 731135 H18.4
220  　１台  富士フィルム FZ2900Z H18.4
221  　１台  エンペックス ポケナビ１１プラス H18.4
222  　１台  富士フィルム MC-007 H18.4
223  　１台  MAC ワープロソフト H18.4
224  　１台  マミヤ FE701 H18.4
225  　３台  NACOM NT-KK-L90 H18.4
226  　１台  コクヨ CR-60 折りたたみ椅子３０脚用 H18.4
227  　１台  I・O DATA MOA－AX1300W/CBIDE H18.4
228  　１台  ウチダ ITH-40E H18.4
229  　１台  noboru TM-208 H18.4
230  　１台  ソニー MZ-B50 H18.4
231  　１台  ソニー DVP-S717D H18.4
232  　１台  MDX77 H18.4
233  　１個  Adobe Acrobat 5.0 H18.4
234  　１個  Wacom ｉｎｔｕｏｓ2　 H18.4
235  　１台  ヤマハ RTA54Ｉ H18.4
236  　１台  エプソン ELP－7600 H18.4
237  　１台  富士通 FMVNB910HJ H18.4
238    １台  キヤノン LBPｰ1110SE H18.4
239    １個  内･外用 第一合成 №200 H18.4
240 　 １脚  コクヨ CR-G310 座幅550.0mm 奥行475.0mm H18.4
241 　 １台  ソニー VAIO VGN-AS34B H18.4
242    １台  MAC M9590J/A H18.4
243    １本  Adobe Premiere Pro2 H18.4
244    １本  MAPIO PRO WORLD 05～06 H18.4
245    １本  Adobe lllustrator CS2 H18.4
246    １本  Adobe PageMaker 7.02 H18.4
247    １本  File Makar Preo8 H18.4
248    １台  ニコン LS-50ED 35㎜ 4000dpi H18.4
249    １台  EPSON PX9500 BD対応 H18.4
250    １台  National NV-GS300-s H18.4
251    １台  撮影ﾃｰﾌﾟ800*500*5 ﾊﾞｯｸｼｰﾄ800*800～1500 ﾗｲﾄﾎﾞｯｸｽ ﾌﾛﾝﾄﾗｲﾄ H18.4
252    １台  2745*475*2160 複式 ３連 棚段７段 H18.4
253    １台  945*475*1874 複式 棚段６段 H18.4
254    １台  945*346*2160 単式 ２連 棚段６段 H18.4
255    １台  800*450*1500 シルバー H18.4
256    １台  1600*900*600～900 １０段階高さ調整 H18.4
257 　 １点  子供体格、麻貼り、頭付 H22.3
258    １点  900*1800 H22.3
259    １点  1628*510 ハロゲンランプ２台付き H22.3
260    １点  マミヤ ＲＺ用 ＲＺーＮo.2 H22.3
261    １点  シャープ ＳＤーＦＸ10ーＰ H22.3
262    １点  パナソニック ＤＭＣ－ＦＸ７－Ｓ H22.3
263    １点  パナソニック ＤＭＲ－エＨ７０Ｖ－Ｓ H22.3
264    ５点  NEC PC-VY16FRFER H22.3
265    １点  Norton SystemWorks2005 10クライアント対応 H22.3
266    １点  Norton SystemWorks2005 ５クライアント対応 H22.3
267    １点  Adobe Photoshop　CS日本語版 H22.3
268    １点  Adobe illustrator CS日本語版 H22.3
269    １点  FileMaker Pro７ H22.3
270    １点  Adobe PageMaker7.0日本語版 H22.3
271    １点  ドリームウェーバー２００４ H22.3
272    １点  32型デジタルハイビジョン H22.3
273    １本  Windows Powerpoint2003 1ライセンス H22.3
274    １本  Windows Powerpoint2003 5ライセンス H22.3
275 ３台 I・OﾃﾞｰﾀLCD-AD195VB H22.3
276 １台 ７５６×１４３５ H22.3
277 １台 HTACHI CPX5J H22.3
278 １台 パナソニック VIERA　TH-L32G1 H22.3
279 １台 東芝D-W225K　VTR一体型 H22.7
280 １台 ３．２㍍ H22.7

 デジタルビデオカメラ

 ペッカ－ポ－ルサイン

 ディーグリーメッセージスタンド

 ディーグリーメッセージスタンド

 スクリーン用アルミシャフトハーレー

 ジャストチェア

 製本機

 ビデオデッキ

 テレビモニター

 脚立

 コピースタンド

 デジタルカメラ

 ポケットナビゲーション装置

 小型カメラ

 パソコンソフト
ＷＯＲＤ９８

 ＡＥプリズムファインダー

 結界ベース

 チェアポーター

 ＭＯドライブ

 記録乾式温湿度計

 メガホン

 ＭＤプレーヤー

 ＤＶＤプレーヤー

 ＭＤラジカセ

 パソコンソフト

 グラフィックスタブレット

 ルーター

 プロジェクター

 ノートパソコン

 プリンター

 目盛付キャリパー

 事務用椅子

 パソコン

 パソコン

 映像編集ソフト

 地図ソフト

 データベースソフト

 グラフィックソフト

 ページレイアウトソフト

 フィルムスキャナー

 大型プリンター

 デジタルビデオカメラ

 商品撮影台

 書架

 書架

 書架

 ハイケース（展示棚）

 昇降式テーブル

 マネキン

 スポーツミラー

 ディスプレイライト

 オート中間リング

 ＭＤ／ＣＤラジカセ

 デジタルカメラ

 ＤＶＤレコーダー

 パーソナルコンピュータ

 パソコンセキュリティソフト

 パソコンセキュリティソフト

 写真管理ソフト

 グラフィック作成ソフト

 データベース

 ページレイアウトソフト

 ホームページ作成ソフト

 液晶テレビ

 プレゼンテーションソフト

 プレゼンテーションソフト

 液晶モニター

 屋外ポスタースタンド

 液晶プロジェクター

 液晶テレビ

 ハイビジョンレコーダー

 モンゴルゲル

品　　　　　名



 数 量 メーカー・型番 導入年月 修繕履歴 備　考

281 １台 セキュレット　Ｄ２０２Ｓ H22.11
282 １台 RICHO IPSIO　PJX3240N H23.2
283 １台 ＳＨＡＲＰ　ＳＪ２３Ｓ　 W545 ×D610×H1491H23.3
284 ８台 TAIYA-NT-TPM-90G H23.3
285 ２台 コクヨ　SN-PB0918KSN H23.5
286 １台 グリーンランド・アマサリク型 H23.6
287 ９台 パナソニック　THL32C3 H23.8
288 １台 東芝　19AC2 H23.8
289 １台 パナソニック　THL32X3 H24.4
290 １台 ２５０㎝ H24.5
291 １台 日立　ＲＷ－１２９Ｂ形 H24.6
292 １台 全長１１７．５㎝ H24.7
293 １台 全長９０．０㎝ H24.7
294 １台 1500×900×500 H24.8
295 １台 リコー　Ｓａｔｅｌｉｏ　ＤＤ４４５０ H25.1
296 ３台 1100×650×1000 H25.1
297 １台 601×451×500 H25.1
298 １台 601×451×260 H25.1
299 １台 エプソン ＥＰ－４００４ H25.1
300 ４台 富士通 ＦＭＶＮＡ７Ｓ８ H25.3
301 １台 パナソニックTHL47ET5 H25.7
302 １台 PH663 H25.7
303 5台 ME643J/A H25.8
304 １台 M5066A FC H25.12
305 １台 MI-6355N H26.2
306 １台 MI-6355CN H26.2
307 ２台 W1600×H1600×L5000（2段） H26.7
308 ３台 SHARP LC-22K90-B H26.11
309 １台 600×690×675 H28.5
310 １台 シャープLC22K30B H28.8
311 １台 ハヤミ工産XS-3247H H29.5
312 ２台 富士通　FMVA2001A H30.3
313 １台 シャープLC22K45B H31.2
314 １台 ＮＥＣ　LCDE326 H31.2
315 １台 パナソニック　TH49D305 H31.2
316 １台 三菱電機　LCD32LB8 H31.2
317 1台 パナソニックDMRBRS530 H31.2
318 １台 Endeavor　ST40E R1.12
319 ２台 早見工業　XS3247H R1.12
320 ２台 Endeavor　ST190E R2.2
321 ２台 早見工業　XS3247H R2.2
322 １台 MVHV2J/A R2.2
323 ４台 Endeavor　ST190E R3.1
324 ４台 早見工業　XS1932H R3.1
325 １台 パナソニック　TH49HX750 R3.1
326 １台 M5066Aｅ R3.1
327 ２台 パナソニック　TH49HX750 R3.4

液晶テレビ

ＡＥＤハートスタートＨＳ１＋e

液晶テレビ

パソコン用スタンド

パーソナルコンピュータ

パソコン用スタンド

I POD TOUCH

パーソナルコンピュータ

パソコン用スタンド

液晶テレビ

液晶ディスプレイ

液晶テレビ

液晶テレビ

ブルーレイレコーダー

パーソナルコンピュータ

 シュレッダー

 液晶プロジェクター

 冷蔵庫

 マジックパネル

 クロスパネル

 印刷機

 アクリルＢＯＸ

 アクリルＢＯＸ

 カヤック

 液晶テレビ

 液晶テレビ

 液晶テレビ

 カヤック用パドル

 ウォータークーラー

 アクリルＢＯＸ

 プリンター

 パーソナルコンピュータ

品　　　　　名

 カヤック模型

 カヤック模型

 展示用アクリルＢＯＸ

液晶テレビ

テレビラック

I POD TOUCH

ＡＥＤハートスタートＨＳ１

シェルビング

シェルビング

組立式展示架台

液晶テレビ

鞍用展示台

液晶テレビ

パソコン用スタンド

パーソナルコンピュータ



施設名

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

950 823 11,854 19,510 27,266 18,807 12,849 3,251 2,046 5,117 6,189 4,445 113,107

950 600 10,510 16,588 22,114 16,368 11,490 3,251 2,046 5,117 6,189 4,445 99,668

844 33 4,534 5,693 6,725 5,482 4,291 2,780 1,818 2,832 3,738 3,887 42,657

345 33 1,987 1,357 1,581 1,277 1,013 629 397 1,228 1,447 947 12,241

391 0 2,438 4,214 5,007 4,084 3,139 2,012 1,277 1,409 2,117 2,809 28,897

72 0 109 122 137 121 139 139 144 195 174 131 1,483

研修室1･2 23 0 33 20 28 24 24 27 10 97 53 4 343

研修室２てんと工房 49 0 76 102 109 97 115 112 134 98 121 127 1,140

36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36

106 567 5,976 10,895 15,389 10,886 7,199 471 228 2,285 2,451 558 57,011

106 414 5,640 10,116 14,476 9,422 6,781 426 169 210 431 306 48,497

0 1 24 33 19 25 9 1 2 3 5 0 122

0 0 57 162 0 970 179 30 30 342 400 20 2,190

0 152 146 245 258 135 57 0 0 0 0 0 993

0 0 109 66 89 63 122 14 0 0 0 0 463

0 0 0 0 0 0 0 0 18 673 733 94 1,518

0 0 0 0 0 0 0 0 9 1,057 882 138 2,086

0 0 0 273 547 271 51 0 0 0 0 0 1,142

0 223 1,344 2,922 5,152 2,439 1,359 0 0 0 0 0 13,439

0 0 582 2,217 4,189 1,953 607 0 0 0 0 0 9,548

0 0 28 187 383 169 43 0 0 0 0 0 810

0 0 64 330 567 270 65 0 0 0 0 0 1,296

0 223 762 705 963 486 752 0 0 0 0 0 3,891

0 4 23 35 21 4 32 0 0 0 0 0 119

0 2 0 18 27 11 1 0 0 0 0 0 59

別紙４

北海道立オホーツク公園

施 設

総利用者数（Ａ＋Ｂ）

利用者数（Ａ）

令和２年度　利用者数、有料施設入場者数月別内訳

有料施設利用者数（Ｂ）

キャンプ場

センターハウス

ロビー・ホール

ころころひろば

研修室

図書コーナー

多目的広場・他

多目的・散策者等

視察者

課外授業

ドッグラン

ノルディック

歩くスキーコース

そりコース

スポーツ用具類

うち減免者

うち無料者

うち減免者

うち無料者

パークゴルフ場



別紙４

令和２年度　月別利用者数

常設展示

円 円

円 円

円 円

円

円

円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

0

高校生(通常) 0 0 0 5 8 0 2 1 0 1 1 11 29

高校生(割引) 0 0 0 9 26 5 0 2 2 2 4 8 58

大学生(通常) 5 2 4 10 39 101 20 5 9 8 71 36 310

大学生(割引) 2 1 7 41 112 82 18 5 14 10 74 80 446

一般(通常) 53 26 144 304 290 667 415 193 89 78 349 222 2,830

一般(割引) 29 16 126 757 1,360 742 457 234 131 83 517 311 4,763

計 89 45 281 1,126 1,835 1,597 912 440 245 182 1,016 668 8,436

小中学生 9 6 24 82 203 63 58 47 34 19 46 50 641

高校生 0 0 0 3 13 1 7 0 2 0 1 4 31

大学生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般 25 10 99 387 419 441 324 485 44 35 168 114 2,551

計 34 16 123 472 635 505 389 532 80 54 215 168 3,223

小中学生 9 6 24 82 203 63 58 47 34 19 46 50 641

高校生 0 0 0 17 47 6 9 3 4 3 6 23 118

大学生 7 3 11 51 151 183 38 10 23 18 145 116 756

一般 107 52 369 1,448 2,069 1,850 1,196 912 264 196 1,034 647 10,144

計 123 61 404 1,598 2,470 2,102 1,301 972 325 236 1,231 836 11,659

高校生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学生 0 0 0 0 0 142 0 36 0 0 0 0 178

一般 0 0 0 0 0 10 26 0 0 0 0 0 36

計 0 0 0 0 0 152 26 36 0 0 0 0 214

小中学生 0 0 0 0 274 544 578 401 87 5 217 14 2,120

高校生 0 0 0 0 0 0 20 20 0 0 0 159 199

大学生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般 0 0 11 49 72 191 316 100 30 29 63 76 937

計 0 0 11 49 346 735 914 521 117 34 280 249 3,256

小中学生 0 0 0 0 274 544 578 401 87 5 217 14 2,120

高校生 0 0 0 0 0 0 20 20 0 0 0 159 199

大学生 0 0 0 0 0 142 0 36 0 0 0 0 178

一般 0 0 11 49 72 201 342 100 30 29 63 76 973

計 0 0 11 49 346 887 940 557 117 34 280 249 3,470

小中学生 9 6 24 82 477 607 636 448 121 24 263 64 2,761

高校生 0 0 0 17 47 6 29 23 4 3 6 182 317

大学生 7 3 11 51 151 325 38 46 23 18 145 116 934

一般 107 52 380 1,497 2,141 2,051 1,538 1,012 294 225 1,097 723 11,117

計 123 61 415 1,647 2,816 2,989 2,241 1,529 442 270 1,511 1,085 15,129

常設展示
合計

個
人

個
人
計

免
除
・
招
待

団
体
計

団
体

常
設
展
示

160

160

440

開館日

高校生

大学生

一般

団体

大学生(割引) 160
個人

高校生(通常)

高校生(割引)

一般(割引)

200

160

500

大学生(通常) 200

施設名

有
料

免
除
・
招
待

有
料

月

一般(通常) 550

北海道立北方民族博物館



特別展示

円 円

円 円

円 円

円 円

円

円

円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

0

小中学生 0 0 0

高校生(通常) 2 3 5

高校生(割引) 6 17 23

大学生(通常) 0 1 1

大学生(割引) 28 80 108

一般(通常) 22 57 79

一般(割引) 557 1,071 1,628

計 0 0 0 615 1,229 0 0 0 0 0 0 0 1,844

小中学生 49 192 241

高校生 0 5 5

大学生 0 0 0

一般 24 29 53

計 0 0 0 73 226 0 0 0 0 0 0 0 299

小中学生 0 0 0 49 192 0 0 0 0 0 0 0 241

高校生 0 0 0 8 25 0 0 0 0 0 0 0 33

大学生 0 0 0 28 81 0 0 0 0 0 0 0 109

一般 0 0 0 603 1,157 0 0 0 0 0 0 0 1,760

計 0 0 0 688 1,455 0 0 0 0 0 0 0 2,143

小中学生 0 0 0

高校生 0 0 0

大学生 0 0 0

一般 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小中学生 0 0 0

高校生 0 0 0

大学生 0 0 0

一般 0 27 27

計 0 0 0 0 27 0 0 0 0 0 0 0 27

小中学生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高校生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大学生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般 0 0 0 0 27 0 0 0 0 0 0 0 27

計 0 0 0 0 27 0 0 0 0 0 0 0 27

小中学生 0 0 0 49 192 0 0 0 0 0 0 0 241

高校生 0 0 0 8 25 0 0 0 0 0 0 0 33

大学生 0 0 0 28 81 0 0 0 0 0 0 0 109

一般 0 0 0 603 1,184 0 0 0 0 0 0 0 1,787

計 0 0 0 688 1,482 0 0 0 0 0 0 0 2,170

特別展示
合計

高校生(通常) 200 高校生

有
料

個
人

特
別
展
示

免
除
・
招
待

個
人
計

団
体

有
料

免
除
・
招
待

団
体
計

一般(割引) 300

月

開館日

大学生(割引) 160

一般(通常) 450

大学生(通常) 200 一般 300

0

団体

小中学生 0

160

160 大学生 160

個人

小中学生

高校生(割引)
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別添１

北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館の概要

１ 北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館の概要
(1) 事業経緯等

ア 北海道立オホーツク公園
① 北海道立オホーツク公園（以下「オホーツク公園」という。）は、昭和６３年に策定された
「北海道緑のマスタープラン」により整備した最初の公園であり、道内４番目の都市公園で
ある。基本コンセプトは、「”オホーツク文化の香り高い森と湖”」として、平成２年度から
整備を開始した。
・都市計画決定… 平成元年１２月１４日
・事業着手 … 平成２年度～
・一部供用開始（オートキャンプ場）… 平成６年６月１２日
・全面供用開始 … 平成８年度

② 立地条件は、女満別空港から車で３０分、網走市の中心から車で１５分のところに位置し、
オホーツク海と知床連峰を望む、眺望のすばらしいオートキャンプ場であり、近くには世界
の北方文化を伝える北海道立北方民族博物館などが設置され、公園の特色を出している。

園内は「エントランスゾーン」「交流ゾーン」「北方文化ゾーン」「素材ゾーン」の４つのゾ
ーンに分かれており、それぞれのテーマにあわせて、各施設が配置されている。

イ 北海道立北方民族博物館
① 北海道立北方民族博物館（以下「北方民族博物館」という。）は、昭和５７年度に調査検討
会を設置し、昭和６１年度に建築構想が出され、北方地域の諸民族の文化と環境に関する情
報を収集し、諸民族についての認識と理解を深めることを目的として、平成２年度に設置さ
れた。（平成３年２月１０日開館）

② 北方民族博物館は、世界の北方地域の諸民族の文化に関する資料を収集・保管・展示して、
教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し、その教養及び調査研究等に資するために必要な事
業を行い、併せてこれらの資料に関する調査研究を行っている。

(2) 施設概要
オホーツク公園及び北方民族博物館の管理及び運営業務の対象となる施設は、次のとおりである。

【オホーツク公園】
１ 所 在 地 網走市天都山
２ 設置目的 観光滞在型広域公園
３ 施設内容
（１）総面積 １０７．５ｈａ
（２）施 設
ア エントランスゾーン(A=26.8ha)
(ア)センターハウス 公園管理事務所(床面積1,624.02㎡)(事務室、ロビー、研究室、てん

と工房、屋内遊戯施設、トイレ、授乳施設等)
(イ)パークゴルフ場 名称「天都の杜」36ホール面積26,200㎡
(ウ)イベント広場 多目的芝生広場1,734㎡(トイレ１棟、休憩舎１棟、水飲場１箇所)
(エ)ぼうけんの森 大型遊具（大型ネット遊具、ローラースライダー、ふわふわドーム、

レールウェイ、連続複合遊具）、幼児用遊具（円形ブランコ、スプリ
ング遊具、回転遊具等）、トイレ１棟、水飲場２箇所

(オ)中央駐車場 大型６台、普通車236台 面積7,291㎡
(カ)散策路 散策路（橋梁含む）、園路（橋梁含む）、段丘階段、芝生広場、ピク

ニック広場など
(キ)その他設備 給排水設備、電線管路、集水枡、地下排水、照明設備等

イ 交流ゾーン(A=26.0ha)
(ア)センターロッジ キャンプ場事務所(床面積569.25㎡)(事務所、売店、シャワー、ラン

ドリー)、多目的ホール(卓球4台)、トイレ(男、女、身障者用オスト
メイト対応)

(イ)オートキャンプ場 ロッジ17棟(Aﾛｯｼﾞﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾀｲﾌﾟﾌﾟﾚﾊﾌﾞ2階建1棟83.27㎡、Aﾛｯｼﾞﾌﾟﾚﾊ
ﾌﾞ2階建10棟69.53㎡、Bﾛｯｼﾞﾛｸﾞﾊｳｽ中２階建6棟49.04㎡)、個別サ
イト(20・9,000㎡)、カーサイト(8・2,700㎡)、フリーサイト(22
・7,000㎡)、トイレ2棟

(ウ)バーベキューハウス ３棟（A・B棟炉各3基収容人員計72名、C棟炉4基、収容人員80名)、
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流し台２基、トイレ１棟
(エ)パークゴルフ場 名称(てんとの丘) 9ホール 面積6,800㎡
(オ)多目的スポーツ広場 面積6,825㎡サッカー、ソフトボール(105m×65m)、

ストリートバスケットコート１面490㎡、
ビーチバレーコート１面1,094㎡

(カ)ファイヤーサークル １面(490㎡)
(キ)幼児遊具広場 遊具９基面積6,920㎡
(ク)基幹休憩舎 面積139.38㎡ 休憩室及びトイレ
(ケ)南駐車場 大型５台、普通車273台(面積6,952㎡)
(コ)クロスカントリーコース L=2,942m
(サ)その他設備 給排水設備、電線管路、集水枡、地下排水、照明設備等

ウ 素材ゾーン(A=32.6ha)
散策路 散策路L=1,002m、W=3m.2m、四阿１棟、トイレ１棟

エ 北方文化ゾーン(A=22.0ha)
北方民族博物館、北方民族博物館北駐車場 、トイレ１棟

【北方民族博物館】
１ 所 在 地 網走市字潮見３０９番地１
２ 設置目的 北海道における教育、学術及び文化の振興を図る
３ 施設内容
（１）敷地面積 ４，８９０㎡（道有地）
（２）規 模 建築面積２，３２５．７９㎡ 延床面積３，２９２．０６㎡
(３) 構造鉄筋 鉄筋コンクリート造一部２階建て
(４) 展 示 常設展示室、特別展示室
(５) そ の 他 エントランスホール、講堂、収蔵庫、研究室
(６) 便宜施設 自動販売機（１台） 売店コーナー
(７) 附帯施設 一般駐車場（１００台）、身障者駐車場（２台）、職員駐車場（９台）
(８) 管理施設 受変電設備、自家発電設備、電灯設備、電話設備、放送設備、視聴覚設

備、テレビ共聴設備、火災報知設備、空気調和機設備、給水設備、給湯
設備、消火設備、電柱広告、独立看板、モニュメント、国旗掲揚塔、案
内板、館名碑

(3) 位置図及び建物平面図等・・・・・・・別紙１のとおり
(4) 建物・工作物及び備品等一覧・・・・・別紙２－１のとおり（オホーツク公園）

（令和２年度末現在） 別紙２－２のとおり（北方民族博物館）
(5) 展示資料等及び出土文化財一覧・・・・別紙３のとおり（令和２年度末現在）

２ 利用者数実績
(1)オホーツク公園

施 設 単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
公園全体(推計) 人 128,625 215,484 196,000 204,603 113,107
オートキャンプ場

人
8,192 9,996 9,301 9,993 7,075

入場者(宿泊者)
有 高校生以上 人 5,910 7,019 6,625 7,115 5,123
料 中学生 人 305 250 239 355 239
者 小学生 人 1,977 2,727 2,437 2,523 1,713
減
免 免除者等 人 1,216 1,457 1,437 1,655 775
者
無料(幼児) 人 1,235 1,692 1,388 1,530 1,206
オートキャンプ場 人 1,384 998 872 791 492
入場者(日帰り)
有
料 高校生以上 人 860 644 643 584 367
者
減
免 免除者等 人 36 42 50 13 35
者
無 中学生 人 117 102 59 132 10

小学生 人 281 124 62 40 45
料 幼児 人 90 86 58 22 35
パークゴルフ場 4,413 4,168 4,078 3,684 3,891

有
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料 高校生以上 人 4,283 3,842 3,801 3,441 3,713
者
減
免 身障者等 人 82 263 223 167 119
者
無

中学生以下 人 48 63 54 76 59
料

(2)北方民族博物館

区 分
単

平成30年度 令和元年度 令和２年度
位

常 一 般 人 14,513 13,988 7,629
設 有料 高校生・大学生 人 1,435 1,312 1,027
展 小 計 人 15,948 15,300 8,650
示 無料 無料入館者 人 4,036 3,573 2,761

・ 免除者等 人 9,675 9,265 3,718
免除 小 計 人 13,711 12,838 6,479

合 計 人 29,659 28,138 15,129
特 一 般 人 4,695 4,964 1,707
別 有料 高校生・大学生 人 470 420 137
展 小 計 人 5,165 5,384 1,844
示 免除 免除者等 人 1,944 2,060 326

合 計 人 7,109 7,444 2,170
有 料 人 21,113 20,684 10,494

無料・免除 人 15,655 14,898 6,805
無料特別展示 人 15,719 16,448 4,008

教育普及 指定管理業務 人 4,283 4,101 1,899
事 業 自主企画事業 人 97 104 0

合 計 人 56,867 56,235 23,206

※参考 令和２年度の月別利用者数は別紙４のとおり

３ 現行利用料金一覧表
(1)オホーツク公園

◆条例上限額
【オートキャンプ場に入場する場合】

区 分 利用料金の上限額
ディキャンプ 学齢に達しない者、小学校の児童、中学 １人１日につき 850円

校の生徒及びこれらに準ずる者以外の者
宿泊キャンプ 小学校の児童 １人１泊につき 870円

小学校の児童以外の者 １人１泊につき 1,810円
（学齢に達しない者を除く。）

【オートキャンプ場内の施設又は設備を利用する場合】
区 分 利用料金の上限額

サイト １サイト１日につき 770円
１サイト１泊につき 3,920円

ロッジ １棟１泊につき 20,200円
洗濯機 １回につき 510円
乾燥機 １回につき 170円

【パークゴルフ場を利用する場合】
区 分 利用料金の上限額

学齢に達しない者、小学校の児童、中学校の生徒及びこ １人１日につき 490円
れらに準ずる者以外の者
（クラブ貸出料） （１本１日につき 220円）

◆利用料金承認額（令和３年４月19日承認）
〔指定管理者の名称〕

一般財団法人 北方文化振興協会
〔利用料金の額〕
１ オートキャンプ場に入場する場合
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区 分 利 用 料 金 の 額

ディキャンプ 学齢に達しない者、小学校の児童、中学校 １人１日につき 500円

の生徒及びこれらに準ずる者以外の者

宿泊キャンプ １ 小学校の児童 オンシーズン １人１泊につき 500円

（テントサイト利用 ショルダーシーズン １人１泊につき

の場合） 400円

オフシーズン １人１泊につき 300円

団体利用 １人１泊につき 300円

２ １以外の者（学齢に達しない者を除く。）オンシーズン１人１泊につき 1,200円

ショルダーシーズン １人１泊につき

800円

オフシーズン １人１泊につき 600円

団体利用 １人１泊につき 600円

宿泊キャンプ １ 小学校の児童 オンシーズン１人１泊につき 700円

（ロッジ利用の場合） ショルダーシーズン １人１泊につき

600円

オフシーズン １人１泊につき 500円

団体利用 １人１泊につき 500円

２ １以外の者（学齢に達しない者を除く。）オンシーズン１人１泊につき 1,600円

ショルダーシーズン １人１泊につき

1,200円

オフシーズン １人１泊につき 700円

団体利用 １人１泊につき 700円

２ オートキャンプ場内の施設又は設備を利用する場合

区 分 利 用 料 金 の 額

キャンピングカーサイト オンシーズン １サイト１泊につき 3,800円

ショルダーシーズン １サイト１泊につき 2,900円

オフシーズン １サイト１泊につき 2,000円

プライベートサイト オンシーズン １サイト１泊につき 2,600円

ショルダーシーズン １サイト１泊につき 2,000円

オフシーズン １サイト１泊につき 1,400円

フリーテントサイト デイキャンプ １サイト（テント１張り） １日につき 500円

宿泊キャンプ オンシーズン １サイト（テント１張り）１日につき

500円

ショルダーシーズン １サイト（テント１張り）

１日につき

400円

オフシーズン １サイト（テント１張り）１日につき

300円

ロッジ ４人用 オンシーズン １棟１泊につき 12,800円

ショルダーシーズン １棟１泊につき 10,700円

オフシーズン １棟１泊につき 6,400円

デイキャンプ １棟１泊につき 3,200円

（６人用）

６人用 オンシーズン １棟１泊につき 19,500円

１棟１泊につき（バリアフリー対応棟）

20,200円

ショルダーシーズン １棟１泊につき 15,800円

１棟１泊につき（バリアフリー対応棟）

17,000円

オフシーズン １棟１泊につき 9,700円

１棟１泊につき（バリアフリー対応棟）

10,500円

洗濯機 １回につき 300円

乾燥機 １回につき 100円

３ パークゴルフ場を利用する場合

区 分 利 用 料 金 の 額

パークゴルフ場（学齢に達しない者、小学校の児童、中学校の生徒 １人１日につき 250円

及びこれらに準ずる者を除く。） 団体利用券（１人１日につき） 220円

共通回数券（１人１日につき） 220円

共通回数券（11枚綴り） 2,500円
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シーズン券（1人１シーズンにつき）

11,000円

クラブ貸出料 １本１日につき 100円

利用料金収入の減免基準及び運用
北海道立オホーツク公園管理規則第６条（抜粋）
（利用料金の減免の基準）
第６条 条例第12条の２第６項に規定する規則で定める基準は、次のとおりとする。

(１) 次に掲げる者については、利用料金（条例別表第５の１の事項、３の事項及び４の事項に係るものに限
る。）を免除することができることとする。

ア 盲学校、聾学校及び養護学校の児童及び生徒並びにこれらの引率者
ろう

イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条に規定する児童福祉施設に入所し、又は通園している少年
及びその引率者

ウ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定による身体障害者手帳の交付を受けて
いる者及びその引率者

エ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を受けている者
オ 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは障害者職業センターの長又は精神
保健指定医により知的障害者と判定された者及びその引率者

カ 精神保健福祉センターの長、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師により精神障害者（知的障害
者を除く。）と判定された者及びその引率者

キ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する老人福祉施設に入所している者及びその引
率者

ク その他知事がアからキまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの
(２) 前号に掲げるもののほか、知事が特別な理由があると認める場合は、利用料金を減免することができる

こととする
※「知事が特別な理由があると認める場合」の運用について

道が主催、又は、道と他の団体との共催で事業を行う場合で次の視点から減免が妥当と認められるもの。
ただし、適用にあたっては、事前に設置者と協議すること。
<視点>
① 本道の活性化やイメージアップにつながるもの
② 本道の観光、生活、文化、芸術の振興を目的とするもの
③ 都市公園の設置目的にかなったもの
④ その他北海道及び道民全体にとって共通の利益享受となるなど公益性を有しているもの

＜参考＞
「庁舎及び敷地内で開催される各種イベント事業等に係る使用許可の取り扱いについて」
（平成17年10月３日付け管財第875号（総務部管財課長）通知）（抜粋）
(２) 使用許可を必要としない場合

道が主催、又は、道と他の団体との共催で事業を行うとき。共催で事業を実施する場合は、道の事務事
業の内容及び共催者との役割分担が明確になっていること。

(2)北方民族博物館
◆条例上限額

別表第１（第１２条関係）
展示する資料を観覧する場合
ア 常設展示の場合

区 分 利用料金の上限額(10名以上の団体)
１ 高等学校の生徒、大学の学生及びこれらに準ずる者 １人につき 330円(270円)
２ １以外の者(学齢に達しない者、小学校の児童、中 １人につき 960円(780円)

学校の生徒及びこれらに準ずる者を除く。）

イ 特別展示の場合
区 分 利用料金の上限額

１ 小学校の児童、中学校の生徒及びこれらに準ずる者 １人につき 150円( 90円)
２ 高等学校の生徒、大学の学生及びこれらに準ずる者 １人につき 330円(270円)
３ １及び２以外の者(学齢に達しないものを除く。) １人につき 960円(780円)

◆利用料金承認額（令和３年３月24日承認）
〔受託者の名称〕

一般財団法人 北方文化振興協会
〔利用料金の額〕

区 分
利用料金の額

個 人 10名以上の団体
１ 高等学校の生徒、大学の学生及びこれらに準ずる者 200円 160円

常 ２ １のうち指定管理者が発行する割引券又はこれに相当す
160円 -

設 る割引券等を提示した者及び特別展示を観覧する者
展 ３ １以外の者（学齢に達しない者、小学校の児童、中学校

550円 440円
示 の生徒及びこれらに準ずる者を除く。）

４ ３のうち指定管理者が発行する割引券又はこれに相当す 500円 -
る割引券等を提示した者及び特別展示を観覧する者
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特 １ 小学校の児童、中学校の生徒及びこれらに準ずる者 0円 0円
別 ２ 高等学校の生徒、大学の学生及びこれらに準ずる者 200円 160円
展 ３ ２のうち常設展示を観覧する者 160円 -
示 ４ １及び２以外の者（学齢に達しない者を除く。） 450円 300円

５ ４のうち６５歳以上の者及び常設展示を観覧する者 300円 -

◆利用料金の減免基準及び運用
北海道立北方民族博物館利用規則第８条(抜粋)

（利用料金の減免の基準）
第８条 条例第12条第７項に規定する基準は、次のとおりとする。
(1) 次に掲げる者が博物館における常設展示を観覧する場合に、利用料金を免除できることとする。

ア 教育課程に基づく教育活動の一環として観覧する高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下同じ。）の
生徒及びこれに準ずる者並びにその引率者
イ 土曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第２条に定める子どもの日及び文化の日に観
覧する高等学校の生徒及びこれに準ずる者
ウ 小学校（義務教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）の児童又は中学校（義務教育学校の後期課程及び中等
教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）の生徒を引率する校長又は教員

エ 特別支援学校の児童又は生徒の引率者
オ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設に入所し、又は通園している少年
及びその引率者
カ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定による身体障害者手帳の交付を受けている者
及びその引率者

キ 生活保護法（昭和25年法律第144号）による生活保護を受けている者
ク 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター若しくは障害者職業センターの長又は精神保健
指定医により知的障害者と判定された者及びその引率者
ケ 精神保健福祉センターの長、精神保健指定医又は精神科を標ぼうする医師により精神障害者（知的障害者を
除く。）と判定された者及びその引率者

コ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３に規定する老人福祉施設に入所している者及びその引率者
サ 65歳以上の者
シ その他教育長がアからサまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの

(2) 次に掲げる者が博物館における特別展示を観覧する場合に、利用料金を免除できることとする。
ア 教育課程に基づく教育活動の一環として観覧する小学校の児童並びに中学校及び高等学校の生徒並びにこれ
らに準ずる者並びにその引率者

イ 教育長がアに掲げる者に準ずる者と認めるもの

４ 利用料金収入実績
(1)オホーツク公園

施 設 単位 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
（実績） （実績） （実績） （見込み）

オートキャンプ場 円 24,894,260 27,211,810 18,152,930 24,110,000
施設維持費(宿泊) 円 8,380,835 9,269,060 7,147,720 8,609,000
キャンピングカー 円 1,020,600 1,140,300 940,300 1,083,000
サイト
プライベートサイト 円 1,893,000 2,265,900 1,902,300 2,123,000
フリーテントサイト 円 456,100 555,900 426,200 501,000
Ａロッジ(６人用) 円 7,913,950 8,764,300 4,895,660 7,312,000
Ｂロッジ(４人用) 円 4,651,225 4,624,300 2,538,700 3,992,000
施設維持費(デイ 円 321,500 291,000 183,500 271,000
キャンプ)
デイフリーテント 円 7,650 5,850 17,450 12,000
デイロッジ 円 3,100 6,200 3,200 6,000
洗濯機 円 138,300 159,000 56,100 111,000
乾燥機 円 108,000 130,000 41,800 91,000

パークゴルフ場 823,030 713,250 743,070 600,000
利用料 円 789,130 673,750 718,770 575,000
クラブ貸出料 円 33,900 39,500 24,300 25,000

(2)北方民族博物館

区 分 単位 平成３０年度 平成元年度 令和２年度 令和３年度
（実績） （実績） （実績） （見込み）

常 一般 円 7,450,340 7,183,220 3,953,840 6,495,540
設 高校生・大学生 円 246,160 224,480 176,920 221,080
展

小 計 円 7,696,500 7,407,700 4,130,760 6,716,620
示
特 一 般 円 1,434,600 1,522,650 523,950 1,227,900
別 高校生・大学生 円 75,640 67,840 22,160 55,480
展 小 計 円 1,510,240 1,590,490 546,110 1,283,380
示
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合 計 円 9,206,740 8,998,190 4,676,870 8,000,000

５ 管理運営経費等の推移
(1)オホーツク公園

◆管理運営経費の推移 （千円、人）
H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 主な内訳・数量
（決算） （決算） （決算） （予算）

受益者 利用料金 25,717 27,925 18,896 24,710
負 担 その他 150 1 9 －

道負担
負担金 57,585 57,453 65,702 57,562
修繕費 － 16,445 7,559 33,000 施設更新及び改修

人件費 28,423 30,480 28,420 30,961
維持管理費

光熱水費 6,235 5,793 4,477 6,209
管理運 修繕費 3,068 4,189 2,253 4,370 経年劣化による各施設、施設補修

営経費 事業費 7,202 7,154 6,469 7,576 普及・利用促進・自主企画事業

その他 31,370 32,852 31,689 33,156 ※その他管理運営に係る経費

職員 常勤 4 4 4 4
体制 非常勤・臨時職員 25 24 24 24 繁忙期での最大人数

◆資産の状況 （千円）
資産の種別 建築費・取得費 残存価格 適用（内訳等）

土 地 1,291,000 道有地
建 物 3,569,504 297,811
その他 909,403 工作物、立木竹

◆主な修繕等の実績及び見込み （千円）
年度 負担者 修繕箇所 金額 備 考

H30年度 指定管理者 芝生補修、ロッジ内設備補修 3,068
道 －

R1年度 指定管理者 トイレ棟・炊事等トイレ補 2,442
修、ロッジ内設備補修

道 排水施設、電気設備補修 9,361
R2年度 指定管理者 芝生補修、漏水修繕 2,253

道 給水施設、ロッジ内設備補修 7,559
R3年度 指定管理者 園内区画線、キャンプ場内照 4,370 見込額

明灯修繕
道 － 0

(2)北方民族博物館
◆管理運営経費の推移 （千円、人）

H30年度 R元年度 R２年度 R3年度
主な内訳・数量

（決算） （決算） （決算） （予算）
受益者 利用料金 9,206 8,998 4,676 8,000
負 担 その他 158 202 135 0

道負担 負担金 112,481 113,436 116,039 113,717
修繕費
人件費 35,967 37,475 37,419 39,676
維持管理費 14,642 12,321 11,536 12,101

光熱水費 11,132 9,883 9,626 9,901
管理運 修繕費 3,510 2,438 1,910 2,200 非常用蓄電池設備触媒栓取替工事等

営経費 事業費 11,681 11,964 9,242 10,573
展示事業 5,140 3,436 3,801 3,220 常設展示、特別展示
普及事業 3,647 3,706 2,550 3,445 教育普及事業
資料収集事業 2,894 4,822 2,891 3.908 資料収集

その他 56,734 55,832 56,962 59,367
職員 常勤 8 8 7 8
体制 非常勤・臨時職員 2 3 3 2

◆資産の状況 （千円）
資産の種別 建築費・取得費 残存価格 適用（内訳等）

土 地 - 道有地
建 物 1,408,486 431,133
その他 61,118 6,985 工作物
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◆主な修繕等の実績及び見込み（８月末現在） （千円）
年度 負担者 修繕箇所 金額 備 考

H30年度 指定管理者 屋上配管類塗装工事等 3,510
道 0

R元年度 指定管理者 講堂照明器具取替工事等 2,438
道 ハロンガス消火設備更新工事 28,578

R2年度 指定管理者 地下タンク油面計取替工事等 1,910
道 エントランスホール改修工事 51,227

R3年度 指定管理者 非常用蓄電池設備触媒栓取替工事等 2,200
道 屋外防水等改修工事 70,510

６ 実施事業の概要
(1) オホーツク公園 http://tentland.or.jp/
ア 指定管理業務
(ｱ) 施設の維持管理（警備・清掃・点検・修繕業務等）
(ｲ) 有料施設の利用承認、受付・案内業務
(ｳ) 施設の利用促進（広告、宣伝等ＰＲ）

イ 現指定管理者の自主企画事業（上記指定管理業務に含まない独自事業）
・読み聞かせ会、パークゴルフ大会、ノルディックウォーキング教室 など

(2) 北方民族博物館 http://hoppohm.org/
ア 指定管理業務
(ｱ) 施設の維持管理（施設の保守・警備・衛生管理等）
(ｲ) 有料施設の利用承認、受付・案内業務
(ｳ) 展覧会事業の企画・運営、教育普及事業の実施
(ｴ) 施設の利用促進（広告、宣伝等ＰＲ）
(ｵ) 収集資料の保管・収集・貸出し等

イ 現指定管理者の自主企画事業（上記指定管理業務に含まない独自事業）
・北方民族文化シンポジウム、はくぶつかんまつり等年１回開催

７ 都市公園法第５条及び第６条の規定に基づく設置許可等の状況

〔設置許可〕都市公園法第５条関係
設置を許可した

数 量 許可使用料 許可期間 許可の相手先
公園施設

自動販売機 10台、7.63㎡ 4,578円 ～R4.3.31 道立オホーツク公園管理事務所

〔管理許可〕都市公園法第５条関係
管理を許可した 数 量 許可使用料 許可期間 許可の相手先
公園施設の概要

陶芸 屋内 39.79㎡ 23,874円 ～R4.3.31 道立オホーツク公園管理事務所

〔工作物の占用許可〕都市公園法第６条関係
管理を許可した 数 量 許可使用料 許可期間 許可の相手先
公園施設の概要

マンホール 管路 屋外 2個外 38,098円 ～H34.3.31 東日本電信電話(株)
引上管

送電線 鉄塔 屋外 1本外 48,210円 ～H39.3.31
北海道電力(株)旭川総括電
力センター

アンカー 支線 屋外847.97ｍ外 34,528円 ～R11.3.31 札幌テレビ放送(株)
電柱 支線 電線屋 屋外 69ｍ外 3,890円 ～R10.3.31 北海道電力(株)網走営業所

外

８ 教育財産規則第１０条第１項第１号の規定に基づく使用の状況

〔設置許可〕
設置を許可した施設 数 量 許可使用料 許可期間 許可の相手先
売店 5.0㎡ 160,992円 ～R4.3.31 (一財)北方文化振興協会
自動販売機 １台、1.44㎡ 150,000円 ～R5.3.31 ポッカサッポロ（株））
※自動販売機：子メーターによる使用実績分はその都度算定
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リスク分担表

負担者

段 階 種 類 内 容 道･教育 指 定

委員会 管理者

法令の変更 広く事業者一般を対象とした法令の変更による費
○

共 通 用の増加（収入の減少）、事業の中断等による損害

指定管理業務に直接関わる法令の変更による費用
○

の増加（収入の減少）、事業の中断等による損害

そ の 他 の 制 度 道条例・規則の廃止その他道の行財政運営上の決

変更 定に基づく制度変更等による費用の増加（収入の ○

減少）、事業の中断等による損害

上記のうち、公の施設の廃止その他の指定管理者

制度に直接関わる制度変更等による費用の増加（収 ○

入の減少）、事業の中断等による損害

税制の変更 新税の創設等による費用の増加（利益の減少） ○

上記のうち、指定管理業務の継続に重大な影響を
協議事項

及ぼすもの

物価・金利・ 物価・賃金水準の変動、インフレ・デフレ、金利

為替レートの 変動、為替レートの変動に伴う費用の増加又は利 ○

変動 益の減少

資金調達 資金調達ができなくなったことによる指定管理業
○

務の中断等

事業の中止・ 施設設置の瑕疵や経年劣化による施設の損壊等、

施設の改築・移転、大規模修繕の実施等による事 ○

業の中断による遅延・中止

指定管理者の事業放棄・破綻による事業中止・延
○

期

指定管理業務の開始・継続に要する許認可等が取
○

得・更新されないことによる事業の中止・延期

上記のうち、道及び教育委員会が取得すべき許認
○

可が取得・更新されないことによる事業の中止・

延期

申請コスト 申請コストの負担 ○

申請段階 書類の瑕疵 道及び教育委員会が作成・公表した公募要項等の ○
瑕疵による損害

申請者が作成・提出した申請書類等の瑕疵による
○

損害

準備段階 引継コスト 施設運営の引継コストの負担 ○

管理運営 施 設 の 損 壊 等 通常の使用による施設・設備・外構・備品の損傷
○

段 階 に よ る 修 繕 、 に伴う維持管理・補修費用の増加等

事業の中断 日常的な維持管理の瑕疵に基づく維持管理・補修
○

費用の増加等

天災その他不可抗力による施設、設備の損壊によ
協議事項

る損害、事業の中断等

法令改正により必要となった施設の修繕等に係る

費用の増加、業務の中断等（施設利用者の生命身
○

体の安全確保を目的として施設躯体の改修が必要

となった場合）

上記以外の法令改正により必要となった施設・設
○

備・外構の維持補修

不 可 抗 力 に よ
天災その他不可抗力（新型コロナウイルス感染症 協議事項

る事業の中断
の影響により必要となった対応を含む）による事

業中止等

社 会 経 済 情 勢 利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの誤
○

の変化 りその他の事由による経営不振

利 用 料 金 の 額 指定管理者が利用料金の額を決定・変更したこと
○

の改定 による利用者数・利用料金収入の減少
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北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館

要 求 水 準 書

令和３年（2021年）１０月

北海道建設部まちづくり局都市環境課

北海道教育庁生涯学習推進局文化財・博物館課
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第１ 本書の位置付け
本要求書は、指定管理者が行う業務の細目を定めるとともに、指定管理者に北海道立オホーツク公園（以

下「オホーツク公園」という。）及び北海道立北方民族博物館（以下「北方民族博物館」という。）の管
理を行わせるに当たり、北海道（以下「道」という。）及び北海道教育委員会(以下、｢教育委員会｣とい
う。)が要求する、指定管理者が提供すべき公共サービスの水準等を示すものである。
指定管理者の候補者の審査に当たっては、業務計画書の内容が、次に掲げる要求水準を全て満たすもの

であるかどうかについて審査を行う。
なお、業務計画書の作成に当たっては、要求水準の一つでも満たしていない場合又は要求水準を満たす

ことが確認できない場合は、必須項目審査により選定対象外となることに留意し、業務の細目毎に、業務
の処理方法その他の仕様について明確にするものとする。
指定管理者は、指定期間を通じて、本書に定める要求水準を満たすよう指定管理業務を遂行し、道及び

教育委員会は、指定管理者による業務の遂行状況及び公共サービスの水準が、要求水準を満たしているか
どうかについて、定期に又は随時にモニタリングを行う。
なお、道及び教育委員会は、申請者の提案の内容又は指定期間における指定管理者の業務の遂行状況等

を勘案し、要求水準書の内容について、必要な見直しを行う場合がある。

第２ 業務の細目及び基本方針
指定管理者は、本施設の使命及び目的を踏まえ、次に掲げる管理運営の基本方針等に沿って、効果的か

つ効率的に本業務を遂行するものとする。

１ 使命
(1) オホーツク公園

ゆとりとうるおいのある環境づくりを進め、多様な広域レクリエーション需要の充足を図る。
(2) 北方民族博物館

北海道における教育、学術及び文化の振興を図る。

２ 目的
(1) オホーツク公園
ア 公園を利用した多様な余暇の過ごし方を積極的に提案し、利用促進を図る。
イ 日常的な保守点検・巡回等の業務を適切かつ効率的に実施し、利用者に安全で快適な利用環境を提供す
る。

ウ 地域住民が身近に公園づくりに参加できる機会を拡大し、公園を通じて地域との協働を推進する。
(2) 北方民族博物館
ア 展示及び教育普及事業を実施し、施設の利用促進を図る。
イ 北方文化に関する理解を深めるため、博物館等との連携等により、魅力ある教育普及事業を実施する。
ウ 利用者ニーズの把握により、地域との協働を推進し、サービスの充実を図る。

３ 基本方針等
(1) 基本方針
ア オホーツク公園
ａ 良質な緑地を保全し、道民の憩いの場にふさわしいゆとりとうるおいのある環境を提供する。
ｂ 環境育成型の広域レクリエーション施設として、多様な住民ニーズの充実を図る。

イ 北方民族博物館
ａ 北方地域の諸民族の歴史や文化に関する調査研究に基づいた展示の実施や教育普及事業等の充実及び
資料の収集・保管に努めるとともに、それら資料の情報センターとしての役割を果たす。

ｂ 生涯学習の振興の観点から、家庭、学校、地域など各分野の広範な教育・学習の場としての役割を担
う。

ｃ 学芸員と協働・連携し、本施設の機能を発揮する。

(2) 運営方針
ア オホーツク公園
ａ 利用者が楽しみながら環境に対する認識を深めることができるよう、住民参加型の公園づくりを推進
する。

ｂ 利用者ニーズを踏まえた各種イベントの誘致等を積極的に行い、もって利用促進を図る。
イ 北方民族博物館
ａ 資料に関する専門的・技術的研究及び保管・展示等に関する技術的研究を行い、資料の収集・保管・
展示・閲覧などの事業の充実を図る。

ｂ 北方文化に関する講演会等を開催し、北方文化に関する知識の普及と理解を深めることのできる施設
づくりを推進する。

ｃ 道内外の博物館等と連携・協力を行うとともに、地域の教育文化施設等が行う文化活動を援助し、
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文化の振興を図る。
ｄ 利用者に対し、親切・丁寧を心がけるとともに、利用者の意見や要望を管理運営に反映させる。

(3) 維持管理方針（オホーツク公園、北方民族博物館共通）
ａ 利用者が快適に利用できるよう、適切な維持管理を行う。
ｂ オホーツク公園と北方民族博物館の業務を一体的に管理することにより効率的な管理運営を行う。
ｃ 施設・設備の使用状況を常に把握するとともに、事故防止に努め、安全管理に万全を期す。

４ 管理の目標
指定管理者は、本業務の実施に当たり、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施

行規則（平成16年北海道規則第125号）第10条及び北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関す
る条例の施行に関する教育委員会規則(平成17年北海道教育委員会規則第６号。両規則を併せて以下｢規則｣
という。)第10条の規定に基づき、指定管理者が当該指定期間に管理に係る業務を通じて住民に提供すべき
サービスその他の業務の質の向上に関する目標(以下｢管理の目標｣という。)を達成するため、必要な措置等
を講じるものとする。
なお、知事及び教育委員会は、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例(平成16年

北海道条例第89号。以下｢条例｣という。)第４条の規定により指定管理者候補者の選定を行う際、同条第２
号の基準に基づき申請者の業務計画書の内容が、管理の目標を達成するために適切かつ効果的なものである
かどうかについて審査し、必要な指示等を行うとともに、管理の目標に係る達成状況に関し、定期に公表す
る。
本施設の｢管理の目標｣は、別紙１のとおりである。

５ 業務の細目及び要求水準
指定管理者が行う業務の細目及び要求水準は、次のとおりとする。

◆管理運営の体制
項 目 要 求 水 準

一体管理運営体制の確保 ○オホーツク公園と北方民族博物館の業務を一体的に管理することにより、効果的・効率
的に運営するための体制を整備すること。
(1) 両施設の管理運営業務の総合調整等を行う総括責任者１名を配置すること。
(2) 両施設の運営に支障のないように適切な要員を配置すること。

また、オホーツク公園には管理事務所長を、北方民族博物館には博物館法（昭和26年
法律第285号）に基づき館長をそれぞれ配置すること。

(3) (1)の総括責任者は、一体管理を効果的に行うため、両施設の職員による定期的な会
合を実施すること。

(4) 職員に必要な研修を実施すること。

学芸員との連携 ○教育委員会が配置する学芸員と協働・連携を図るため、協議の場を設けること。

運営委員会の設置 ○北方民族博物館においては、地域住民等で構成する施設運営委員会を設置し、施設運営
の評価・改善を行う。
○評価・改善の結果はホームページで公開する。

◆運営業務
項 目 内 容 要 求 水 準

１ 施設利用に関する業務

(1)利用窓口 ○利用者に対する不当な差別的取扱いをしない。
利用者への接遇 ○案内、各種受付、利用承認等適切か ○利用者窓口に必要人員を配置し、適切かつ丁

つ丁寧な対応を行う。 寧に対応する。
苦情対応 ○苦情等に迅速かつ適切に対応する。 ○障がい者及び高齢者等の利便に配慮する。

○北方民族博物館においては、学芸員 ○外国人向けに展示の解説等に外国語表示を行
と協働・連携を図る。 う。

利用調整 ○施設の利用に関し、利用者との調整 ○利用者の接遇等について、職員研修会を実施
を行う。 する。

(2)利用の承認等 ○利用の承認等に関する事務を適切に ○苦情処理経過を記録するとともに、速やかに
行う。（承認、承認の取消・制限・ 道又は教育委員会に報告する。
停止） ○判断が困難な場合は、速やかに道又は教育委

員会に連絡し、その指示を受けるものとする。
○オホーツク公園においては、備品・用具等の
使用方法の説明や貸出しを行い、回収の都度、
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安全点検を行う。
(3)開園時間等 ○北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「公園条例」という。）及
［オホーツク公園］ び北海道立オホーツク公園管理規則（平成６年北海道規則第70号。以下「管理規則」

という。）に定める公園施設の利用の時間に対応して、門扉等を適切に管理する。
○管理事務所の開所時間は管理棟の供用時間とする。
ただし、利用者対応等の業務がある場合は、必要に応じて随時延長を行う。

２ 利用料金の収受等

(1)規定 ○公園条例第12条の２及び博物館条例 ○利用者に対する不当な差別的取扱いをしない。
第12条の規定に基づき、適正に処理
する。

(2)利用料金の決定 ○指定管理者が知事又は教育委員会の
承認を受けて定める。変更の場合も
同様とする。

(3)利用料金の収受 ○利用料金の収受に関する事務を適切
に行う。（出納簿、現金の管理）

(4)利用料金の還付等 ○利用料金の還付又は減免を適正に行
う。

３ 利用促進業務

(1)広報等 ○地元自治体、住民団体等と連携、協力し、効
広報活動 ○展覧会等のチラシ・ポスター等の作 率的かつ効果的な利用促進策を実施する。

成及び配布等を行う。 ○管理の目標に定める利用促進に関する達成目
インターネットを利 ○施設のホームページで施設 概要、 標を達成する。
用した情報提供 展覧会等の情報提供を行う。

○ＳＮＳを効果的に活用し、展覧会や
各種事業等の情報提供を行う。

(2)施設要覧、年報、事 ○施設要覧、年報、事業案内等の発行
業案内等発行、頒布 及び頒布を行う。

(3)自主企画事業 ○自主企画事業とは、指定管理者が施設の利用者の増加や利便性の向上、管理の目標の
（指定管理者負担） 達成を図ることを目的として、自ら企画し実施する指定管理業務以外の事業をいう。
北方民族博物館 ○各種イベントの企画及び運営に努める。

○実施に当たっては、あらかじめ実施計画書を提出するなど、その内容について教育委
員会と協議する。
○必要に応じ学芸員と協働・連携を図る。

オホーツク公園 ○指定管理者が自主企画事業を実施する場合は、道立公園の設置目的に沿った利用促進
が図られるよう企画誘致及び運営に努める。
※自主企画事業の例示（参考）
①地元自治体や地域住民等と連携・協力し、効率的かつ効果的な利用促進を実施する。
②子育て支援、お年寄りの健康維持、地域の職の掘り起こしなど、地域の課題に向き
合う取組を実施する。
③花づくり、森づくりなど公園の愛着・参加インセンティブが高まり、ボランティア
育成に繋がる取組みを実施する。
④道の施策を後押しする取組を実施する（省エネルギー、リサイクルなど地球温暖化
対策など）。
○年次事業計画書に自主企画事業の実施計画を記載するなど、その内容についてあらか
じめ道の承認を得ること

(4)利用者満足度調査 ○住民サービスに対する利用者の満足 ○利用者のニーズ等をきめ細やかに把握するた
度や、ニーズ等を把握するため、年 め、定性的にデータを取るなどアンケート等
１回以上、アンケート等により調査 の項目や調査手法に工夫をする。
を実施する。 ○利用者の意見、要望を把握し、施設運営に活
○調査結果を道及び教育委員会に報告 用する。
するとともに、ホームページ等で公
表する。
○北方民族博物館においては、必要に
応じ学芸員と協働・連携を図る。

４ 地域住民等との協働

(1)関係団体との情報交 ○北方民族博物館の施設の有効活用について、近隣の自治体及び関係団体と情報交換を
換 行う。

ア 市町村及び市町村教育委員会
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イ 博物館などの社会教育施設
ウ スポーツ団体
エ 地元観光施設や旅行会社、観光バス会社等の観光関連団体
オ ボランティア団体
エ 大学等調査研究機関
○必要に応じ学芸員と協働・連携を図る。

(2)ボランティアの育成 ○オホーツク公園においては、事業補助や施設内外の環境整備等を企画運営する地域住
民等で構成するボランティアを組織する。
○ボランティア等団体の育成に必要な研修を行う。

◆北方民族博物館事業の企画、実施等
項 目 内 容 要 求 水 準

１ 資料の収集、保管、展示及び貸出し ○学芸員と協働・連携を図る。

(1)資料の収集 ○北方文化に関する資料を収集する。 ○収集品の選定を行うため「北海道立北方民族博
○資料の寄託・寄贈を受け、寄贈資料 物館資料収集評価委員会」を諮問機関として設
について、第三者により評価を行う。 置し、寄贈資料の評価及び購入資料の適正な価

格評価等について、指導、助言を受ける。
(2)資料の保管 ○購入、寄贈、寄託及び借入資料の整 ○収集した資料を整理するとともに、資料の材質

理、保管 に適した環境（温度、湿度、照明）を整え、損
傷や汚損、カビや害虫等の危険因子に対する適
切な処置を行う。
○年に１回薫蒸を行う。

(3)資料の特別利用等 ○資料の特別利用、模写品等の使用、 ○資料の特別利用、模写品等の利用申請、貸出し
貸出し については、博物館条例及び利用規則に基づき、

適切に行う。
○利用者に対する不当な差別的取扱いをしない。

２ 資料の展示 ○学芸員と協働・連携を図る。

資料の展示 ○資料の展示に係る企画、決定、実施 ○年間を通して常設展示を行うこと。
○所蔵品を生かした特別展示を年１回以上行うこ
と。
○展示資料を管理するために必要な人員を配置
し、適切かつ丁寧に対応する。
○管理の目標に定める達成目標及び業績指標を達
成すること。

３ 教育普及事業 ○学芸員と協働・連携を図る。

北方文化に関する講演 ○北方地域の諸民族に関する認識と理 ○講演会、講座を開催する。
会、講座等の開催 解を深めるための講演会、講座等を ○教育機関としての機能を十分発揮するため、ワ

企画、決定、実施 ークショップや各種講座などの充実に努める。
○親子参加型の事業を開催する。
○管理の目標に定める達成目標及び業績指標を達
成する。

４ 博物館等との連携・協力 ○学芸員と協働・連携を図る。

(1)教育文化施設との連 ○地域における学校、図書館等の教育 ○地域の教育文化施設、文化団体、学校等と連携
携 又は文化に関する活動支援 し、文化活動を支援する。

(2)博物館等との連携 ○博物館協会などの団体や道内外の博 ○関係団体と広く情報交換を行うとともに、連携
物館等との連携 ・協力し、事業を実施する。

○道内外の博物館などの社会教育施設及び大学等
と連携した調査研究、資料の貸借、講師招聘な
どを行い、相互の情報交換を図るとともに連携
・協力し、事業を実施する。

５ 調査研究に関する補助 ○学芸員と協働・連携を図る。

(1)遺跡調査等補助 ○学芸員が実施する遺跡調査や出土品整理の補助。

(2)調査研究成果の公表 ○学芸員が実施する調査研究の成果を印刷物等の配付や展示等を通じて公表する。



- 5 -

◆維持管理業務
項 目 内 容 要 求 水 準

１ 植物管理業務 対象範囲：①園内の樹木、草花、芝生
(1)樹木管理 ○剪定、刈込、枯損木処理、冬囲い等 ○植物の種類、形状、生育状況等に応じて、剪定、

の必要な育成管理を行う。 刈込、病虫害防除、灌水、芝刈、除草、冬囲い
(2)草花管理 ○灌水、除草等の必要な育成管理を行 等を行い、良好な生育状態を保つ

う。 ○薬剤の使用は必要最小限とし、使用する場合は

(3)芝・草刈 ○公園利用者が快適に利用できるよ 環境及び安全に配慮して選定する。
う、適切な芝、草刈を行う。 ○北海道から花等の提供があった場合には、提供

された花等の育成管理を適正に行う。

２ 施設・設備等管理

(1)法定点検等 ［共通］ ○法令等の定めに従い各種機械設備の点検・運転
○消防用設備保守点検 状況の監視・保守を行い、必要な対応を行う。
○電気設備等保守点検 ○定期点検結果及び整備内容を記録し、管理する。
○自動ドア保守点検 ○法改正等により検査方法や検査回数が変更とな
［オホーツク公園］ った場合については、専門家等に協議し適切に
○水景施設保守点検 対応する。
○給排水施設・ボイラー保守点検
［北方民族博物館］
○空調設備保守点検
○空気調和・給排水衛生設備運転保守
（フィルターの点検・交換）
○冷温水発生器保守点検
○真空温水器保守点検
○冷却塔清掃・点検
○冷媒機器保守点検
○送油系統保守点検
○自動制御装置保守点検
○温水循環ポンプ等保守点検
○地下貯油槽漏洩点検
○別記に掲げる設備等の点検及び必要
と認められる点検等を行う。

(2)施設・設備等の補修 ○施設修繕 ○各部材の劣化、破損、変形等について日常的に
等 点検し、迅速に修理・修繕等（大規模修繕を除

く。）を行い、機能・安全・美観上良好な状態
に保つ。

(3)衛生管理

館内清掃 ○日常清掃(床の掃き・拭き清掃、ト ○利用者が快適に利用できるように、日常清掃・
イレの清掃、汚物・茶殻・ゴミ箱の 定期清掃を適宜に組み合わせて、施設及び敷地
ゴミ等の収集処理、出入口マット清 の美観と衛生を保つ。
掃、トイレットペーパー・石鹸等の
補充、備品等塵除きガラス清掃)
○定期清掃(床洗浄ワックス塗布、カ
ーペットクリーニング、ガラス清掃)
○オホーツク公園は、適宜、水遊び場
の水質管理を行う。

館外清掃 ○敷地内(建物以外)の清掃(サンクン
ガーデン、アプローチの清掃、ゴミ
収集処理)、池内の藻、雑草等の点
検除去を行う。

(4)除雪等業務 ○敷地内の通路及び駐車場等の除雪 ○利用者が安全かつ快適に利用できるように、積
及び排雪（投雪）を行う。 雪時に実施する。

３ 備品等の管理

建物、工作物及び物品 ○業務を処理するための建物、工作物 ○建物、工作物及び供与物品を善良なる管理者の
等の管理 及び供与物品の管理 注意をもって管理する。

○物品購入、廃棄等の異動が生じる場合は、速や
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かに道又は教育委員会に報告する。
４ 安全管理

(1)警備業務

巡視・点検等 ○毎日、両施設内を定期に巡視し、建 ○施設及び敷地の秩序を維持し、事故・災害・犯
物・工作物（展示物含む）の点検を 罪等を未然に防止し、財産の保全を図る。
行う。 ○関係機関と協力して、蜂・カラスの巣等有害駆
○施設の稼働状況を常に把握する方策 除を行う。
を講じる。

夜間・休業日警備 ○門扉開閉
○両施設巡回警備
○センターハウス（夜間は機械警備）
及びセンターロッジの警備
○オートキャンプ場利用期間中の夜間
警備は、有人警備とする。

巡視・点検の記録 ○毎日の巡視・警備の実施状況を日誌
に記録し管理する。

(2)遊具点検 点検にあたっては、「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」（改訂第２版）
（平成２６年６月国土交通省）及び「遊具の安全に関する基準（JPFA-SP-S：2014）（平
成２６年６月一般社団法人日本公園施設業協会）を参考に日常点検、定期点検、必要
に応じて精密点検を適切に行うこと。
○オホーツク公園の遊具を毎日点検す ○毎朝使用開始前及び定期巡回時に職員による目
る。 視、触診等による点検を行い、遊具施設の安全
○専門点検の計画を策定し実施する。 性を確認し、必要な修繕・調整を行う。

○専門業者による定期点検を年一回以上行う。
○点検結果を点検表に記録し管理する。

◆事故処理等
項 目 要 求 水 準

１ 安全対策

(1)安全対策 ○施設の日常的な安全対策を適切に行う。
○施設の防火管理を徹底するため、防火管理者の指定及び消防計画の作成を行う。
○危機管理マニュアルを作成し、安全管理体制を明確にする。

(2)事故処理 ○施設内での事故発生（事故、盗難、急病人やけが人）時には、直ちに被災者へ必要な
措置を施すとともに、管轄の警察署等関係機関へ連絡・通報するなどの適切な事故処
理を行い、速やかに道又は教育委員会に報告する。
○事故後の安全対策を適切に行い、被害の拡大及び再発を防止する。

(3)連絡体制 ○事前に関係機関も含めた適切な緊急時連絡体制を確立する。
(4)保険加入 ○協定に定める施設賠償責任保険及び第三者賠償責任保険に加入する。

２ 災害時対応

(1)利用者の安全確保 ○災害時には、利用者の誘導等安全確保を万全に行う。
○災害発生時に備え、網走市が定める各種防災計画を踏まえた避難計画の作成、避難訓
練を実施し、利用者の安全確保を万全に行う。

(2)応急措置 ○災害による復旧のうち、枝葉の除去、敷地清掃等の軽微なものについては、指定管理
者がこれを行うものとする。なお、その他の施設の復旧については、道又は教育委員
会と協議の上、対処する。

(3)施設の利用禁止等 ○災害、事故等により施設の利用が不可能と認められる場合、又は、施設の管理上やむ
を得ない場合でかつ緊急を要する場合において、あらかじめ道又は教育委員会の了解
を得ることが困難であるときは、閉館時間の変更、施設の利用禁止、立入禁止区域の
設定、その他必要な措置を講ずる。

(4)道又は教育委員会に ○上記の場合、いずれも速やかに道又は教育委員会に報告するものとする。
対する報告

◆その他
項 目 要 求 水 準

１ 各種報告等

(1)事業報告書等の提出 ○規則第９条の規定に基づき、業務実施状況等について毎年度終了後３０日以内に道及
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び教育委員会に事業報告書を提出する。
○毎月の施設の利用状況及び利用料金についての月例業務報告書を翌月の１０日まで
に、また、四半期業務報告書を７月、１０月、１月、４月の各月１０日までに道及び
教育委員会に提出する。

(2)業務計画書の提出 ○業務計画書を各年度２月末までに道及び教育委員会に提出する。
なお、初年度は協定書締結後速やかに行う。

(3)占用等の進達及び協 ○施設の占用や施設内での映画撮影などの行為及び施設の全部又は一部を独占して使用
議 するような各種イベント等については、道又は教育委員会の許可を必要とする場合が

あるので、このような申請があった場合若しくは申請者から相談があった場合は、道
又は教育委員会と緊密な連絡を図るとともに申請書類を道又は教育委員会へ送付す
る。

(4)その他 ○その他、道又は教育委員会が必要と認めるものについては随時報告する。
２ 指定管理者の名称の表示

○施設が指定管理者により管理運営されていることを示すため、指定管理者名と道及び教育委員会の連絡先を施
設内に表示するとともにパンフレット等にも明示する。

３ その他

○施設の管理運営等に関する課題や要望について、道及び教育委員会との意見交換を適宜行う。
○指定管理者は、ここに定める業務のほか、両施設の業務を円滑に推進するため必要な業務を行うものとする。
○博物館は、教育機関としての継続性を鑑み、運営内容の急激な変化により、利用者に不利益を及ぼさないよう、
指定管理者の引継ぎに際しては、従来の運営内容の適切な引継ぎに配慮する。
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別 記

施 設 保 守 点 検 項 目

◆施設の定期点検 専門家による定期点検・整備を行い、施設の安全性を確保する。
（定期点検結果及び整備内容を記録し、管理する。）

項 目 回 数 等
空気調和・給排水衛生設備運転保守

（フィルターの点検・交換含む）
空調設備保守点検 年１回以上
冷温水発生器保守点検 年１回以上
真空温水器保守点検 年２回以上
冷却塔清掃・点検 年１回以上
冷媒機器保守点検 年１回以上
送油系統保守点検 年１回以上
自動制御装置保守点検 年１回以上
温水循環ポンプ等点検保守 年１回以上
水景施設保守点検 年２回以上
給排水施設・ボイラー保守点検 年２回以上

水槽類設備定期保守

受水槽清掃及び水質検査 年１回以上
環境衛生管理

空気環境測定 年６回以上
水質検査 年３回以上
ねずみ昆虫駆除 年２回以上

電気工作物保守 月次点検月１回以上 年次点検年１回以上

消防用設備保守点検

消火器保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
屋内消火栓設備保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
誘導灯・誘導標識保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
自動火災報知設備保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
非常放送設備保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
連結散水設備保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
防火戸・防火シャッター設備 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
排煙設備保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
ハロゲン化消火設備保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
非常コンセント保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上
自家発電設備保守点検 総合点検年１回以上 機能点検年１回以上

自動扉開閉装置保守点検 年４回以上

地下貯油槽漏洩点検 ３年に１回

建築基準法第12条第２項及び第４項の規定に基づく、建築物、 建築物３年に１回
昇降機以外の建築設備点検 昇降機以外の建築設備年１回
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参考資料

管理運営業務委託に係る仕様のモデル

このモデルは、本施設の維持管理に係る一般的な仕様を例示するものである。

なお、このモデルは、業務計画書の作成に当たり、業務の細目毎に要求水準を満たす処理方法その他の仕様を具体的に提案

するための参考として例示するものであり、教育委員会が指定管理者に対して求める要求水準を必ずしも満たすものではない。

◆ 維持管理業務

項 目 内 容 仕 様

施設設備維持管理業務

(1)保守管理業務 ○空気調和・給排水衛生設備運転保守 ・２４時間人員保守

・有資格者の配置

(１・２級ボイラー技師、危険物取扱者、第３種

冷凍機械主任者、ボイラー整備士、電気工事士)

・温度設定等

常設展示室、特別展示室、収蔵庫、特別収蔵庫

３６５日２４Ｈ一定管理

温度２２～２４℃ 湿度５０～６０％

空調設備保守点検 ・年１回

冷温水発生機保守点検 ・年２回

真空温水機保守点検 ・年１回

冷却塔清掃・点検 ・年１回

冷媒機器保守点検 ・年１回

送油系統保守点検 ・年１回

自動制御装置保守点検 ・年１回

温水循環ポンプ等点検保守 ・年１回

水景施設保守点検 ・年１回

給排水施設・ボイラー保守点検 ・年１回

○水槽類設備定期保守

受水槽清掃及び水質検査 ・年１回

○環境衛生管理

空気環境測定 ・年６回

水質検査 ・年３回

ねずみ昆虫駆除 ・年２回

○電気工作物保守 ・月次点検月１回 年次点検年１回
○消防用設備保守点検

消火器保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

屋内消火栓保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

誘導灯・誘導標識保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

自動火災報知設備保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

非常放送設備保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

連結散水設備保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

防火戸・防火シャッター設備 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

排煙設備保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

ハロゲン化消火設備保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

非常コンセント保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

自家発電設備保守点検 ・総合点検年１回 ・機能点検年１回

○自動扉開閉装置保守点検 ・年４回

○地下貯油槽漏洩点検 ・３年に１回

○建築基準法第12条第２項及び第４項の規 ・建築物３年に１回

定に基づく、建築物、昇降機以外の建築 ・昇降機以外の建築設備年１回

設備点検

(2)衛生管理

館内清掃 ○日常清掃（床の掃き拭き清掃、トイレ清 ○床面拭き掃き掃除
掃、汚物・タバコの吸い殻・茶殻・ゴミ ・来館者の利用部分：毎日（1,867.69㎡）

箱のゴミ等の収集処理、出入口マット清 ・その他の部分：２日に１回（327.12㎡）

掃、トイレットペーパー・石鹸等の補充、 ○トイレ清掃
備品等塵除きガラス清掃） ・日２回以上（60.76㎡）

○定期清掃（床洗浄ワックス塗布等、屋上 ○床表面洗浄（ワックス清掃、カーペットクリ
清掃、ガラス清掃） ーニング
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・来館者の利用部分：年４回以上（1,685.14㎡）
・その他の部分：年２回以上(570.43㎡)

○屋上清掃
・年２回以上（1,935.83㎡）
○内外部ガラス清掃
・館内：年２回（特別展示室年４回）
・館外：年２回（エントランス塔は年１回）

館外清掃 ○敷地内（建物以外）の清掃、アプローチ ・敷地内清掃

の清掃、ゴミ収集処理）、池内の藻、雑草 ・池内の清掃

等の点検除去

(3)芝生等維持管理業務 ○敷地内の樹木・芝生の管理 ・芝生管理

（６月～１１月） ・樹木管理

剪定、刈込、病虫害駆除、施肥、冬囲い等

(4)除雪業務 ○敷地内の通路及び駐車場等の除雪及び排 ・出入口前、駐車場等

雪（１２月～３月）

備品等の管理

建物、工作物及び物品等 ○業務を処理するための建物、工作物及び ・建物、工作物及び供与物品を善良なる管理者の注

の管理 供与物品の管理 意をもって管理する。

修繕業務 ○施設修繕 ・１件１００万円以下の修繕については、負担金の

範囲内で指定管理者において行う。

安全管理

警備業務 ○警備員室常駐（巡視時等は除く。鍵の保 ・２４時間人員警備

管及び受渡し、館の出入者管理等）

○館内巡視及び敷地内巡視（門扉開閉、国

旗道旗掲揚、緊急時対処等）
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要求水準～別紙１

管 理 の 目 標

指定期間 令和４年度から令和８年度まで 施設名
北海道立オホーツク公園
北海道立北方民族博物館

１ 使命
(1) オホーツク公園

ゆとりとうるおいのある環境づくりを進め、多様な広域レクリェーション需要の充足を図る。

(2) 北方民族博物館
北海道における教育、学術及び文化の振興を図る。

２ 目的
(1) オホーツク公園
ア 公園を利用した多様な余暇の過ごし方を積極的に提案し、利用促進を図る。
イ 日常的な保守点検・巡回等の業務を適切かつ効率的に実施し、利用者に安全で快適な利用環境を提供する。
ウ 地域住民が身近に公園づくりに参加できる機会を拡大し、公園を通じて地域との協働を推進する。

(2) 北方民族博物館
ア 展示及び教育普及事業を実施し、施設の利用促進を図る。
イ 北方文化に関する理解を深めるため、博物館等との連携等により、魅力ある教育普及事業を実施する。
ウ 利用者ニーズの把握により、サービスの充実を図る。

３ 達成目標及び業績指標【指定期間を通じて達成すべき成果及び具体的な指標】
(1) 利用促進

指 標 値 評
達成目標及び業績指標 施設 基 準 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 評価基準 価 配点

率
千人 千人 千人 千人 千人 千人 ＋10%以上 1.2

●利用者数 ＋5～10%未満 1.1
162 163.6 165,2 166.9 168.5 170.2 指標値 ±5%未満 1.0 15点

※基準：３カ年実績の平均値 －5～10%未満 0.9
指標値：基準値から１%程度増 公園 －10%以上 0.8

人 人 人 人 人 人 ＋10%以上 1.2
●有料施設入場者数 ＋5～10%未満 1.1

15,200 15,200 15,200 15,200 15,200 15,200 指標値 ±5%未満 1.0 10点
※基準：３カ年実績の平均値 －5～10%未満 0.9
指標値：基準値を維持 －10%以上 0.8

７回以上 1.2
６回 1.1

●特別展示の実施回数 ５回 ５回 ５回 ５回 ５回 ５回 回 数 ５回 1.0 10点
４回 0.9

民博 ３回以下 0.8
人 人 人 人 人 人 ＋10%以上 1.2

●常設展示、特別展示の観覧 ＋5～10%未満 1.1
者数 21,000 21,400 21,800 22,200 22,600 23,000 指標値 ±5%未満 1.0 10点

※基準：R2実績の百位切捨 －5～10%未満 0.9
指標値：R８に基準の10％増 －10%以上 0.8

(2) 安全かつ快適な利用環境の提供
指 標 値 評

達成目標及び業績指標 施設 基 準
Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

評価基準 価 配点
率

０回 1.2
１回 1.1

●事故発生件数 公園 ０回 ０回 ０回 ０回 ０回 ０回 回 数 ２回 1.0 20点
３回 0.5
４回以上 0
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(3) 魅力ある教育普及事業の実施状況
指 標 値 評

達成目標及び業績指標 施設 基 準 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 評価基準 価 配点
率

●北方文化に関する教育普及 人 人 人 人 人 ＋10%以上 1.2
事業の参加者数 ＋5～10%未満 1.1

1,800 1,900 2,000 2,200 2,400 2,600 指標値 ±5%未満 1.0 20点
※基準：R2実績の百位切捨 －5～10%未満 0.9
指標値：基準(前年度指標) 民博 －10%以上 0.8

の10％増
20回以上 1.2
15回～19回 1.1

●博物館等との連携・協力事 10回 10回 10回 10回 10回 10回 回 数 10回～14回 1.0 15点
業の実施 5回～ 9回 0.9

4回以下 0.8

(4) サービスの充実
指 標 値 評

達成目標及び業績指標 施設 基 準 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 評価基準 価 配点
率

●利用者満足度の向上 90%以上 1.2
85～90%未満 1.1 各

・指定管理業務に関する満足 80％ 80％ 80％ 80％ 80％ 80％ 指標値 80～85%未満 1.0 40点
度調査で満足、おおむね満 75～80%未満 0.9
足と回答した利用者の割合 共通 75%以下 0.8

４回以上 1.2
３回 1.1 各

●職員の資質向上を図る研修 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 回 数 ２回 1.0 5点
の実施 １回 0.5

未実施 0

(5) 住民等との協働推進【住民と行政との協働環境づくり、住民参加を進める】
指 標 値 評

達成目標及び業績指標 施設 基 準 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 評価基準 価 配点
率

人 人 人 人 人 ＋10%以上 1.2
＋5～10%未満 1.1

●年間ボランティア参加者数 公園 600 600 600 600 600 600 指標値 ±5%未満 1.0 10点
－5～10%未満 0.9
－10%以上 0.8

評価点合計 評 価

オホーツク公園

北方民族博物館

４ 参考業績指標
【指定期間を通じて、指定管理者が自主的に実施する業績指標とし、目標達成度をはかるものではなく、管理の指標
を補完するための参考である】

指 標 値 評
業績指標 施設 基準 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 評価基準 価 配点

率

●公園の利用促進のための 公園 30事業 30事業 30事業 30事業 30事業 30事業 － － －
自主企画事業
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１ 「評価点合計」及び「評価」
大項目ごとの評価点の合計数値によりランク分けし、ＡＡＡ～Ｃにより評価

評価点の合計 評価 考 え 方

115点以上 ＡＡＡ 非常に適切な管理運営である。

105～115点未満 ＡＡ 十分に達成水準を満たしている。

95～105点未満 Ａ 達成水準を満たしている。

85～ 95点未満 Ｂ 達成水準を満たしていない。
目標達成への課題や取組について検証を行い、取組の見直し等を要する。

業績が著しく不良であり、教育委員会が改善指示を行う。
85点未満 Ｃ 指示等を行ってもなお、改善されない場合は、業務の全部又は一部の停止

若しくは指定の取消しを行う。

２ 調整点
目標設定時点では到底予測できなかった特殊事情のため、目標達成できなかった場合に限り、評価点を調整して

加点を行う。
調整点は、不測の事態等により目標値に対する達成率が著しく低い場合に加点することとし、総合評価段階で総

点数の一割程度を加点する。
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別添４

北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館指定管理者候補者決定基準

Ⅰ 申請資格等（申請の形式的要件）審査
(1) 申請資格

申請日において、次に掲げる申請資格を有しないものは、失格とする。
なお、確認基準日は、当該申請のあった日とする。

ア 北海道内に事業所又は事務所を有する法人その他の団体であること
イ 道立施設の管理を目的として基本財産又は資本金等に出資又は出捐を受けていないこと

(2) 欠格事項
次に掲げる欠格事項（北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則

（平成16年北海道規則第125号。以下「指定手続条例施行規則」という。）第５条各号に定めるも
のをいう。以下同じ。）に該当するものは、欠格とする。
なお、確認基準日は、申請期間終了後、選定委員会において申請資格等審査（申請の形式的

な要件に係る審査）を行う日とする。

＜指定手続条例施行規則＞
（欠格事項）
第５条 知事は、条例第４条に規定する申請者が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該申請者を指
定管理者の候補者として選定し、又は指定管理者として指定してはならない。
(1) 当該団体の責めに帰すべき事由により道又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、
その取消しの日から４年を経過しない団体

(2) 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに該当する者
がある団体
ア 公の施設の管理を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しない者
イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
ウ 道における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得るた
めに連合した者

(3) 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人
(4) 次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にある法人
ア 道の知事
イ 道議会の議員

※ なお、「北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の施行に関する教育委員会規則」
においては、上記条項の内、「知事」を「教育委員会」とし(4)に「ウ 教育委員会の委員」の項が加わっ
ています。

(3) 負担金限度額
道及び教育委員会が、指定期間における本施設の指定管理業務に係る費用を負担するため、指

定管理者に支払う負担金の限度額は下表のとおりとし、申請書に添付する収支計画書において、
道及び教育委員会が支払う負担金収入の総額が、記載されていない場合、又は各施設の負担金の
限度額を超えている場合は、失格とする。

施設名 設置者 指定管理期間 負担金の限度額(円)
北海道立オホーツク公園 道 ５年(Ｒ４～８） ３１０，１４５，０００
北海道立北方民族博物館 教育委員会 ５年(Ｒ４～８) ５６８，３９５，０００

合 計 ８７８，５４０，０００

(4) その他の形式的要件
申請日において、次のいずれかに該当する場合は、失格とする。

ア 申請者が本施設について複数の申請をしている場合
① 単独で申請した団体が、他のコンソーシアムの構成団体として申請した場合
② コンソーシアムとして申請した構成団体が、単独で、又は他のコンソーシアムの構成員と
して申請した場合

イ 申請書類が、次に掲げる要件のいずれかに該当する場合
① 本公募要項に定める申請期間、提出先及び提出方法に適合していないもの
② 記載事項に不備があるもの
ａ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合していないもの
ｂ 記載すべき事項の一部が記載されていないもの
ｃ 虚偽の内容が記載されていることが判明したもの

Ⅱ 選定基準及び審査の項目
(1) 選定基準
ア 最適な候補者の選定は、次に掲げる選定基準（北海道公の施設に係る指定管理者の指定手続
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等に関する条例（平成16年北海道条例第89号。以下「指定手続条例」という。）第４条第１号
から第４号までに規定するもの及び同条第５号の規定に基づき選定委員会の審議を経て定める
ものをいう。以下同じ。）に基づき、総合的な審査を実施して決定する。

＜指定手続条例＞
（選定）
第４条 知事等は、前条の規定による申請があったときは、当該団体（申請資格を有するものに限る。
以下「申請者」という。）について、次に掲げる選定の基準に照らして総合的に審査し、最も適当と認
める団体を指定管理者の候補者として選定するものとする。
(1) 正当な理由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民が施設を利
用することについて不当な差別的取扱いをしないものであること。
(2) 業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。
(3) 業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること。
(4) 収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。
(5) 前各号に掲げるもののほか、知事等が施設の性質又は目的に応じて定める基準

イ 本施設の性質又は目的に応じて定める基準
指定手続条例第４条第５号の規定に基づき、本施設の性質又は目的に応じて定める選定基準
は、次のとおりとする。

【オホーツク公園】

◆道民の健康増進、文化の振興及び余暇需要の充足が図られるものであること。

【北方民族博物館】

◆博物館としての必要な事業が実施され、北方文化の普及・振興が図られるものであること。

(2) 審査項目
指定手続条例施行規則第４条の規定に基づき、選定基準ごとに定める具体的な審査の項目（以

下「審査項目」という。）は、Ⅲ(2)の必須項目審査及び(3)の加点項目審査に係る審査項目の２
種類とする。

Ⅲ 審査及び選定の方法
(1) 申請資格等審査

表１に掲げる申請資格等審査項目に掲げる要件を満たしているかどうかについて審査し、一つ
でも満たしていない項目があるときは、失格とする。

(2) 必須項目審査
申請の形式上の要件に適合していると判断した申請者を対象として、申請書類の内容が、選定

基準の適合状況を審査するに必要かつ十分な記載があること及び選定基準に適合しているか否か
について、表２に示す必須項目ごとに審査し、一つでも満たしていない項目があるときは、選定
対象外とする。

(3) 加点項目審査
ア 審査項目・得点化

申請書類に記載された内容について、表３に示す加点項目ごとに、イに示す評価方法により
審査し、同表に示す配点に応じて得点化する。
なお、加点項目審査において審査する項目及び配点については、道及び教育委員会が本事

業に対して申請者の創意工夫の発揮を期待する度合いを勘案して設定したものである。

イ 評価方法
可能な限り客観的に評価するため、各評価事項について、別記「加点審査項目に係る評価

の視点」に基づき審査し、表４（評価方法）に示す方法により得点を付与するものとする。
なお、得点化の際に生じた端数については、小数点以下第３位を四捨五入し、小数点第２位

までを有効数値とする。

(4) 最適な候補者の選定
選定委員会において、加点項目審査の結果に基づく順位付けを行った上で、選定委員会運営要

領第５条に定める方法により、最適な候補者を決定し、教育長に報告する。
当該報告を受けた教育長は、その内容を知事に報告する。
知事及び教育委員会は、選定委員会の報告を踏まえて最適な候補者を選定する。
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＜参考＞
指定管理者候補者決定までの事務の流れ

申 請 書 類 の 受 付

所管課

申請資格等（形式的要件）事前審査 ↓

事務局

（申請資格等審査結果報告）

指定管理者候補者選定委員会

申請資格等審査(表１)

申請資格を有していない

欠格事項に該当する

複数の申請をしている 失

負担金上限額超過

申請期間外の申請 格

記載事項・添付書類不備

必須項目審査(表２) 選

必須項目を満たさない場合

定

加点項目審査(表３)

対

総合評価値の算定

第２順位以下の場合 象

最適な候補者の決定 外

（報 告）

知事及び教育委員会による指定管理者候補者の選定
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【表１】申請資格等（形式的要件）審査に係る審査項目

申請資格等（形式的要件）審査項目

① 申請資格を有していること

② 欠格事項に該当しないこと

③ 複数の申請をしていないこと

④ 収支計画書に記載された負担金の総額が、公募要項に記載した上限額以下であること

⑤ 申請書類が申請期間内に持参又は郵送により所定の提出先に提出されていること

※注１

⑥ 申請書類の記載事項に不備がないこと

申 請 資 格
ｺﾝｿｰｼｱﾑ

単 体
（構成員）

説 明

団体であること 法人であるかどうかは問わない。 ○ ○

ア
北海道内に事業所又は事 本店や主たる営業所に限定しない。

○
○

務所を有すること ※注２

道立施設の管理を目的と 出資又は出捐金相当額を返戻している場合は、この

イ
して、道から基本財産又 限りではない

○ ○
は資本金等に出資又は出

捐を受けていないこと

ｺﾝｿｰｼｱﾑ
欠 格 事 項 単 体

（構成員）

ア
団体の責めに帰すべき事由により道又は他の地方公共団体から指定管理者の指定

○ ○
を取り消され、その取消しの日から４年を経過しない団体

団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれ

かに該当する者がある団体

イ
① 公の施設の管理を行うために必要な契約等を締結する能力を有しない者

○ ○
② 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

③ 道及び教育委員会における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公正な

手続を妨げた者又は不正の利益を得るために連合した者

ウ 破産宣告を受けた法人又は清算法人 ○ ○

次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位に

エ
ある法人

ａ）道の知事 ○ ○

ｂ）道議会の議員

ｃ）教育委員会の委員

※注１ 申請書類の補正等を求める場合は、申請期間内に、期間を定めて行います。

注２ コンソーシアムの場合については、コンソーシアムのすべての構成員が申請資格を有し、欠格事項に

該当しないこととします。
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【表２】必須項目審査に係る審査項目

選 定 基 準 必 須 審 査 項 目
適合状況 ※

（主な審査資料）

① 正当な事由がない限り住民 【平等利用の確保】
が施設を利用することを拒ま ａ）利用の承認及び利用料金の額その他の利用条 (業務計画書)
ないものであること及び住民 件が、住民の利用を不当に拒否し、又は制限す
が施設を利用することについ るものでないこと
て不当な差別的取扱いをしな
いものであること

② 業務計画書の内容が、施設 【法令等の遵守】
の効用を最大限に発揮させる ａ）関係法令及び設置条例等の趣旨及び規定に違 (業務計画書)
ものであること 反していないこと

【要求水準の充足】
ｂ）業務の細目毎に要求水準を満たしていること
が確認できること

ｃ）利用者数等の見込みが、管理の目標に定める
水準を満たしていること

【安全確保等】
ｄ）施設全体に関する事故防止策を定めているこ
と

ｅ）利用者の安全確保のための定期的な巡回指導
及び点検等が行われること

【道全体として取り組むべき課題への対応】
ｆ）道の事務・事業に関する実行計画に掲げる「目
標達成に向けた具体的な取組」の１～９に示さ
れている温室効果ガス排出削減に向けた取組が
確認できること

ｇ）ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した利用者の
利便性向上のための取組が確認できること

③ 業務計画書に沿った管理を 【維持管理業務実施体制の確立】
安定して行う人員、資産その ａ）責任と役割の分担、消防、警察、病院等関係 (業務計画書)
他の能力を有していること 機関との緊急時の連絡体制を整備していること

ｂ）要求水準に定める管理に必要な人員数を充た
していること

【資産及び財務の状況】
ｃ）過去２年間に著しい資産の減少又は収支の悪 (財務関係資料)
化が認められないこと

ｄ）道税、消費税及び地方消費税の滞納がないこ (納税証明書)
と

【法令遵守能力等】
ｅ）団体の目的等が、公序良俗に反しないもので (定款・誓約書等)
あること

ｆ）役員（法人でない団体にあっては、代表者） (誓約書等)
等に禁固刑以上の刑に処せられ、その執行を終
えていないものがいないこと

ｇ）団体又は役員等が「暴力団員による不当な行 (役員名簿、誓約書等)
為の防止に関する法律（平成３年法律第77号）」
第２条第２号に規定する暴力団及びその利益と
なる活動を行うもの、又は同法第２条第６号の
暴力団員に該当しないこと

ｈ）社会保険等の届出義務を履行していること (社会保険等届出義務
履行証明書等)

④ 収支計画書の内容が、施設 【収支計画の妥当性】
の管理経費の縮減が図られる ａ）業務計画と収支計画が整合していること 業務計画書
ものであること 収支計画書

ｂ）各種発生費用が市場価格と極端に乖離してい
ないこと

ｃ）年度ごとの極端なキャッシュフロー変動や資
金不足がないこと

⑤ 前各号に掲げるもののほか、ａ）各施設の設置目的を具現化する事業等の提案 業務計画書
道及び教育委員会が施設の性 があること 収支計画書
質又は目的に応じて定める基 ｂ）一体管理運営体制の確保がされていること
準
ア オホーツク公園 ｃ）北方民族博物館においては、館長が配置され
道民の健康増進、文化の振興及び余暇 ていること
需要の充足が図られるものであること ｄ）北方民族博物館においては、学芸員との協議
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イ 北方民族博物館 の場を設けていること
博物館としての必要な事業が実施さ ｅ）北方民族博物館においては、施設運営の評価
れ、北方文化の普及・振興が図られる ・改善を行うための「施設運営委員会」が設置
ものであること されていること

※ 申請書類で確認できない事項については、ヒアリング等を実施して確認します。
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【表３】加点項目審査に係る審査項目及び配点表

審 査 項 目 配 点

１ 正当な事由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民が ( ５点)

施設を利用することについて不当な差別的取扱いをしない。

① 施設の利用に当たり、利用者の平等利用を確保できること ５点

２ 業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること (３０点)

※ 一体管理による効果を示すことについても留意すること

① 利用促進の方策が有効かつ実効性のあるものであること １０点

条

例 ② 利用者の利便が図られ、質の高いサービスの提供が期待できること ５点

第

四 ③ 地域住民等との協働の効果を活かした施設づくりが期待できること ５点

条

関 ④ 自主企画事業の提案が、施設の効率的・効果的な管理運営に有効かつ実効性のあるも １０点

係 のであること

（

一 ３ 業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること (１０点)

号 ※ 一体管理による効果を示すことについても留意すること

か

ら ① 業務遂行に必要な人員の配置及び技術・能力の育成等に関する計画等が適切であり、 ５点

四 業務を安定して行う実施体制が確立されていること

号

）

② 業務処理を安定して行うために必要な知識、経験、ノウハウ等を有しており、業務運 ５点

営に活かすことが期待できること

４ 収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること (３５点)

※ 一体管理による効果を示すことについても留意すること

① 道及び教育委員会が支払う管理費用の総額が安価であること ２５点

② 収支計画書の内容が適切であり、環境に配慮した維持管理コストの縮減方策が適切で １０点

あること

５ 各施設の設置目的を具現化する事業等の提案があること (２０点)

第 ① オホーツク公園

四 道民の健康増進、文化の振興及び余暇需要の充足が図られるものであること １０点

条

第 ② 北方民族博物館

五 博物館としての必要な事業が実施され、北方文化の普及・振興が図られるものである １０点

号 こと

・北方文化に関する資料の収集、保管、展示等が適切に行われること

・北方文化に関する教育普及事業が効果的に行われること

・道内外の博物館等との連携・協力等の効果を活かした施設づくりが期待できること

合 計 １００点
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【表４】評価方法

加点項目に係る提案内容評価の意味合い（判断基準） 評価レベル 得点化方法

○ 提案内容が、当該評価項目についての十分な理解・認識に基づい

定 ていて非常に的確である。 Ａ 配点×1.00

性 ○ 提案内容が、有効性、合理性、具体性、斬新性、実現性の点で非

的 常に優れている。

評 ○ 提案内容が、当該評価項目についての十分な理解・ 認識に基づい

価 ていて的確である。 Ｂ 配点×0.75

項 ○ 提案内容が、有効性、合理性、具体性、斬新性、実現性の点で優

目 れている。

に ○ 提案内容が、当該評価項目についての十分な理解・認識に基づい

対 ていて、おおむね的確である。 Ｃ 配点×0.50

す ○ 提案内容が、有効性、合理性、具体性、斬新性、実現性の点でお

る おむね水準を満たしている。

五 ○ 提案内容に当該評価項目についての理解・認識は認められる。

段 ○ 提案内容の有効性、合理性、具体性、斬新性、実現性は、あまり Ｄ 配点×0.25

階 認められない。

評 ○ 評価項目についての理解・認識がなく、提案内容が加点水準まで

価 達していない。 Ｅ 配点×0.00

○ 提案内容に、加点水準までの有効性、合理性、具体性、斬新性、

実現性が認められない。

○ 申請者中、収支計画書の「道及び教育委員会が支払う管理費用の総額（総支出額から利用料金収

価 入を差し引いた額（５ケ年の総額））」が予定価格の範囲内で最低額の者を１位とし、配点を満度に

格 付与する。他の申請者の得点は、以下の「最低入札価格除算方式」により算出する。

に ＜算出例＞

対 申請者Ａ ：道及び教育委員会が支払う管理費用総額 50,000千円（最低価格１番札）

す 得点→25点×1.00＝25点

る 申請者Ｂ ：道及び教育委員会が支払う管理費用総額 55,600千円（２番札）

評 得点→25点×50,000千円／55,600千円

価 ＝22.482点≒22.48点（小数点以下第３位四捨五入）
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別 記
加点審査項目に係る評価の視点

得点化に当たっては、各審査項目ごとに、次に示す「評価事項の視点」に基づき審査を行う。
ただし、３の①の「管理費総額」に関する評価事項については、表４「評価方法」中、「最低入札

価格除算方式」による。

【評価事項の視点】
１ 正当な事由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民が施設を
利用することについて、不当な差別的取り扱いをしないものであること ５点
① 施設の利用に当たり、利用者の平等利用を確保できること〔配点 ５点〕
《評価事項》
ａ 特定の個人、団体を優先することにならない。
ｂ 利用承認や利用料金の設定に不当な利用拒否又は不平等な取り扱いが行われる恐れがない。
ｃ 平等利用を確保するための具体的手法が盛り込まれている。

２ 業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること ３０点
① 利用促進の方策が有効かつ実効性のあるものであること 〔配点１０点〕
《評価事項》
ａ 管理の目標を達成するための具体的かつ効果的な方策が提案されている。
ｂ 利用促進事業の計画が、季節、時期、地域イベントの開催状況等を考慮して効果的に策定され

ている。
ｃ 利用料金の設定額が妥当であり、利用者にとって利用しやすく、安定的な増収が期待できるもの
である。

ｄ インターネットの活用、地域団体への働きかけなど、利用促進に係る多様な手法を組み合わせた
提案内容である。

ｅ 道の事務・事業に関する実行計画に掲げる「目標達成に向けた具体的な取組」以外の温室効果ガ
スの排出抑制に向けた自主的な取組が提案されている。

ｆ 利用者の利便性向上のため、施設利用に係る申請などの手続きについてオンライン化やキャッシ
ュレス決済の導入などが予定（実施）されている。。

ｇ その他、収入増加に関する優れた提案がなされている。

② 利用者の利便が図られ、質の高いサービスの提供が期待できること〔配点 ５点〕
《評価事項》
ａ 利用者ニーズを的確に把握し、管理運営に反映させる提案がなされている。
ｂ インターネットを効果的に活用するなど、情報提供サービス（施設内容、行事内容等）が充実し
ている。

ｃ 幼児、障がい者、高齢者等への配慮に関する提案がなされている。
ｄ パンフレットの外国語表示など、外国人への配慮に関する提案がなされている。
ｅ その他、利用者へのサービス提供の配慮について優れた提案がなされている。

③ 地域住民等との協働の効果を活かした施設づくりが期待できること 〔配点 ５点〕
《評価事項》
ａ 簡素で効率的な管理運営につながる協働事業が提案されている。
ｂ 参加インセンティブが高まる協働事業が提案されている。
ｃ ボランティア等が組織化されるなど、地域住民等の参画を得られる提案がなされている。
ｄ その他、利用者やボランティアとの協働による優れた提案がなされている。

④ 自主企画事業の提案が、施設の効率的・効果的な管理運営に有効かつ実効性のあるものであ
ること 〔配点１０点〕

《評価事項》
ａ 利用促進に向けた、施設の魅力が最大限に生かされる事業の提案がなされている。
ｂ 提案内容を実施することにより、地域に親しまれる道立施設としての効果が期待できる。

３ 業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること １０点
① 業務遂行に必要な人員の配置及び技術・能力の育成等に関する計画等が適切であり、業務を安定し
て行う実施体制が確立されていること 〔配点 ５点〕

《評価事項》
ａ 利用者の安全確保、充実したサービス、緊急時に適切な対応ができる組織体制である。
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ｂ 業務の内容に応じ、専門的な知識・経験等を有する職員を配置できる。
ｃ 業務遂行に係る意思決定を迅速に行える組織体制であり、責任の所在と役割の分担が明確である。
ｄ 職員の資質向上を図るための定期的な研修等の実施が計画されている。

② 業務処理を安定して行うために必要な知識、経験、ノウハウ等を有しており、業務運営に
活かすことが期待できること 〔配点 ５点〕

《評価事項》
ａ 団体の財務諸表等により、業務を安定して行うための十分な資金が確認できる。
ｂ 類似施設の管理運営実績が複数年あり、業務の経験を生かすことが期待できる。
ｃ 施設・設備等保守業務の実績が複数年あり、業務の経験を生かすことが期待できる。
ｄ その他、業務処理を安定して行うための優れた提案がなされている。
※実績については、業務内容に類似性が認められるものも評価の対象とする。

４ 収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。 ３５点
① 道及び教育委員会が支払う管理費用の総額が安価であること。〔配点２５点〕
《評価事項》
ａ 道及び教育委員会が支払う管理費用の総額（総支出額から利用料金収入を差し引いた額）が、
より安価なものである。

② 収支計画書の内容が適切であり、環境に配慮した維持管理コストの縮減方策が適切であるこ
と 〔配点１０点〕

《評価事項》
ａ 管理運営に係る具体的なコスト縮減に配慮し、業務処理を安定して行うための無理のない収支
計画である。

ｂ 生活環境保全、ゴミの減量化、その他公衆衛生の向上に関する方針が示されている。
ｃ 光熱水費等の節約及び効率的な執行に関する提案がなされている。
ｄ 人件費、労務費の縮減に関する有効な提案がなされている。
ｅ 省エネ、リサイクル等環境に対する配慮について提案がなされている。
ｆ その他、コスト縮減に優れた提案がなされている。

５ 各施設の設置目的を具現化する事業等の提案があること ２０点
① オホーツク公園
道民の健康増進、文化の振興及び余暇需要の充足が図られるものであること 〔配点１０点〕

《評価事項》
・一年を通じ、季節に応じた特色ある事業提案がなされている。
・公園が、外国人観光を含め、地域の観光拠点となるような事業提案がなされている。
・利用者ニーズを踏まえた、各種イベントの誘致に関する方策が盛り込まれている。
② 北方民族博物館
《評価事項》
設置目的に沿った展示及び教育普及事業の実施など、管理の目標を達成するための具体的かつ効果
的な方策が提案されている。 〔配点１０点〕
・北方文化に関する資料の収集、保管、展示等が適切に行われること
《評価事項》
ａ 管理の目標を達成するための具体的かつ効果的な方策が提案されている。

・北方文化に関する教育普及事業が効果的に行われること
《評価事項》
ａ 管理の目標を達成するための具体的かつ効果的な方策が提案されている。
ｂ 北方文化に関する教育普及事業等の計画が、具体的かつ効果的なものである。

・道内外の博物館等との連携・協力等の効果を活かした施設づくりが期待できること
《評価事項》
ａ 道内外の博物館等との連携・協力等による施設の活性化のための具体的かつ効果的な方策が提
案されている。

ｂ 地域の教育文化施設、文化団体等と連携し、北方文化に関する活動への援助の具体的かつ効果
的な方策が提案されている。



別添５

北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館の
管理に関する協定書（案）

本協定書（案）は、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成16年北海道条例第89号）第８条の規定に基づき、道及び教育委員会と指定管理者が締結

する協定の案を示すものである。

なお、実際の協定は、指定管理者の指定後、本協定書（案）に基づき、道及び教育委員

会と指定管理者との対等な協議を経て締結する。

令和３年（2021年）１０月
北海道建設部まちづくり局都市環境課

北海道教育庁生涯学習推進局文化財・博物館課
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前 文

北海道（以下「甲」という。）と北海道教育委員会（以下「乙」という。）は、北

海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号。以下「公園条例」という。）第２

条及び北海道立博物館条例（平成２年北海道条例第５号。以下「博物館条例」とい

う。）第４条の規定に基づき、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）

第244条の２第３項に規定する指定管理者に北海道立オホーツク公園（以下「オホー

ツク公園」という。）及び北海道立北方民族博物館（以下「北方民族博物館」という。）

（両施設を併せて以下「本施設」という。）の管理を行わせるため、北海道公の施設

に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成16年北海道条例第89号。以下

「指定手続条例」という。）に定める指定の手続を実施し、○○○○○○（以下「丙」

という。）を本施設の指定管理者に指定した。

甲、乙及び丙は、本施設の管理に関して、オホーツク公園にあっては、令和○年

（202 ）○月○日付け○○第○号指令、北方民族博物館にあっては、令和○年（20

2 ）○月○日付け○○第○号指令、本協定及び北海道立オホーツク公園・北海道立

北方民族博物館指定管理者公募要項（以下「公募要項」という。）に定める事項に従

い丙が本施設を管理することを確認し、指定手続条例第８条の規定に基づき、次の

とおり合意し、本協定を締結する。

第１章 総則

（目的及び解釈）

第１条 本協定は、甲、乙及び丙が相互に協力し、本施設を適正かつ円滑に管理す

るために必要な事項を定めることを目的とする。

２ 本協定において用いられる語句は、本文中において特に明示されているものを

除き、別記１において定められた意味を有するものとする。

（基本合意）

第２条 丙は、本施設を管理する指定管理者として、別記２に掲げる関係法令等（以

下「関係法令等」という。）を遵守し、及び本協定に従い、善良な管理者の注意を

もって、公園条例第２条の２に定めるオホーツク公園の管理に係る業務（以下「オ

ホーツク公園指定管理業務」という。）及び博物館条例第５条各号に定める北方民

族博物館の管理に係る業務（以下「北方民族博物館指定管理業務」という。オホ

ーツク公園指定管理業務と北方民族博物館指定管理業務を併せて、以下「指定管

理業務」という。）を行う。

２ 指定管理業務の遂行に係る費用は丙が負担する。甲は、オホーツク公園指定管

理業務の、乙は、北方民族博物館指定管理業務の遂行に係る費用の一部を負担す

るため、第22条の規定により負担金を支払う。

３ 丙は、指定管理者制度の趣旨及び本施設の設置目的を尊重し、指定管理業務を

効率的に遂行するとともに、住民サービスの質の向上を図るものとする。

４ 甲及び乙は、指定管理業務が民間事業者（民間団体）によって遂行されること

を十分理解し、その趣旨を尊重するものとする。

５ 乙は、北方民族博物館に博物館法（昭和26年法律第285号）第５条に規定される

学芸員の資格を有する職員（以下「学芸員」という。）を配置する。

（許認可及び届出等）

第３条 丙は、本協定に基づき、指定管理業務を遂行するために必要となる一切の

許認可及び届出等を、自己の責任及び費用において取得し、又は実施するものと

する。ただし、甲又は乙の単独申請に係る許認可及び届出等については、甲又は

乙の責任及び費用においてこれを取得し、又は実施するものとする。

２ 甲、乙及び丙は、前項の許認可の取得及び届出等の実施について相互に協力す

るものとする。
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（環境への配慮等）

第４条 丙は、指定管理業務の遂行に当たり、省エネルギーの徹底及び二酸化炭素

等温室効果ガスの排出の抑制に努めるとともに、廃棄物の発生の抑制及び処理を

適正に行うものとする。

２ 丙は、指定管理業務の遂行に当たり、産消協働の趣旨を尊重し、道内で生産さ

れた農林水産物及び地場産品等の積極的な活用に努めるとともに、地域における

活動との連携を図るよう努めるものとする。

（権利義務の譲渡等）

第５条 丙は、本協定によって生ずる権利及び義務を第三者に譲渡し、又は承継さ

せてはならない。ただし、甲及び乙が特に認めた場合は、この限りでない。

（指定管理業務の委託等）

第６条 丙は、指定管理業務の全部又は大部分を一括して第三者に委託し、又は請

け負わせてはならない。

２ 丙は、指定管理業務の一部の処理を他に委託し、又は請け負わせようとすると

きは、あらかじめ、当該業務の内容及び委託又は請負の期間等について甲及び乙

の承認を得なければならない。当該業務の内容、委託又は請負の期間等を変更し

たときも、同様とする。ただし、第17条第１項に規定する年次業務計画書におい

て当該業務の内容及び委託又は請負の期間等を定め、同項の規定による甲及び乙

の承認を得たときは、この限りでない。

３ 丙が指定管理業務の一部の処理を委託し、又は請け負わせた第三者の責めに帰

すべき事由により生じた損害又は増加費用は、すべて丙の責めに帰すべき事由に

より生じた損害及び増加費用とみなし、丙がこれを負担するものとする。

（指定管理業務の遂行に伴い生じた権利等の取扱い）

第７条 指定管理業務の遂行に伴い発生した著作権その他の知的財産権（知的財産

基本法（平成14年法律第122号）第２条第２項に規定する知的財産権をいう。ただ

し、営業秘密その他事業活動に有益な技術上又は営業上の情報に関するものを除

く。）は、オホーツク公園指定管理業務の遂行に伴う場合は甲に、北方民族博物館

指定管理業務の遂行に伴う場合は乙に帰属するものとする。なお、帰属先の区別

がつかない場合には、甲と乙が協議し帰属先を決定し、丙に通知するものとする。

第３項の帰属先についても同様とする。

２ 丙は、甲及び乙の指示又は第17条第１項の規定により甲及び乙が承認した年次

業務計画書に基づき指定管理業務の遂行のため入手した物件（消耗品及び丙が自

ら使用するために入手したものを除く。以下「取得物件」という。）があるときは、

取得物件報告書により甲及び乙に報告しなければならない。

３ 取得物件の所有権は、本協定に定めがある場合を除き、丙が当該物件を入手し

た時点において甲又は乙に帰属するものとする。

（第三者に及ぼした損害等）

第８条 指定管理業務の遂行に伴い丙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が

生じた場合は、丙がその損害を賠償しなければならない。また、甲及び乙の責め

に帰すべき事由又は甲、乙及び丙の責めに帰すことができない事由により第三者

に損害が生じた場合は、オホーツク公園指定管理業務の遂行に伴い損害が発生し

た場合は、甲が、北方民族博物館指定管理業務の遂行に伴い損害が発生した場合

は、乙がその損害を賠償しなければならない。なお、どちらの指定管理業務の遂

行に伴い発生したか区別できない場合は、甲及び乙が協議し賠償方法を決定する

ものとする。

（指定期間中の保険）

第９条 丙は、指定期間中、別記３に記載する各保険に加入するものとする。

２ 丙は、前項の保険に加入したときは、速やかに、当該保険に係る保険証券の写

しを甲及び乙に提出しなければならない。
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第２章 実施体制の準備等

（実施体制の準備）

第10条 丙は、指定期間の開始の日の前日までに、指定管理業務の遂行に必要な資

格その他の能力を有する人員を確保し、必要な訓練、研修等を完了するものとす

る。

２ 丙は、前項に規定するもののほか、指定期間の開始の日の前日までに、指定管

理業務を遂行するために必要な一切の準備を行い、指定管理業務を実施すること

が可能となった段階で、甲及び乙に対して通知するものとする。

３ 甲及び乙は、丙が前項の準備を円滑に行うため、必要があると認めるときは指

定期間の開始の日まで本施設の指定管理者である一般財団法人北方文化振興協会

が丙に対して行う事務の引継ぎ等に関し、必要な指示を行うものとする。

４ 甲及び乙は、第２項の規定による通知を受けたときは、直ちに、丙による指定

管理業務の遂行体制が本協定に定める条件を満たしているかを確認し、必要な条

件を満たしていない点を発見したときは、丙に対して是正を求めるものとする。

（指定管理業務の開始の遅延）

第11条 丙の責めに帰すべき事由により丙が指定期間の開始の日に指定管理業務を

開始することができなかった場合は、甲及び乙は、第22条第１項に規定する当該

年度の負担金の額から、遅延日数に応じ、協定の不履行部分に相当する額を減額

するものとする。この場合において、現に生じた損害の額が当該協定の不履行部

分に相当する額を超えるときは、丙は、当該協定の不履行部分に相当する額を超

える部分の損害額を甲及び乙に賠償するものとする。

２ 不可抗力その他丙の責めに帰すことができない事由により、丙が指定期間の開

始日から指定管理業務を開始することができなかった場合は、甲及び乙は、丙に

生じた損害又は増加費用のうち、通常生ずべきもの（委託契約等の条件変更に伴

う違約金を含む。）を負担するものとする。

第３章 指定管理業務の遂行

（指定管理業務の範囲）

第12条 丙が実施する指定管理業務の範囲は次のとおりとする。なお、指定管理業

務の細目及び業務区分毎の要求水準その他の実施条件（以下「指定管理業務の実

施条件」という。）は、本協定の本文に定めがあるもののほか、別記４の要求水準

書（以下「要求水準書」という。）に記載するとおりとする。

(1) オホーツク公園の施設であって都市公園法（昭和31年法律第79号）第５条第

１項の許可を受けたもの以外のものの管理運営に関する業務

(2) 博物館条例第３条各号（第５号及び第６号を除く。）に掲げる事業に関する

業務

(3) 利用の承認等に関する業務

(4) 別記５に定める施設、設備及び備品の維持管理に関する業務（通常の使用に

より損傷した施設、設備及び備品の修繕（オホーツク公園及び北方民族博物館

ごとに１件が１００万円〔消費税及び地方消費税を含む。〕以下のものに限る。）

に関する業務を含む。）

(5) オホーツク公園の利用の禁止又は制限に関する業務

(6) その他知事又は教育委員会が定める業務

（指定管理業務の遂行）

第13条 丙は、指定期間を通じて、関係法令等及び本協定を遵守するとともに、指

定管理業務の実施条件に従い、第17条第１項に規定する年次業務計画書に基づき

指定管理業務を遂行するものとする。

２ 甲及び乙は、必要かつやむを得ない事情があると認めたときは、丙と協議の上、
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指定管理業務の実施条件を変更することができる。この場合において、当該変更

に伴い指定管理業務の遂行に係る費用が増加するときは、本協定に特段の定めが

ある場合を除き、甲及び乙が当該増加費用を負担する。ただし、当該変更が丙の

都合その他丙の責めに帰すべき事由に基づくときは、丙が当該増加費用を負担す

るものとする。

３ 前項の規定による変更に伴い指定管理業務に係る費用が減少するときは、甲、

乙及び丙の協議により、本協定に定める負担金の額を減額するものとする。

（専門的技術的事項に関する協力等）

第14条 乙は、北方民族博物館の事業を円滑に実施するため、丙が行う事業に関す

る専門的技術的事項について意見を述べるものとする。

２ 丙は前項の規定による意見を尊重するものとする。この場合において、丙は、

乙に対し、当該専門的技術的事項に関する業務の遂行について協力を求めること

ができる。

３ 乙は、丙から前項の協力を求められたときは、北方民族博物館に配置する学芸

員に当該専門的技術的事項に関する業務の全部又は一部を遂行させることができ

る。この場合において、丙は、当該学芸員が遂行する業務に係る経費を負担する

ものとする。

４ 丙は、北方民族博物館指定管理業務の遂行に当たり、乙が行う調査研究が円滑

に行われるよう配慮するものとする。

５ 前各項に定めるもののほか、北方民族博物館の事業を円滑に実施するため必要

な事項は、乙及び丙が、別記６に定める方法により定期に協議して定める。

（施設の使用等）

第15条 丙は、指定管理業務を遂行するため、別記５に定める備品及び別記７に定

める室を無償で使用することができる。丙は、当該備品及び室を善良な管理者の

注意をもって管理しなければならない。

２ 指定管理業務の遂行に必要な消耗品は、すべて丙の負担とする。

３ 学芸員に係る別記８に掲げる経費については、丙が負担するものとする。

４ オホーツク公園の使用に係る光熱水費は、すべて丙が負担し、電力会社等から

の請求に基づく当該光熱水費の支払いは、丙が一括して行うものとする。ただし、

丙は、都市公園法第５条第１項又は同法第６条第１項若しくは第３項の許可を受

けた者に対し、当該使用に係る光熱水費等を負担させるため、当該許可を受けた

者に対し、計量器等により測定した使用実績に基づき算定した額の支払いを当該

第三者に請求することができる。

５ 前項の規定は、北海道財務規則(昭和45年北海道規則第30号)第205条の17第１項

に規定する行政財産の使用許可(以下｢行政財産の使用許可｣という。)を受けてオ

ホーツク公園を使用する第三者に対し、当該使用に係る光熱水費等を負担させる

場合及び第６条第２項の規定に基づき、丙が指定管理業務の一部の処理を他に委

託し、又は請け負わせようとする場合に準用する。

６ 北方民族博物館の使用に係る光熱水費は、すべて丙が負担し、電力会社等から

の請求に基づく当該光熱水費の支払いは、丙が一括して行うものとする。ただし、

丙は、教育財産規則(昭和48年教育委員会規則第12号)第10条に規定する教育財産

の使用許可(以下｢教育財産の使用許可｣という。)を受けて北方民族博物館を使用

する第三者に対し、当該使用に係る光熱水費等を負担させるため、計量器等によ

り測定した使用実績に基づき算定した額の支払いを当該第三者に請求することが

できる。

７ 前項の規定は、第６条第２項の規定に基づき、丙が指定管理業務の一部の処理

を他に委託し、又は請け負わせようとする場合に準用する。

（甲及び乙が実施する業務）

第16条 次に掲げる業務は、甲及び乙ぞれぞれの責任と費用において実施するもの

とする。
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(1) 甲の責任と費用において実施するもの

ア 都市公園法第５条第１項の規定に基づく公園施設の設置又は管理の許可に

関する業務

イ 都市公園法第６条第１項の規定に基づく占用許可に関する業務

ウ 公園条例第４条第１項の規定に基づく許可に関する業務

エ 行政財産の使用許可に関する業務

オ オホーツク公園の改造、増築、移設に関する業務

カ オホーツク公園の建物及び設備の大規模修繕に関する業務（法令等に基づ

きオホーツク公園の利用者の生命身体の安全確保を目的として行う施設の

改修等を含む。）

(2) 乙の責任と費用において実施するもの

ア 教育財産の使用許可に関する業務

イ 教育財産規則第15条の２の規定に基づく財産の貸付けに関する業務

ウ 北方民族博物館の改造、増築、移設に関する業務

エ 北方民族博物館の施設の建物及び設備の大規模修繕に関する業務（法令等

に基づき北方民族博物館の利用者の生命身体の安全確保を目的として行う

施設の改修等を含む。）

２ 甲が、前項第１号オ又はカの業務を、乙が、前項第２号ウ又はエの業務を実施

するため、第13条第２項の規定により指定管理業務の実施条件を変更したときは、

丙に生じた損害又は増加費用のうち、通常生ずべきものを甲又は乙がそれぞれ負

担するものとする。

３ 丙以外の第三者に対して、甲は、第１項第１号アからエの許可（以下「公園施

設の設置許可等」という。）を、乙は、教育財産の使用許可をしようとするときは、

当該許可に係る期間の開始の日の30日前までに（指定期間の開始の日の前にあっ

ては、本協定の締結後速やかに）、許可書の案を提示して丙の意見を聴取するもの

とする。

４ 甲及び乙は、前項の規定により丙の意見を聴取した結果、本施設の管理を円滑

に行うため必要と認めたときは、当該許可に条件を付するものとする。

５ 各年度における丙以外の第三者に対する、甲は、公園施設の設置許可等の状況、

乙は、教育財産の使用許可の状況について、当該年度の前年度の末日までに、当

該許可に係る許可書の写しを添付して丙に通知するものとする。ただし、当該許

可の状況に変更があったときは、その都度通知するものとする。

（年次業務計画書及び年次収支計画書）

第17条 丙は、指定期間の各年度毎に、甲及び乙と協議の上、指定管理者指定申請

書（以下「申請書」という。）に添付した業務計画書及び収支計画書の内容を踏ま

えた年次業務計画書及び年次収支計画書を作成し、前年度の２月末日までに（た

だし、指定期間の最初の年度にあっては、本協定の締結後速やかに）甲及び乙に

提出し、その承認を得るものとする。

２ 前項の年次業務計画書及び収支計画書に記載する事項は、別記９に掲げる事項

とする。なお、年次業務計画書には、指定管理業務の細目毎に、指定管理業務の

実施条件を満たすことができる業務の処理方法その他の仕様を明示する書類（以

下「業務仕様書」という。）を添付するものとする。

（管理の目標）

第18条 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平

成16年北海道規則第125号。以下「指定手続条例施行規則」という。）及び北海道

公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の施行に関する教育委員

会規則（平成17年教育委員会規則第６号。以下「指定手続条例教育委員会規則」

という。）第10条第１項の規定に基づき、甲及び乙が定める本施設の管理の目標（以

下「管理の目標」という。）は、要求水準書に定めるとおりとする。

２ 丙は、指定期間中に、申請書に添付した業務計画書の内容に基づき、指定管理
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業務を通じて管理の目標を達成するものとする。

３ 丙は、毎年度、年次業務計画書において、管理の目標を達成するために当該年

度に講ずる具体的な措置等を定めるとともに、指定手続条例施行規則第10条第１

項及び指定手続条例教育委員会規則第９条第１項の事業報告書（以下「事業報告

書」という。）において、当該措置等の実施状況及び管理の目標の達成状況（以下

「目標達成状況等」という。）について甲及び乙に報告しなければならない。

４ 甲及び乙は、毎年度終了後60日以内に、丙の目標達成状況等を甲及び乙のホー

ムページで公表するものとする。

５ 丙は、指定期間中に管理の目標を達成することが困難であると認めたときは、

速やかに、その理由を明らかにして、甲及び乙に協議しなければならない。

第４章 甲及び乙による確認等

（甲及び乙による確認）

第19条 丙は、指定管理業務の遂行に関する業務日報及び業務日報に基づく毎月の

月例業務報告書を作成し、自ら指定管理業務の遂行状況を把握するものとする。

２ 丙は、四半期ごとに、指定管理業務の遂行状況に関する前項の月例業務報告書

に基づく四半期業務報告書（以下「四半期業務報告書」という。）を作成し、当該

四半期の終了後10日以内に甲及び乙に提出するものする。

３ 甲及び乙は、丙から事業報告書が提出されたときは、速やかに内容を審査し、

及び実地について調査し、丙による指定管理業務の履行の状況を確認するものと

する。四半期業務報告書が提出されたときは、速やかに内容を審査するものとす

る。

４ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、指定管理業務の適正な履行を確保する

ため、必要と認めたときは、丙に対し随時に報告を求め、又は実地について調査

することができる。

５ 甲及び乙は、第３項又は前項に規定する審査又は調査の結果について、事業報

告書にあっては、提出された日から30日以内に、四半期業務報告書にあっては、

提出された日から20日以内に、随時の報告又は調査にあっては、速やかに、丙に

通知するものとする。

６ 甲及び乙は、第３項及び第４項の審査又は調査の結果、丙が正当な理由なく本

協定に定める指定管理業務の全部又は一部を履行せず、又は指定管理業務の実施

条件を満たしていないと判断したときは、丙に対し、当該業務の再履行、改善そ

の他必要な措置を講ずるよう指示するものとする。管理の目標を円滑に達成する

ため講ずべき措置の内容等を見直す必要があると判断したときも、同様とする。

７ 丙は、前項の規定による指示を受けたときは、速やかに甲及び乙と協議の上、

当該指示の対象となった業務の再履行、改善その他必要な措置の内容及び期日を

定めた業務改善計画書を提出し、甲及び乙の承認を得て、速やかに当該措置を講

じなければならない。

８ 甲及び乙は、第６項の規定による指示を行った後、丙が正当な理由なく相当期

間を経過しても前項の措置を講じないときは、第22条に定める負担金から協定の

不履行部分に相当する額を減額することができる。

９ 甲及び乙は、丙が第７項の措置を講じないことにより、本施設の適正な管理を

確保することができないと認めたときは、指定手続条例第12条第２項の規定によ

り指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。

10 丙による指定管理業務の履行状況の確認は、甲及び乙の責任及び費用において

行う。ただし、丙は、甲及び乙に対する各種報告の作成に係る費用を負担し、及

び甲並びに乙が行う審査並びに調査に協力するものとする。

11 第１項の業務日報及び月例業務報告書並びに四半期業務報告書及び事業報告書

の記載事項等については、別記10に定めるとおりとする。
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（甲及び乙による利用者満足度調査等）

第20条 甲及び乙は、丙が指定管理業務を通じて提供する住民サービスに対する利

用者の満足度等を把握するため、甲及び乙の責任と費用において、本施設の利用

者に対するアンケート又はヒアリングその他の方法による調査（以下「利用者満

足度調査」という。）を定期に実施するものとする。

２ 甲及び乙は、利用者満足度調査を実施しようとするときは、当該調査をする日

の30日前までに、実施の日時及び方法等について丙に通知するものとする。

３ 甲及び乙は、利用者満足度調査を実施したときは、その結果について丙に通知

するとともに、インターネットを利用して住民に公表するものとする。この場合

において、甲及び乙は、丙に対し、利用者満足度の向上を図るため必要な措置を

講じるよう求めることができる。

４ 丙は、利用者満足度調査の結果を踏まえ、甲及び乙と協議の上、指定管理業務

の実施方法等の見直しを行い、必要な改善措置を講ずるものとする。

５ 丙は、利用者満足度調査の実施に当たり、甲及び乙に協力するものとする。

（丙による利用者満足度調査等）

第21条 丙は、自らが指定管理業務を通じて提供する住民サービスに対する利用者

の満足度等を把握するため、丙の責任と費用において、利用者満足度調査を定期

に実施するものとする。

２ 丙は、利用者満足度調査を実施しようとするときは、当該調査をする日の30日

前までに、実施の日時及び方法等について甲及び乙に通知するものとする。

３ 丙は、利用者満足度調査を実施したときは、その結果について甲及び乙に通知

するとともに、インターネットを利用して住民に公表するものとする。この場合

において、甲及び乙は、丙に対し、利用者満足度の向上を図るため必要な措置を

講じるよう求めることができる。

４ 丙は、利用者満足度調査の結果を踏まえ、甲及び乙と協議の上、指定管理業務

の実施方法等の見直しを行い、必要な改善措置を講ずるものとする。

５ 甲及び乙は、利用者満足度調査の実施に当たり、丙に協力するものとする。

第５章 負担金及び利用料金

（負担金）

第22条 甲及び乙は、指定管理業務の遂行に係る負担金として、令和４年度（2022

年度）から令和８年度（2026年度）までの各年度毎に次の表の金額を丙に支払うもの

とする。

甲が丙に支払う負担金 乙が丙に支払う負担金

令和４年度

（2022年度） 62,029,000円 113,679,000円

令和５年度

（2023年度） 62,029,000円 113,679,000円

令和６年度

（2024年度） 62,029,000円 113,679,000円

令和７年度

（2025年度） 62,029,000円 113,679,000円

令和８年度

（2026年度） 62,029,000円 113,679,000円

１ 前項の負担金の額は、本協定に特段の定めがある場合を除き、変更しないもの

とする。ただし、経済情勢の激変その他予期することのできない特別な事情によ

り負担金の額が著しく不適当となったときは、甲、乙及び丙の協議により、当該

年度の負担金の額を変更することができる。
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注）負担金は、第１項に定める各年度の支払額を数回に分割した前金払によることを

基本とする。ただし、分割の回数及び各回の支払額等については、収支計画等を踏ま

え協議して定める。以下、四半期毎に分割して支払う場合の規定例を示す。

３ 前項の負担金は、次のとおり４回に分割した上で支払うものとする。

〔甲が丙に支払う負担金〕

支払時期等 支払額

支払期限 支払期限 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

第１四半期 ４月20日 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円

第２四半期 ７月20日 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円

第３四半期 10月20日 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円

第４四半期 １月20日 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円 15,507,250円

〔乙が丙に支払う負担金〕

支払時期等 支払額

支払期限 支払期限 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

第１四半期 ４月20日 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円

第２四半期 ７月20日 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円

第３四半期 10月20日 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円

第４四半期 １月20日 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円 28,419,750円

（利用料金）

第23条 丙は、指定期間におけるオホーツク公園の利用料金（公園条例第12条の２

第１項の利用料金をいう。以下同じ。）及び北方民族博物館の利用料金（博物館条

例第12条第１項の利用料金をいう。以下同じ。）の額を定め、又は変更するため、

公園条例第12条の２第３項及び博物館条例第12条第４項の規定による甲及び乙の

承認を得ようとするときは、その30日前までに甲及び乙に協議しなければならな

い。ただし、指定期間の開始日前に協議するときは、この限りでない。

２ 丙は、利用者から利用料金の減免の申請があったときは、オホーツク公園の利

用者については、北海道立オホーツク公園管理規則（平成６年北海道規則第70号。

以下「オホーツク公園規則」という。）第６条に規定する減免の基準に、北方民族

博物館の利用者については、北海道立北方民族博物館利用規則（平成２年教育委

員会規則第８号。以下「北方民族博物館利用規則」という。）第８条に規定する減

免の基準に照らして審査し、当該基準に適合すると認めたときは、利用料金を減

免するものとする。なお、オホーツク公園規則第６条第１号クに規定する「その

他知事がアからキまでに掲げる者に準ずる者と認めるもの」の適用に際しては甲

に、北方民族博物館利用規則第８条第１項第１号シに規定する「その他教育長が

アからサまでに掲げる者に準ずるもの」の適用に際しては乙に事前に協議するも

のとする。

３ 丙は、前項の規定による認定に当たり、減免基準等の解釈又は適用について疑

義が生じたときは、あらかじめ、オホーツク公園管理規則に関することは甲に、

北方民族博物館利用規則に関することは乙に協議するものとする。

４ 丙は、北海道みんなの日条例施行規則で規定する次の使用料等については、そ

の納付を免除するものとする。

①公園条例第12条の２に規定する利用料金（同条例別表第５の１の事項(1)並びに

３の事項(1)に係るもの（同表第５の１の事項(1)に係るものにあっては、デイキャ

ンプの区分に係るものに限る。）

② 博物館条例第12条第１項に規定する利用料金（同条例別表第１の１の事項（１）

に係るものに限る。）

５ 丙は、翌年度以降の利用に係る利用料金を前受けしたときは、オホーツク公園

と北方民族博物館の利用料金を区分し、当該利用の日の属する年度まで適切な方

法により保全し、当該利用の日の属する年度における利用料金収入として計上し
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なければならない。ただし、当該利用の日の属する年度が指定期間終了後である

場合は、指定期間終了日又は甲及び乙が別に指示する日まで前受けした利用料金

を保全し、甲及び乙の指示に従って次の指定期間の指定管理者への引渡し等を行

うものとする。

（利用料金の見直し）

第24条 丙は、指定期間中に公園条例及び博物館条例別表に定める利用料金の上限

額の全部又は一部が改正されたときは、利用料金の額の見直しを行うものとする。

２ 甲、乙及び丙は、前項の改正があったときは、甲及び乙が算出した改正後の利

用料金の上限額を基準とした利用料金収入見込額の結果に基づいて、改正後の利

用料金の上限額が適用される日以降の期間に係る負担金の増額又は減額について

協議するものとする。

（減免基準等の見直し）

第25条 甲及び乙は、指定期間中に減免基準等の全部又は一部を改正したときは、

速やかに丙に通知するものとする。

２ 甲、乙及び丙は、前項の改正があったときは、甲及び乙が算出した改正後の減

免基準等に基づく利用料金収入見込額の結果に基づいて、改正後の減免基準等が

適用される日以降の期間に係る負担金の増額又は減額について協議するものとす

る。

第６章 資金の管理等

（資金の管理）

第26条 丙は、指定管理業務に係る資金の収支について、他の会計と区分して経理

するものとし、甲が丙に支払う負担金とオホーツク公園の利用料金、乙が丙に支

払う負担金と北方民族博物館の利用料金を独立した帳簿及び預金口座により管理

しなければならない。

２ 指定管理業務に係る帳簿、預金通帳及び財務関係書類等は、当該指定管理業務

の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。

（財務処理方法の承認）

第27条 丙は、指定期間の開始日の前日までに、指定管理業務に係る財務事務の具

体的な処理方法等に関する内部規程（以下「財務事務処理規程等」という。）を定

め、当該規程に基づき、指定管理業務に係る財務事務を適正に処理するものとす

る。

２ 丙は、前項の財務事務処理規程等を定めようとするときは、あらかじめ、甲及

び乙に協議するものとする。これを変更しようとするときも同様とする。

注）公認会計士又は監査法人の監査済報告書は、乙が法人監査の対象となる法人であ

る場合に添付するものとする。

（財務書類の提出）

第28条 丙は、指定期間中、各年度の終了日から３か月以内に、〔公認会計士又は監

査法人の監査済報告書を添えて、〕指定管理業務に係る監査済みの財務書類（貸借

対照表及び収支計算書（損益計算書）等をいう。）を提出するものとする。

２ 甲及び乙は、前項の財務書類を受理したときは、速やかにこれを審査し、必要

と認めたときは、丙に対し、財務状況に関する説明若しくは追加資料の提出を求

め、又は指定管理業務に係る財務運営に関する改善等の指示を行うものとする。

（帳簿書類の提出等）

第29条 丙は、法第199条第７項の規定による監査委員の監査並びに北海道外部監査

契約に基づく監査に関する条例（平成10年北海道条例第39号）に基づく包括外部

監査及び個別外部監査のため、監査委員又は包括外部監査人若しくは個別外部監

査人が必要と認めたときは、指定管理業務に係る出納関連の事務に関する帳簿書
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類その他の記録を提出し、又は出頭してその調査に協力しなければならない。

２ 丙は、法第98条の規定に基づく甲及び乙に対する北海道議会の請求に基づく監

査のため、甲及び乙が必要と認めたときは、甲及び乙に対し、指定管理業務に係

る出納関連の事務に関する帳簿書類その他の記録を提出し、又は出頭してその調

査に協力しなければならない。

３ 前２項に定めるもののほか、丙は、甲及び乙が丙に対して行う指定管理業務又

は経理の状況に関する報告の徴取及び実地調査に協力しなければならない。

第７章 情報公開及び個人情報の保護

（文書の管理及び保存）

第30条 丙は、指定管理業務の遂行に伴い作成し、又は取得した文書等であって、

丙が保有し、管理しているもの（以下「丙が管理している文書等」という。）の管

理及び保管に関し必要な事項についての内部規程（以下「文書管理規程等」とい

う。）を定め、自己が管理している文書等を適正に管理し、及び保管しなければな

らない。

２ 丙は、前項の文書管理規程等を定めようとするときは、甲及び乙と協議するも

のとする。当該文書管理規程等を変更しようとするときも、同様とする。

３ 丙は、指定期間が終了し、又は指定手続条例第12条第２項の規定により指定を

取り消されたときは、丙が管理している文書等であって甲及び乙が指定するもの

を甲及び乙又は次の指定期間の指定管理者に対して引き継ぐものとする。

（情報公開）

第31条 丙は、北海道情報公開条例（平成10年北海道条例第28号）第27条の２の規

定に基づき、丙が管理している文書等の公開に努めるとともに、当該文書の公開

の申出があったときは、同条第２項の規定により甲及び乙が定める要綱等に基づ

き、当該申出に対し適切に対応するものとする。

（個人情報の保護）

第32条 丙は、本施設の管理に係る個人情報（以下「個人情報」という。）の保護に

関し、北海道個人情報保護条例（平成６年北海道条例第２号。以下「個人情報保

護条例」という。）第53条の２の規定により指定管理者に準用される同条例第２章

第１節（第６条、第10条、第11条第３項ただし書及び第13条第１項後段を除く。）

の規定を遵守するとともに、当該規定に基づく義務の履行その他個人情報の保護

に関し必要な事項についての内部規程（以下「個人情報保護規程等」という。）を

定め、当該個人情報保護規程等に沿って個人情報を適切に保護しなければならな

い。この場合において、丙は、自己に適用される個人情報の保護に関する法令等

（個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び関係省庁が策定して

いる個人情報保護に関するガイドライン等をいう。）があるときは、当該法令等を

遵守するものとする。

２ 第30条第２項の規定は、丙が前項の個人情報保護規程等を定めようとする場合

について準用する。

３ 丙は、住民から個人情報保護条例第53条の３第１項に規定する自己に関する当

該個人情報の開示、訂正又は利用停止の申出があったときは、同条第４項の規定

により甲及び乙が定める要綱等に基づき、当該申出に対し適切に対応するものと

する。

第８章 行政手続等

（意見陳述のための手続）

第33条 丙は、北海道行政手続条例（平成７年北海道条例第19号。以下「行政手続

条例」という。）第13条第１項の意見陳述のための手続を行うときは、甲及び乙に



- 11 -

対して事前に通知するものとする。

２ 甲及び乙は、必要と認めたときは、丙に対して、丙が実施する意見陳述のため

の手続に係る経過及び結果について報告を求めることができる。

３ 丙は、行政手続条例第13条第１項第１号の聴聞の手続に関する必要な事項につ

いて、北海道聴聞規則（平成６年北海道規則第101号）に準じた内容の内部規程（以

下「聴聞規程等」という。）を定めるものとする。

４ 第30条第２項の規定は、丙が前項の聴聞規程等を定めようとする場合について

準用する。

５ 丙は、行政手続条例第19条第１項の規定による聴聞を主宰する者を指名しよう

とするときは、あらかじめ、甲及び乙に協議しなければならない。

（苦情処理）

第34条 丙は、指定管理業務の遂行に関し、道民等から苦情があったときは、自己

の責任及び費用において迅速かつ的確に対処するものとする。この場合において、

丙は、当該苦情の内容、処理の経過及び結果について苦情処理簿に記録するとと

もに、甲及び乙に対し、毎月10日までに、前月分の苦情処理簿の写しを提出する

ものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、道民等からの苦情の内容が、指定管理業務の範囲又

は指定管理者の権限を超える事項に関するものであるときその他丙が単独で対処

することが困難であるときは、速やかに、当該苦情の内容を甲及び乙に報告し、

甲及び乙の指示に従って対処するものとする。

３ 指定管理業務に関する甲及び乙の丙に対する指導及び監督等について、甲及び

乙に対し、北海道苦情審査委員に関する条例（平成10年北海道条例第45号）に基

づく苦情審査委員の審査及び調査が行われるときは、甲、乙及び丙は、当該審査

及び調査が円滑に実施されるよう協力しなければならない。

第９章 事故及び災害発生時の報告及び危険の分担等

（事故及び災害発生時の報告）

第35条 丙は、施設内において人身事故、施設の破損その他の事故の発生及び地震

等により被災し、又は不測の事態が生じた場合は、当該事故等の影響を早期に除

去するため、本協定の記載に従って、迅速かつ合理的な対応を行うものとする。

ただし、本協定に対応方法に関する定めがない場合は、丙は、最善と判断した

対応を迅速かつ合理的に行い、直ちに甲及び乙に報告し、その指示に従うものと

する。この場合において、丙は、甲及び乙と協力して当該事故等の原因を調査し、

甲及び乙に報告するとともに、当該事故等の再発を防止するため必要な措置を講

じるものとする。

（法令の変更）

第36条 丙は、本協定の締結日の後に法令等（条例及び規則を含む。以下同じ。）が

制定又は改廃されたことにより本協定で提示された条件に従って指定管理業務を

遂行することができなくなった場合、直ちに、甲及び乙に対して、その内容の詳

細を記載した文書をもって通知しなければならない。

２ 甲、乙及び丙は、本協定に基づく自己の義務が法令等に違反することとなった

場合は、当該法令等に違反する限りにおいてその履行義務を免れるものとする。

ただし、甲、乙及び丙は、当該自己の義務を履行しないことにより相手方に発生

する損害を最小限にするよう努力しなければならない。

（協議及び費用の負担）

第37条 甲及び乙が丙から前条第１項の規定による通知を受けた場合において、本

協定に別段の定めがあるときを除き、甲、乙及び丙は、当該法令等の変更に対応

するため、速やかに本協定の変更及び費用負担等について協議しなければならな

い。
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２ 前項の規定による協議の結果、本協定の変更又は費用の負担等についての合意

が成立しない場合は、甲及び乙が当該法令変更に対する対応方法を丙に対して通

知し、丙はこれに従い指定管理業務を継続する。この場合における追加費用は、

指定管理業務に直接関係する法令等の変更のときは甲及び乙がその全額を負担し、

これ以外の法令等の変更のときは丙がその全額を負担するものとする。ただし、

当該法令等が指定管理業務に直接関係するものであるか否かについて疑義がある

場合は、甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、法令等の変更により丙が指定管理業務

を継続することができないと認めたときは、指定手続条例第12条第２項の規定に

より丙の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命じることができる。

４ 前項の指定の取消し又は業務の全部又は一部の停止の命令が甲、乙及び丙の責

めに帰すことができない事由による場合は、指定の取消し又は業務の停止により

生じた費用でやむを得ないと認めるものを甲及び乙が負担する。この場合におい

て、甲及び乙の費用負担の方法については、甲及び乙と丙が協議して定めるもの

とする。

（不可抗力への対応等）

第38条 丙は、本協定の締結日の後に不可抗力により本協定で提示された条件に従

って指定管理業務を遂行することができなくなった場合は、公の施設として社会

通念上必要な措置を講じるとともに、直ちに甲及び乙に通知しなければならない。

２ 甲及び乙は、前項の通知を受けたときは、国又は関係市町村その他の関係機関

と連携して必要な措置を講ずるとともに、当該不可抗力に対応するため、速やか

に本協定の変更及び費用の負担等について丙と協議しなければならない。

３ 丙は、甲及び乙（甲及び乙から委任を受けた者を含む。この項において同じ。）

が住民の緊急の避難等（救助及び救援を含む。以下同じ。）の場所として本施設を

使用する旨の通知があった場合は、その使用を優先しなければならない。この場

合においては、前項の規定にかかわらず、甲及び乙が当該使用に係る費用を負担

するものとし、当該費用の支払方法等については、甲及び乙と丙が協議して定め

るものとする。

４ 甲、乙及び丙は、第１項の通知がなされた日以降における本協定に基づく自己

の義務が履行できなくなったときは、当該不可抗力により影響を受ける限りにお

いてその履行義務を免れるものとする。ただし、甲、乙及び丙は、当該自己の義

務を履行しないことにより相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなけ

ればならない。

５ 第２項の協議の結果、本協定の変更又は費用の負担等についての合意が成立し

ない場合は、甲及び乙が当該不可抗力に対する対応方法を丙に対して通知し、丙

はこれに従い指定管理業務を継続する。この場合における追加費用は、甲及び乙

が定める方法によりその全額を甲及び乙が負担するものとする。ただし、当該不

可抗力により、本協定に基づき丙が附保した保険に係る保険金を丙が受領した場

合は、当該保険金相当額は甲及び乙が負担する追加費用の額から控除するものと

する。

６ 前条第３項及び第４項の規定は、不可抗力又は緊急の避難等の場所として本施

設を使用することにより丙が指定管理業務を継続することができないと甲及び乙

が認めた場合について準用する。

（租税公課）

第39条 指定管理業務の遂行に関連して生じる租税公課は、本協定に別段の定めが

ある場合を除き、すべて丙の負担とする。甲及び乙は、負担金を支払うほか、本

協定に関連するすべての租税公課について別途負担しないものとする。ただし、

指定管理業務に直接関連する税制度の変更（広く事業者を対象とした税制度の変

更を除く。）に伴い、本協定締結時点で甲、乙及び丙が予測不可能であると認めら

れる新たな公租公課の負担が丙に生じたことにより、指定管理業務の継続に支障
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を来すおそれがあるときは、丙は、負担金の増額について甲及び乙に協議するこ

とができる。

２ 指定管理者制度に関する特別な措置（事業者の税負担の軽減を目的とする措置

を含む。）で丙による指定管理業務に適用されうるものが生じた場合、甲、乙及び

丙は、負担金の減額を目的として、その算定方法及び支払条件を見直すための協

議を行い、協議が整ったときは、負担金を減額するものとする。

３ 甲及び乙は、社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うた

めの消費税法の一部を改正する等の法律（平成24年法律第68号）附則第18条第３

項に規定する所要の措置が講じられたときは、当該措置に応じて負担金の減額を

含め所要の措置を講ずるものとする。

（物価の変動等）

第40条 物価等の変動又は社会経済情勢の変化に伴う損害又は増加費用は、丙が負担

するものとする。

注）第36条から第40条までに定めるもののほか、リスクと責任の分担に関する事項は、

公募要項に掲載したリスク分担表に示す分担方法を基本として、最終的に協定書で

明記する。

第10章 原状回復等

（原状回復等）

第41条 丙は、指定期間を満了したとき、又は指定手続条例第12条第２項の規定に

より指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理に係る業務の全部又は一部の

停止を命じられたときは、自己の責任及び費用において、遅滞なく、本施設の土

地、建物及び設備を原状に復し、備品以外の動産を取り片付け、又は撤去して、

甲及び乙に通知するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、丙は、前項の原状回復の全部又は一部を行わないこ

とについて甲及び乙の承認を得たときは、別途、甲及び乙が指定する状態で本施

設を明け渡すことができるものとする。

３ 甲及び乙は、第１項の規定による通知があったときは、本施設を継続して使用

することに支障がないことを確認するため検査を実施するものとし、丙は、当該

検査に協力するものとする。

（事務の引継ぎ）

第42条 丙は、指定期間が終了し、又は指定手続条例第12条第２項の規定により指

定を取り消されたときは、甲及び乙の指示に基づき、甲、乙及び次の指定期間の

指定管理者に対して、遅滞なく事務の引継ぎを行うものとする。ただし、丙が引

続き指定管理者となる場合は、この限りでない。

第11章 その他

（変更の届出）

第43条 丙は、代表者又は役員（以下「役員等」という。）の氏名に変更があったと

きは、速やかに、役員等の役職、氏名、現住所及び生年月日を記載した名簿を甲及

び乙に提出しなければならない。

（指定の取消し等）

第44条 甲及び乙は、丙が次の各号のいずれかに該当するときは、指定手続条例第12

条第２項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理に係る業務の全部若

しくは一部の停止を命ずることができる。

(1) 役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
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号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）

であると認められるとき。

(2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に

関与していると認められるとき。

(3) 役員等が、自己、自らの団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められ

るとき。

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると

認められるとき。

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。

(6) 本協定に関連する契約の相手方が前各号のいずれかに該当することを知りなが

ら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(7) 丙が第１号から第５号までのいずれかに該当する者を本協定に関連する契約の

相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、甲及び乙が丙に対し

て当該契約の解除を求め、丙がこれに従わなかったとき。

（指定の取消しによる損害賠償等）

第45条 指定手続条例第12条第２項の規定により丙が指定を取り消され、又は期間

を定めて管理に係る業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、丙が甲

及び乙に生じた損害を賠償するものとする。

（協定の解釈）

第46条 本協定の各条項等又は本協定に定めがない事項の解釈について疑義を生じ

た場合は、その都度、甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。

（協定の変更）

第47条 本協定に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は指定管理

業務の内容その他の実施条件が変更になった場合は、その都度、甲、乙及び丙が

協議して本協定の規定を変更することができるものとする。

第12章 雑則

（請求、通知等の様式その他）

第48条 本協定の規定による請求、通知、報告、申請、承認、指示、届出、提出、

命令及び指定の取消しは、緊急の場合を除き、相手方に対する書面により行われ

なければならない。

２ この協定の履行に関し甲、乙及び丙間で用いる言語は、日本語とする。

３ この協定書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。

４ 本協定の履行に関して甲、乙及び丙間で用いる計算単位は、設計図書に特別の

定めがある場合を除き、計量法（平成4 年法律第51 号）に定めるものとする。

５ 本協定上の期間の定めは、民法（明治29 年法律第89 号）及び商法（明治32 年

法律第48号）が規定するところによるものとする。

６ 本協定の締結に要する費用は、丙の負担とする。協定を変更した場合も同様と

する。

（準拠法）

第49条 本協定は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈される。

（管轄裁判所）

第50条 本協定について訴訟等の生じたときは、甲及び乙の事務所の所在地を管轄

する裁判所を第１審の裁判所とする。
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本協定を証するため、本書を３通作成し、甲、乙及び丙がそれぞれ記名押印の上、

各１通を保有する。

令和○年（ 年）○月○日

甲

北海道

北海道知事 鈴 木 直 道 印

乙

北海道教育委員会

教育長 倉 本 博 史 印

丙

所在地

名称

代表者 印
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別記１

定義集

本協定において使用する用語の定義は、本文中に特に定義されているものを除き、次のとおりとする。

１ 「本協定」とは、協定書本体、別記及び別添の全てを含む。

２ 「産消協働」とは、甲及び乙が推進する産業政策の一つであって、地域に住む「消費者」と「生産者」が緊密な

連携をとりながら地元にある資源、生産物をできるだけ地元で消費することにより、域内循環（人やもの、お金の

流れ）を高めて地域経済の活性化を図ろうとする取組をいう。

３ 「消耗品」とは、取得価格が10万円未満のものをいう。

ただし、消耗品のうち次に掲げるものは、第７条第２項に規定する取得物件として取り扱う。

（1） 取得価格が２万円以上の机、脇机、テーブル、執務用いす、書庫、保管庫、ファイリングキャビネット及び

ロッカー

（2） ファクシミリ、ＩＣレコーダー、カメラ、デジタルカメラ、携帯電話、電子計算機（パソコン）、電子計算

機用外部記録装置及びメモリー

４ 「大規模修繕」とは、建築物について、劣化した建物の一側面、連続する一面全体又は全面に対して、その性

能・機能を現状（初期の水準）又は実用上支障のない状態にまで回復させることをいう。

５ 「要求水準」とは、指定管理業務の遂行に当たり、丙が住民に提供すべきサービスの水準をいい、別記６「要求

水準書」に定める指定管理業務の細目毎の要求水準及び管理の目標を総称して「要求水準」という。

６ 「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、落雷、地震、火災、有毒ガスの発生、その他の

自然災害又は騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な現象であって、甲、乙及び丙のいずれの責めにも帰さないもの

をいう。

７ 「指定管理業務に直接関係する法令」とは、指定管理業務を対象とする法令を意味するものとし、これに該当

しない丙に対して一般に適用される法令は含まれないものとする。

８ 「物価等の変動」とは、物価、賃金水準、金利又は為替レート等の変動をいい、「社会経済情勢の変化」とは、

インフレーション、デフレーション、高齢化、産業・就業構造の変化等をいう。

別記２

関係法令等

Ⅰ 法律

１ 地方自治法（昭和22年法律第67号）

２ 知的財産基本法（平成14年法律第122号）

３ 計量法（平成4 年法律第51 号）

４ 政府契約の支払い遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）

５ 民法（明治29 年法律第89 号）

６ 商法（明治32 年法律第48号）

７ 消防法（昭和23年法律第186号）

８ 浄化槽法（昭和58年法律第43号）

９ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）

10 警備業法（昭和47年法律第117号）

11 旅館業法（昭和23年法律第138号）

12 食品衛生法（昭和22年法律第233号）

13 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）

14 大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）

15 電気事業法（昭和39年法律第170号）

16 水道法（昭和32年法律第177号）

17 下水道法（昭和33年法律第79号）

18 建築基準法（昭和25年法律第201号）

19 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）

20 都市公園法（昭和31年法律第79号）

21 社会教育法（昭和24年法律207号）

22 博物館法（昭和26年法律285号）

23 労働基準法（昭和22年法律第49号）

24 最低賃金法（昭和34年法律第137号）

25 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

上記法律に関係する政省令

Ⅱ 条例・規則
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１ 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成16年北海道条例第89号）

２ 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成16年北海道規則第125号）

３ 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の施行に関する教育委員会規則

（平成17年北海道教育委員会規則第６号）

４ 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号）

５ 北海道立都市公園条例施行規則（昭和50年北海道規則第50号）

６ 北海道立オホーツク公園管理規則（平成６年北海道規則第70号）

７ 北海道立博物館条例（平成２年北海道条例第５号）

８ 北海道立博物館条例施行規則（平成16年北海道教育委員会規則第67号）

９ 北海道立北方民族博物館利用規則（平成２年教育委員会規則８号）

10 北海道個人情報保護条例（平成６年北海道条例第２号）

11 北海道教育委員会が保有する個人情報の保護に関する教育委員会規則（平成６年北海道教育委員会規則第11号）

12 北海道情報公開条例（平成10年北海道条例第28号）

13 北海道情報公開条例の施行に関する規則（平成10年北海道規則第44号）

14 北海道情報公開条例の施行に関する教育委員会規則（平成10年北海道教育委員会規則第６号）

15 北海道行政手続条例（平成７年北海道条例第19号）

16 北海道行政手続条例施行規則（平成７年北海道規則第67号）

17 北海道聴聞規則（平成６年北海道規則第101号）

18 北海道教育委員会聴聞規則（平成６年北海道教育委員会規則第14号）

19 北海道外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成10年北海道条例第39号）

20 北海道苦情審査委員に関する条例（平成10年北海道条例第45号）

21 北海道屋外広告物条例（昭和25年北海道条例第70号）

22 北海道屋外広告物条例施行規則（昭和26年北海道規則第17号）

23 北海道暴力団の排除の推進に関する条例

24 北海道みんなの日条例（平成28年北海道条例第39号）

25 北海道みんなの日条例施行規則

上記条例及び規則に関係する要綱・通知等

別記３

丙が付保する保険

維持管理期間

◆北海道立オホーツク公園

１ 第三者賠償責任保険：指定管理業務実施中に第三者の身体・財産に損害を与えた場合、その損害に対する保証

【対象】北海道立オホーツク公園内における維持管理期間中の法律上の賠償責任

【補償額】１名当たり３千万円、１事故当たり１億円

【期間】指定期間の開始日から終了日まで

２ 施設賠償責任保険：施設そのものに起因する事故による損害を補償

【対象】北海道立オホーツク公園内における維持管理期間中の法律上の賠償責任

【補償額】１名当たり３千万円、１事故当たり１億円

【期間】指定期間の開始日から終了日まで

◆北海道立北方民族博物館

１ 第三者賠償責任保険：指定管理業務実施中に第三者の身体・財産に損害を与えた場合、その損害に対する保証

【対象】北海道立北方民族博物館内における維持管理期間中の法律上の賠償責任

【補償額】１事故当たり10億円

【期間】指定期間の開始日から終了日まで

２ 施設賠償責任保険：施設そのものに起因する事故による損害を補償

【対象】北海道立北方民族博物館内における維持管理期間中の法律上の賠償責任

【補償額】１事故当たり10億円

【期間】指定期間の開始日から終了日まで

別記４

要求水準

北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博物館要求水準書（公募要項「別添３」）を基に、申請時の提案内容等

に応じ必要な見直しを行い、協定の締結までに定めるものとする。
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別記５

丙が管理する施設等

公募要項「別添１」のとおり

別記６

協議の方法

① 丙は、毎年度、年次計画書提出時に、乙に協力を求める事項について協議する。

② 丙は、乙が配置する学芸員との定期的及び随時の協議を行う場を設け、連携、協働して業務を円滑に実施する。

③ 乙と丙は、指定管理業務の実施状況についての確認の際、専門的事項に関する連携、協働の内容について協議を

行う。

別記７

丙が無償で使用することができる室

平面図（別紙１のとおり）

別記８

丙が負担する学芸員に係る経費

Ⅰ 学芸員が日常的に使用する経費

１ 光熱水費（燃料費、電気料、上下水道料）

２ 通信運搬費（電話料、郵送料）

３ 消耗品費（複写機の使用を含む）

Ⅱ 指定管理者の求めに応じて学芸員が行う業務に要する経費（旅費については、北海道職員等の旅費に関する条例

（昭和28年北海道条例第38号）に基づき支給すること）

別記９

年次業務計画書の記載事項

Ⅰ 年次業務計画書に記載すべき事項は、概ね次のとおりとする。

１ 当該年度における各業務の基本的な事項に関すること

(1) 指定管理業務の基本的な運営方針

(2) 組織体制、人員配置計画、研修計画等

(3) 事業及び業務の実施項目、年間スケジュール等

(4) 管理の目標達成計画（目標達成のため講ずべき措置及び達成見込等）

(5) 丙が自ら行う利用者ニーズの把握、苦情・意見等への対応等の実施方針に関すること

２ 利用者数の見込等に関すること（月別、事業別利用者数等の見込等）

３ 各業務の実施計画に関すること※要求水準書に定める主要な業務区分毎に計画を策定する

(1) 利用提供業務に関する実施計画（開館日・休館日・開館時間等及び具体的な利用提供業務の実施計画）

(2) 利用促進業務に関する実施計画（利用促進のための事業の実施計画及び利用者数の見込み等）

(3) 維持管理業務に関する実施計画（施設、設備及び備品等の修繕、補修等の実施計画）

(4) 保守点検業務に関する実施計画（定期及び随時の点検・整備等の実施計画）

(5) 清掃・警備業務に関する実施計画（日常及び定期的に実施する大規模な清掃、警備等の実施計画）

(6) 自主企画事業に関する実施計画（自主企画事業とは、指定管理者が、施設の利用者の増加や利便性の向上、

管理の目標の達成を図ることを目的として、自ら企画し実施する指定管理業務以外の事業をいう。）

(7) その他必要な事項に関する実施計画

(8) (1)～(7)の計画内容の具体的かつ詳細な実施方法に関する業務仕様書を添付する。

Ⅱ 年次収支計画書に記載すべき事項は、概ね次のとおりとする。

(1) 年間収支計画（指定管理業務に係る収入（利用料金等）及び支出（業務に係る経費等）の年間計画）

(2) 年間収支の月別計画

(3) 年間収支計画に関する内訳、注記その他必要な事項

別記10

業務日報、月例業務報告書、四半期報告書及び事業報告書の記載事項等

１ 業務日報

業務日報は、次に掲げる事項について、毎日の状況を記録する。なお、指定管理業務の業務区分別実施状況は、

概ね要求水準書に掲げる業務区分ごとに、要求水準、年次業務計画及び業務仕様書の内容と、業務の履行状況とを
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対比して確認できる様式とすること。

(1) 指定管理業務の業務区分別実施状況（職員の出勤状況、業務仕様書に基づく各業務又は事業の実施状況等）

(2) 本施設の利用状況（施設、事業又は利用料金等の区分別利用者数の状況、備品等の貸出し状況、利用の承認及

び取消し等の状況、利用料金の減免に係る減免区分別の申請件数及び減免の件数等）

(3) 利用料金及び負担金等の収入に関する状況

(4) 住民からの苦情・意見の件数及び対応の概要※詳細は、第34条の規定による苦情処理簿に記録する。

(5) 人員の移動に関する状況

(6) その他指定管理業務の遂行状況を把握するため必要な事項

２ 月例業務報告書

月例業務報告書は、上記に掲げる業務日報の各項目を月ごとに集計した内容とする。なお、指定管理業務の業務

区分別実施状況は、概ね要求水準書に掲げる業務区分ごとに、要求水準、年次業務計画及び業務仕様書の内容と、

業務の履行状況とを対比して確認できるものとすること。また、利用状況については、年次業務計画書における月

別の利用者数等の見込みと、利用料金等の収入状況については、年次収支計画書における月別の収入計画と、それ

ぞれ対比して確認できる様式とすること。

３ 四半期業務報告書

四半期業務報告書は、四半期分の月例業務報告書を集約したものとする。なお、要求水準書、年次業務計画及び

業務仕様書に定めた各事業又は業務の当該四半期に係る主要な計画値と実績値とを対比して達成度を把握できるよ

う、集計表を作成して添付すること。また、必要に応じて、利用促進事業の実施状況が把握できる写真等を添付す

ること。

４ 事業報告書

事業報告書の記載事項は、指定手続条例規則第10条第２項各号に定めるところにより、その詳細は、次に掲げる

とおりとする。なお、事業報告書の作成に当たっては、業務日報、月例業務報告書及び四半期業務報告書等に基づ

く実績値を精査し、特に、年次業務計画書の内容と当該年度の実績が対比できるよう、主要な計画値に対する実績

値を表やグラフ等により表記するとともに、当該年度における指定管理業務の遂行状況を主要な業務区分毎に説明

する記述を加えること。

事業報告書は、非開示情報を除き全文を公表するため、住民にとってわかりやすい内容となるよう配慮すること。

(1) 管理に係る業務の実施状況に関する事項

ア 指定管理業務の基本的な運営方針に基づく指定管理業務の実施状況

イ 組織体制、人員配置、研修等の実績

ウ 事業等の実施項目、年間スケジュール等に対する実績

エ 各業務の実施計画に対する実績

(2) 当該公の施設の利用状況に関する事項

ア 施設、事業又は利用料金等の区分別利用者数の状況、備品等の貸出し状況

イ 利用の承認及び取消し等の状況

ウ 利用料金の減免に係る減免区分別の申請件数及び減免の件数等

(3) 利用料金の収入の実績に関する事項

利用料金の施設又は料金区分別収入実績等

(4) 管理に係る経費の収支状況に関する事項

年次収支計画書に記載した次に掲げる事項に係る実績

ア 年間収支計画(指定管理業務に係る収入（利用料金等）及び支出（業務に係る経費等）の年間計画)の実績

イ 年間収支の月別計画に対する実績

ウ 年間収支計画に関する内訳、注記その他必要な事項

(5) 管理の目標に係る達成状況に関する事項

管理の目標達成計画に対する実績（目標達成のため講ずべき措置等の実施状況、目標達成度の評価結果、目

標達成状況に関する説明等）

(6) その他知事及び教育委員会が必要と認める事項

ア 当該年度に甲及び乙が実施した満足度調査の結果及びこれに対する改善措置等の状況（改善措置、次年度

業務計画への反映等）

イ 丙が自ら実施した利用者ニーズの把握のための取組の実績、苦情・意見等の内容及び対応の概要（改善措

置、次年度業務計画への反映等）

ウ その他必要な事項
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別添６

注）コンソーシアムの結成は、道及び教育委員会の公の施設に係る指定管理者の指定の申

請を行うことを契機とした、構成員となる法人その他の団体の自由な意思に基づく自主

結成とします。

コンソーシアムの運営に当たっては、基本的かつ重要な事項を定める運営委員会を設

置し、コンソーシアムの運営及び指定管理業務の遂行に関する基本的事項を定め、構成

員間で、以下に示す「コンソーシアム協定書（案）」に準じた協定を締結して、申請時に

道に提出してください。

なお、別記「コンソーシアム運営指針（参考）」は、コンソーシアムが構成員間の信頼

と協調に基づき円滑に運営されるための参考として、実施体制、責任体制、規則等の整

備その他の基本的な運営の考え方を示すものです。

コンソーシアム協定書（案）

（目 的）

第１条 （コンソーシアムの名称）は、北海道立オホーツク公園・北海道立北方民族博

物館（以下「本施設」という。）を管理する指定管理者として、関係法令等及び北海道

公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成16年北海道条例第89号）

第８条の規定に基づき道及び教育委員会と締結する本施設の管理に関する協定（以下

「施設管理協定」という。）を遵守し、構成員が共同連帯して本施設の管理に係る業務

を遂行することを目的として、この協定（以下「本協定」という。）を締結する。

（名 称）

第２条 本協定に基づき設立するコンソーシアムは、○○（以下「本コンソーシアム」

という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条 本コンソーシアムは、事務所を○○に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

注） コンソーシアムは、申請日までに成立していることが必要です。

第４条 本コンソーシアムは、令和○年（ 年）○月○日に成立し、施設管理協定の

履行を完了するまでは解散することができない。

２ 第１項の規定にかかわらず、本コンソーシアムは、本施設の指定管理者として指定さ

れなかったときは、本施設の指定管理者に係る指定の結果についての通知を受けた日に

解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第５条 本コンソーシアムの構成員は、次のとおりとする。

(1) 住 所○○

名 称○○

代表者○○

(2) 住 所○○

名 称○○

代表者○○

(3) 住 所○○

名 称○○

代表者○○

（代表団体及び代表者）

第６条 本コンソーシアムは、○○を代表団体とする。
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２ 本コンソーシアムは、○○（代表団体の代表者）を代表者とする。

（代表者の職務）

第７条 本コンソーシアムの代表者は、施設管理協定に基づく本施設の管理に係る業務

（以下「指定管理業務」という。）の遂行に関し、次に掲げる職務を遂行する。

(1) 第９条の運営委員会の決定に従い、道との協定に基づく協議、報告、通知その他

の行為を行うこと。

(2) 本コンソーシアムの名義をもって負担金の請求し、及び受領すること。

(3) 本コンソーシアムに属する財産を管理すること。

(4) 本コンソーシアムの名義をもって利用料金を収受すること。

（構成員の責任）

第８条 各構成員は、施設管理協定の履行及び指定管理業務の実施に伴い第三者と締結

する契約等に基づき本コンソーシアムが負担する債務の履行に関し、連帯して責任を

負う。

（運営委員会）

第９条 本コンソーシアムは、全構成員をもって、代表者を委員長とする運営委員会を

設置する。

２ 運営委員会は、指定管理業務の遂行に関する次に掲げる事項について協議し、決定

するものとする。

(1) 本コンソーシアムの組織及び運営に関する事項

(2) 指定管理業務の実施体制に関する事項

(3) 各構成員の業務の分担及び経費の配分に関する事項

(4) 損益の分担に係る比率の決定に関する事項

(5) 指定管理業務に関する業務計画及び事業報告に関する事項

(6) 本コンソーシアムに属する財産及び資金の管理に関する事項

(7) その他指定管理業務の遂行に必要な事項

（取引金融機関）

第10条 本コンソーシアムの取引金融機関は、○○銀行○○店とし、本コンソーシアム

の名称を冠した代表者名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとす

る。

（業務の分担等）

第11条 各構成員の業務分担及び負担金分担額は、次のとおりとする。ただし、施設管

理協定の変更により指定管理業務の一部に変更があったときは、当該変更の内容に応

じ業務の分担及び負担金分担額を変更するものとする。

○○業務 （構成員名） 円

○○業務 （構成員名） 円

○○業務 （構成員名） 円

（共通業務 － 円）

（構成員の必要経費の分配）

第12条 構成員は、その分担業務を遂行するため、運営委員会の定めるところにより必要

な経費の分配を受けるものとする。この場合において、共通業務に係る経費については、

各構成員の負担金分担額の割合に応じて分配するものとする。

（決算）

第13条 本コンソーシアムは、毎年度終了後、当該年度の指定管理業務について決算（残

余財産の処分を含む。以下同じ。）をするものとする。

２ 指定管理者の指定の手続に要した経費は、構成員全員の同意により当該年度の決算に

繰り入れるものとする。



- 3 -

（損益の分担）

注）損益分担比率は、各構成員の業務分担額の比率及び分担業務の内容等を勘案して、運

営委員会において協議し、決定するものとします。

第14条 前条第１項の規定による決算の結果、構成員に分配すべき余剰金又は構成員が分

担して負担すべき不足金が生じた場合には、運営委員会が定める比率によって各構成員

がその配分を受け、又は負担するものとする。

（構成員名） ％

（構成員名） ％

（構成員名） ％

（権利義務の譲渡の制限）

第15条 本協定に基づく各構成員の権利義務は、他人に譲渡することはできない。

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）

第16条 構成員は、道、教育委員会及び他の構成員全員の承認がなければ、指定管理業

務を完了するまでは脱退することができない。

２ 構成員のうち指定管理業務を完了する前に前項の規定により脱退した者がある場合

においては、脱退した構成員以外の構成員が共同連帯して指定管理業務を完了する。

３ 第１項の規定により構成員が脱退した場合における脱退した構成員以外の構成員の

業務の分担、負担金の分担額及び損益分担の割合は、運営委員会が定めるものとする。

４ 決算の結果利益を生じた場合において、脱退した構成員には利益の配当は行わない。

（解散後の瑕疵担保責任）

第17条 本コンソーシアムが解散した後においても、指定管理協定の履行につき瑕疵が

あったときは、各構成員は連帯してその責に任ずるものとする。ただし、本コンソー

シアムの構成員のうちいずれかが業務途中において破産し、又は解散した場合におい

ては、脱退した構成員以外の構成員が共同連帯して脱退した構成員の分担業務を完成

するものとする。

（協定書に定めのない事項）

第18条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。

（管轄裁判所）

第19条 本協定に関する紛争については、○○地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。

代表団体○○外○社は、上記のとおり○○コンソーシアム協定を締結したので、その

証として本正本 通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については

各構成員が１通を保有し、副本については指定管理者指定申請書に添えて道に提出する。

令和 年（ 年） 月 日

代表者 （所在地）

（名 称） 印

（代表者）

構成員 （所在地）

（名 称） 印

（代表者）

構成員 （所在地）

（名 称） 印

（代表者）
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別記

コンソーシアム運営指針（参考）
１ 趣旨

コンソーシアムは、複数の構成員が技術・資金・人材等を結集し、業務の安定的推進に

共同して当たることを約して自主的に結成されるものであり、社風、経営方針、技術力、

経験等の異なる複数の構成員によるコンソーシアムの運営が構成員相互の信頼と協調に基

づき円滑に行われることが不可欠である。

本コンソーシアム運営指針は、コンソーシアムが構成員の信頼と協調をもとに円滑に運

営されるよう、その実施体制、管理体制、責任体制その他基本的な運営の考え方を示した

ものであり、個別のコンソーシアムにおいてそれぞれ事業の規模・性格等その実情に合わ

せて策定することが期待される規則等の決定に当たっての考え方を示し、運営に係るトラ

ブルの未然防止及び運営の円滑化に資することを目的とする。

２ 運営委員会

運営委員会は、コンソーシアムの運営に関する基本的かつ重要な事項を協議決定する最

高意志決定機関であり、この場合においては、構成員全員が十分に協議したうえで業務の

完成に向けての公正妥当な意志決定が行われる必要がある。その際、代表者の独断・専行

等の弊害を誘発し、コンソーシアムの円滑な運営を確保するうえでの前提である構成員間

の信頼と協調が損なわれることのないよう、各構成員を代表する運営委員への適切な権限

の付与、適正な開催時期・手続きの採用及び付議すべき事項の整理等についての合意形成

が行われていなければならない。

このため、準備委員会及び運営委員会の設置及び運営に当たっては、次のとおりその公

正化・明瞭化を図り、運営委員会の適正な機能を確保することとする。

(1) 準備委員会の設置

準備委員会は、コンソーシアムの結成から運営委員会設置までの間、必要に応じて設

けるものとし、コンソーシアム協定書の作成、指定管理業務の実施体制の検討、指定管

理業務に係る必要経費の見積及び申請書類の作成等について協議決定する機能を有する

ものとする。

(2) 運営委員会の設置と委員のあり方

運営委員会は、指定管理者の指定を申請するまでに遅滞なく設置するものとし、その

委員については各構成員の立場を代表し得る者をもって充てることとする。また、運営

委員会の構成は、代表団体の代表者である運営委員長及び各構成員を代表する運営委員、

運営委員の代理となる運営委員代理及び構成委員間での連絡を円滑に図るための幹事等

を各構成員がそれぞれ１名ずつ配置することを基本とする。ただし、指定管理業務の内

容・性格等を勘案して必要と認められる場合にあってはこれと異なった取扱いをするこ

とも差し支えない。

(3) 開催時期・手続き

運営委員会は、コンソーシアム協定書第９条第２項各号に掲げる事項について協議す

る必要が生じたときに開催するものとし、指定管理業務の規模・性格等にかかわらず、

指定管理者の指定を受けた後、速やかに開催するほか、少なくとも実行予算編成時、決

算書（案）承認時において開催するものとする。

開催手続きは、原則として委員長が必要に応じて招集するものとするが、公平性の観

点から他の委員からも招集できる制度を確立しておく必要があり、これらの一切の手続き

については、運営委員会規則に明記しておくものとする。

(4) 付議事項

運営委員会には、コンソーシアム協定書第９条第２項各号に掲げる事項についての案

を付議し、協議を経てその承認を得るものとする。

なお、これら運営委員会の意志決定についての決裁方法については、予め運営委員会
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規則に定めておくものとする。

３ 規則等による円滑な運営の確保

コンソーシアムの組織が効果的に働き、円滑かつ効率的な共同事業を確保するためには、

運営委員会組織が整備され、各々その機能が十分に発揮されるとともに、構成員が密接な

連携を保つことが必要である。

このため、公正性、効率性、協調性各々の観点から、業務の処理についての構成員間の

合意を規則等として明文化することにより、全ての構成員が信頼と協調をもって共同事業

に参加し得る体制を確保する必要がある。

以上の点から規則の整備に当たっては、以下の事項に留意しつつ、構成員間で十分協議

して決定するものとする。

(1) 規則の策定方法

①規則等は、原案を準備委員会で作成し、運営委員会の承認をもって決定することを原

則とする。

②運営委員会で承認された規則等は各構成委員が記名捺印し、各々一通を保有する。

③以後に生じた改廃事項については①、②に準じ覚書として作成する。

(2) 主要規則等整備

関係法令等及び施設管理協定に基づいて整備が義務づけられているもののほか、業務

処理規則、経理取扱規則及び瑕疵担保責任に係る覚書等についてその整備を行うものと

する。

※瑕疵担保責任等に係る覚書等

事業の実施に伴う損害発生時の責任分担を明確にするため、少なくとも以下に掲げる

事項については、業務実施前に運営委員会等で十分に協議し、損害負担額の確定手順、

費用の分担基準及び請求手続きを覚書等に規定しておくものとする。

・指定管理業務完了後の瑕疵担保責任に関する事項

・指定管理業務遂行に伴う損害賠償に関する事項

・その他予期できない損害に関する事項



別添７

関係法令等

Ⅰ 法律

１ 地方自治法（昭和22年法律第67号）

２ 知的財産基本法（平成14年法律第122号）

３ 計量法（平成4 年法律第51 号）

４ 政府契約の支払い遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）

５ 民法（明治29 年法律第89 号）

６ 商法（明治32 年法律第48号）

７ 消防法（昭和23年法律第186号）

８ 浄化槽法（昭和58年法律第43号）

９ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）

10 警備業法（昭和47年法律第117号）

11 旅館業法（昭和23年法律第138号）

12 食品衛生法（昭和22年法律第233号）

13 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）

14 大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）

15 電気事業法（昭和39年法律第170号）

16 水道法（昭和32年法律第177号）

17 下水道法（昭和33年法律第79号）

18 建築基準法（昭和25年法律第201号）

19 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）

20 都市公園法（昭和31年法律第79号）

21 社会教育法（昭和24年法律207号）

22 博物館法（昭和26年法律285号）

23 労働基準法（昭和22年法律第49号）

24 最低賃金法（昭和34年法律第137号）

25 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

上記法律に関係する政省令

Ⅱ 条例・規則

１ 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成16年北海道条

例第89号）

２ 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成16年

北海道規則第125号）

３ 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の施行に関する教育

委員会規則（平成17年北海道教育委員会規則第６号）

４ 北海道立都市公園条例（昭和50年北海道条例第20号）

５ 北海道立都市公園条例施行規則（昭和50年北海道規則第50号）

６ 北海道立オホーツク公園管理規則（平成６年北海道規則第70号）

７ 北海道立博物館条例（平成２年北海道条例第５号）

８ 北海道立博物館条例施行規則（平成16年北海道教育委員会規則第67号）

９ 北海道立北方民族博物館利用規則（平成２年教育委員会規則８号）

10 北海道個人情報保護条例（平成６年北海道条例第２号）

11 北海道教育委員会が保有する個人情報の保護に関する教育委員会規則（平成６年北

海道教育委員会規則第11号）

12 北海道情報公開条例（平成10年北海道条例第28号）



13 北海道情報公開条例の施行に関する規則（平成10年北海道規則第44号）

14 北海道情報公開条例の施行に関する教育委員会規則（平成10年北海道教育委員会規

則第６号）

15 北海道行政手続条例（平成７年北海道条例第19号）

16 北海道行政手続条例施行規則（平成７年北海道規則第67号）

17 北海道聴聞規則（平成６年北海道規則第101号）

18 北海道教育委員会聴聞規則（平成６年北海道教育委員会規則第14号）

19 北海道外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成10年北海道条例第39号）

20 北海道苦情審査委員に関する条例（平成10年北海道条例第45号）

21 北海道屋外広告物条例（昭和25年北海道条例第70号）

22 北海道屋外広告物条例施行規則（昭和26年北海道規則第17号）

23 北海道暴力団の排除の推進に関する条例

24 北海道みんなの日条例（平成28年北海道条例第39号）

25 北海道みんなの日条例施行規則

上記条例及び規則に関係する要綱・通知等


